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は じめ に
本稿は,ドイツ事業所組織法における従業員代表(Betriebsrat)の参加権の
内容を紹介するものであるO 参加権の内容は,すでにドイツの労働法や労使
関係に関する文献で広く紹介されている,本稿は労働法に関する体系書およ
び逐条解説書 (コンメンタール)に依拠している｡先行研究と重なる点があ
るが,それを整理する意味でまとめてみる｡
その説明に先立ち,参加権の種類,労使合意である事業所協定にも言及す
る｡
第 1章 参加権と事業所協定'L'
- 参加権の内容
イ)参加権の種類 従業員代表は事業所組織法の定めにしたがい各種の参
加権を付与されているO参加権は,使用者の決定にあたり従業員代表の同意
を必要とする共同決定権と,従業員代表が一定の関与ができる関与権に大別
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される｡共同決定権はさらに,同意権 (狭義の共同決定権｡使用者と従業員
代表の合意によってのみ決定できる｡)および同意拒否権 (使用者が捷案権を
有する事項に関する使用者の同意要請に対し,一定の事由に基づいて従業員
代表は同意を拒否することができる｡)に分類される｡また,関与権は,協議
権 (使用者が従業員代表と協議する｡),意見聴取権 (使用者の決定にあたり
従業員代表の意見を聴取する｡),情報権 (使用者が従業員代表に通知し情報
提供する｡)に分類される｡その中間に,提案権 (従業員代表が使用者側に提
案することができる｡),異議申立権 (使用者の提案に対し異議を表明する｡)
などがある｡
ここで従業員代表に同意権が付与されている場合,従業員代表の同意が得
られないにもかかわらず使用者が決定するには,仲裁手続をとることになる｡
仲裁委員会(2'は使用者側と従業員代表側から任命された同数の陪席者と中立
の議長から成る｡仲裁裁定は ｢当該事業所と関係労働者の利益を適切に考慮
して｣決められ,それは事業所協定 (Betriebsvereinbarung,経営協定の訳
もある)と同じ効力を持つ(76条)∩
ロ)対象事項別の分類 参加権が及ぶ対象事項は,社会的事項,人事的事
項および経済的事項に分類される｡社会的事項では従業員代表に同意権が付
与されている｡それに対し,人事的事項では事項により同意権または協議権
が付与されるのが中心である｡経済的事項では情報権付与が中心になってい
る｡これを表にすると,図表 1のとおりである｡
社会的事項は,日本では就業規則で定められる事項と重なる｡日本では就
業規則は労働者過半数代表の意見を聴取したうえで使用者が単独で作成でき
三 るにのに対し･ ドイツでは使用者と従業員代表が共同決定することが重要な
七 違いである｡
二 事業所協定の意義と効力
イ)意義と効力(3) 従業員代表が使用者と共同決定した場合,合意は,過
常,事業所協定として締結される｡それは書面にされ,事業所当事者 (使用
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図表 l 従業員代表の参加権
関 与 権 な ど
要員計画等について情報提供と協
議義紡 (92条 1項),計画導入の提
莱 (92粂2項),優先的社内募集の
要求穂 (93条)
管理職の採用についての予告義務
(105条)
情報提供義務 (99条)
意見聴取義務 (102条 1項),異議申
立権 (同条3項),解触確定までの
継続雇用義務 (同条5項),任意事
業所協定による同意条項可(同条6
項)
訓練の必要性につき協議義務(96条
1項),訓練施設 ･提案につき協議義
港 (97条 1項)
雇用調整 ･促進
職場等編成
促進の提案 (92条al項)
職場等編成について情報授供と協議
義務 (90条)
事業所閉鎖 ･縮小 ･統合等の場合
の情報権と協議権 (111条).経済委
員会を通しての経済的事項につい
ての情報権 (106条)
共 同 決 定 権
応募者輯 ･質問事項 ･評価基準の作成
(94条,仲裁事項),人事選考指針 (95条
1項,仲裁事項),労働者の採用 (99条,
同意拒否権)
対象者選定基準 (95粂 1項,仲裁事項),
個別配転措置 (99条,同意拒否権)
支払時期等,算'fE原則等,能率給 (87粂
1項.仲裁事項)
一般的評価原則策定 (94粂2項,仲裁事
項),選考基準 (95条 1項,仲裁事項),
格付打 (99条.同意拒否権)
始業終業時刻,過日への労働時間の配分.
時間外労働,年休計画 ･年休時期調整(87
秦,仲裁事項)
事業所内秩序に関する間鼠 労働者の行
動または労務提供を監視するための技術
設備の導入と利札 労働災害と職業病の
防止及び法規または災害防止規則に基づ
く健康保持のための規定の作成 (87条,
仲裁事項)
福利施設の形態等,社宅割当等 (87条1
項,仲裁事項)
解雇の一般的選考基準の作成(95条1項,
仲裁事項)
職務変更に伴う訓練(97粂2項,仲裁事
項),職業教育措置の実施 (98条 1項),
耽業教育措置への参加 (同条3項)
操業短縮 (87条3項,仲裁事項)
特別な負荷を除去する措置についての修
正的共同決定 (91粂)
事業変更の際の補償計画 (112条,仲裁事
項)
出典 労働政策研究報告書 No.1/9『諸外国における集団的労使紛争処理の制度と実態』(2004年)
29頁 〔毛塚勝利〕oなお,一部補IT.し,表現につき本稿の用い方に従い-部変更した.
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者と従業員代表)から署名される｡それは,事業所内の従業員に対し直律的
および強行的に法的効力 (規範的効力)が及び,それに反する個別の労働契
約は無効とされ,事業所協定の定める内容が労働契約の内容となる(77条4
項)L,この法的効力は,事業所協定が定める事項が強制的共同決定事項 (87条
1項)か,任意的共同決定事項 (88条)かを問わない｡協定には有利原則が
適用され,協定または労働契約のいずれか労働者に有利な取扱いが適用され,
労働者は労働契約によって事業所協定の水準をと回る内容を個別に合意する
ことができる｡
事業所当事者は協定締結にあたり,より上位の権利,とりわけ労働者の基
本権および強行法規を考慮しなければならない､〕労働者の賃金の使途や自由
時間の使用方法を制限する取り決めは許されない｡
事業所当事者は事業所協定を不利益に変更することができるoただし,す
でに取得された財産的価値を有する権利を剥奪することはできない｡例えば,
すでに支給された通勤費の返還を求める定めや企業年金 ･補償金 (退職金)
につき請求権が発生する直前の労働者に対して,その期待権を侵害する形で
不利益に変更することは無効とされる｡
事項によっては,退職者に対しても適用されることがある｡例えば,補償
計画 (Sozialplan, 社会計画の訳もある｡)が適用される場合である｡
そして,事業所協定がその有効期間が満了した後は余後効 (事後的効力)
を有し,強行的ではないが,原則として直律的効力を有する｡
ロ)ほかの合意形態 使用者と従業員代表の合意として,事業所協定の他
に規整合意(RegelulgSabredeH二いう形態がある｡それは事業所覚書
≡ (Betriebsabsprache)と呼ばれることもあるo規整合意は事業所協定と異な
六
九 り･個別労使に対する規範的効力を伴わないoただし･使用者と従業員代表
の合意として両者を拘束する債務的効力を有するQその形態につき,利益調
整は書面による旨定められているのを除き,法律 Lの定めはない｡ただ,そ
の後争いになった場合のことを想定すjtば,書面によるのが望ましいとされ
る｡
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事業所組織法は,多くの場合に事業所協定によることと定めているが,梶
業員代表委員の研修に関する合意(37条6項)や従業員総会の労働時間外開催
に関する合意(44条2項),仲裁委員会議長の人選に関する合意などは,合意
が規範的効力を必要とはしないので,必ずしも事業所協定による必要はない｡
ハ)事業所協定と労働協約の異同 両者は,労働契約に対して規範的効力
を有する点および労働契約に有利原則を認める点は共通するが,締結主体の
違いを反映していくつかの点で違いがある｡労働協約は組合員に対してのみ
効力が及ぶのに対し,事業所協定の労働側当事者は組合ではなく従業員代表
なので,事業所協定は組合員であるか否かにかかわらず事業所内の労働者全
員に適用される｡組合員を優遇することは平等取扱原則に対する違反となる｡
ただし,労働協約は法的には組合員に対してのみ適用されるが,非組合員と
の労働契約のなかで,｢**に関しては,本事業所に適用されている労働協約
の定めによる｣と定められて協約が援用され,事実上非組合員に対しても協
約の定めが適用されることが多いO
ドイツでは,労働条件のなかで,しばしば実質的労働条件と形式的労働条
件に区別して議論されるt4)oすなわち,賃金 ･労働時間等の労働条件のなか
で,企業横断的に規整されるのが通常である実質的労働条件 (例えば,賃金
額,労働時間の長さ)と企業内でそれぞれの事情に応じて規整される形式的
労働条件 (例えば,賃金の支払方法,労働時間の配置)が区別される｡1952
年事業所組織法のもとでは,前者は協約によって規整され,従業員代表の共
同決定権が及ぶのは後者のみであると理解されていたoLかし,1972年法改
正により,それまで実質的労働条件と分類されてきた事項の一部が共同決定
事項となり,従業員代表の関与が一部の実質的労働条件にも及ぶようになっ 三■l■
たoそれに該当するのは･所定労働時間の一時的な短縮ならびに延長 (87条 )'こ
1項3号),能率給における貨幣係数 (同11号)などである｡これら賃金基準
および労働時間の長さは,通常,企業横断的に規整される事項である｡
事業所協定は労働協約と異なり裁判官 (労働裁判所)による公正審査に服
する｡したがって,事業所当事者は協約当事者に比べて利益調整を行う余地
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を制約されている｡従業員代表はストライキによって圧力をかけることは許
されず,合意に達しない場合には ｢仲裁手続が待っている｣と相手にいえる
だけである｡その意味で,事業所当事者による事業所自治は協約自治に比べ
て制約されている(5-0BAG(連邦労働裁判所)は判決で.従業員が駐車した
乗り物に対する使用者の責任をほとんど除外する内容や,安全靴の購入費用
の一部を労働者に負担させる内容の事業所協定を無効としたO他方で,賃金
譲渡の禁止や,適切な老齢年金が確保されているもとでの定年制導入は有効
とされている｡
三 労働協約の優位し6)
1 意 義
労働条件規整にあたり,組合による協約規整が従業員代表による規整に優
先する｡すなわち,労働組合が労働協約により労働条件その他の事項を規整
した場合,規整された事項に関し従業員代表の協定締結権,参加権は奪われ
る｡いわゆる協約の遮断効 (遮断的効力)である｡協約優位原則ともよばれ
る｡これは従業員代表に対する組合の規制の中心的内容である｡これは組合
が自主的団結であるのに対し,従業員代表は法定の他律的組織であるという
性格の違いから,組合による労働条件規整を優先させるべきであるという考
えに基づく｡
具体的には,協定制約規定 (77条3項)は,｢労働協約で規整されている,
または通常規整されている賃金およびその他の労働条件を,事業所協定の対
象とすることはできない｣と定め,協約規整が存在する場合には当該事項に
三 つき事業所協定を締結することは許されないOその意味で,事業所協定締結
宅 を制約するものであるoつぎに決定権制約規定 (87条1項)は,｢法律または
労働協約に規整がないかぎり,従業員代表は,以下の事項につき共同決定し
なければならない｣として,協約が特定の事項を定める場合には,当該事項
につき従業員代表の共同決定権がないことを示す｡その意味で.従業員代表
の共同決定権が制約される｡
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このような取扱いは,すでに1920年従業員代表法にその骨格が規定されて
いた｡協約優位原則は20年法制定に際し,組合が従業員代表に企業エゴ的主
張が発生することを抑えるために,また自立的従業員代表運動を組合の統制
下におくために,組合の要望のもとに規定された｡52年法は社会的事項に関
連して2つの関連条文を規定した｡72年法改正は.この2つの規定を引き継
ぎつつ,改正にあたり一部,趣旨を変更した｡協定制約規定が従業員代表の
参加権に関する総則に定められ社会的事項以外の事項にも及ぶこと,協定制
約規定にて通常 (ublicherweise慣行的に)規整している協約とともに,硯に
規整している協約も速断効を有するものとして組み込まれたこと,決定権制
約規定で,従業員代表の関与対象として実質的労働条件の一部が組み込まれ
たこと,また条文に明文の規定はないが72年法改正審議にあたり法改正は労
働協約自治を強化する趣旨であるとされたこと,これらの点で変更を加えた｡
このような協約優位原則が裁判で争われた場合,裁判所もこのような趣旨
に即して解釈している｡その結果,協約規整事項が裁判で争われるかぎり実
際には従業員代表の規整 ･参加は及ばず,企業内における協約に対する上乗
せ支給は使用者の単独決定になっており ｢使用者優位｣のもとに運用される
ことになっている(7)｡もっとも,法的には無効である協約違反の事業所協定
が,以前は,実際の労使関係ではかなり存在していた(8)｡しかし,それも最
近は経済グローバル化のなかでドイツ経済の困難が強まり,企業内上乗せ給
付は例外的になってきている(9)｡
以下,協定制約規定と決定権制約規定に分けて,それぞれの立法趣旨,要
件.法的効果を.52年法と対比しつつみていく｡
2 協定制約規定 (77集 3項)
イ)立法趣旨(10)
この規定の趣旨の理解をめぐり対立がある｡72年改正論議では,協約自治
を強化していく趣旨であることが確認されたために,本規定の立法趣旨の理
解も変化することになった｡
一方で多数説 ･判例は,労働組合および使用者団体という企業横断的な協
I-
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的当事者に実質的労働条件の統一的形成の独占 (-協約自治の保障)を行わ
せることにより,団体の労働協約政策が混乱させられることなく貫徹され,
実質的労働条件をめぐる労使紛争が事業所 ･企業から遠ざけられ,かつ,そ
れを通じて労働者の労働条件改善を図ることであると理解する｡この見解は
協約の独占的地位の確保を強調する｡52年法のもとでは通説であった｡この
説の中には,協約優位原則により組合と従業員代表の間の利益衝突を回避す
ること,協約自治の保障により企業間の公正な競争条件を確保すること.そ
のために統 一的企業横断的秩序に役立ちうる長期的視野をもった労働条件形
成を促進することを趣旨に付け加えている論者もいる｡
他方で有力説は,趣旨を協約自治の実効的確保にあると考え,社会的パー
トナーたる労使の機能能力および履行能力 (Leistungsfahigkeit)の保障とみ
る｡すなわち,組合は従業員代表よりも労働者利益を代表する能力をもつが
ゆえに.事業所 レベルでの競合的規整権限から協約自治を保障し,かつ具体
化された協約自治を確保するためであるとみるっこれは,協約自治をその機
能面においても確保しようとするもので,本規定の法的効果として,協約内
容を引き写した事業所協定が許さjLるか否かの論点にて,協約自治強化の視
点からこれを許されないと判断することにつながる｡72年法改正後,この見
解は強まった｡
かかる学説対立はその記述表現からのみでは明確に読みとることは困難で
あるが,遮断効の法的効果は事業所協定に対してのみ及ぶか否か等の論点に
おいて,協約自治の保障を協約当事者の規範設定権限の保障として理解する
か,それとも協約自治が有効に機能することを含めて理解するかという形で
三 対立するo
完 U)要 件
要件は,その労働条件事項が,硯にもしくは通常,労働協約によって規整
されていることであるO例えば,賃金は協約で親整されるのが通常なので.
それが事業所内に適用されていなければ従業員代表の共同決定権の対象とな
るが,しかし,事業所協定で定めることはできない｡この点,52年法は慣行
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的規整の場合のみ予定していたが,72年法改正により慣行性はなくても現に
協約により規整されている場合も遮断効が及ぶこととなった｡遮断効の及ぶ
範囲は,地理的,業種剛,営業部門別,人的範囲別,および労働条件事項別
に判断される｡業種単位に関しては,当該業種で協約による規整が代表的で
あることを要する｡ここで ｢代表的｣とは,協約の適用ある事業所で通常雇
用されている労働者の人数が,協約の適用なき事業所のそれを上回ることを
意味する｡要するに,協約による規整が重要な意義を担っている場合にのみ
遮断効を認めている｡営業部門単位に関し,同一業種であっても小売業と通
信販売業で協約規整の慣行が異なると判断された事例がある｡人的適用範囲
に関しては,協約規整が硯業労働者に対するものか,それとも事務系職員に
対するものか,また熟練労働者のみに対するものか,それとも不熟練労働者
に対しても適用あるかが判断される｡
また,協約規整が慣行的であるか否かの判断では,通常は何度か連続した
通常3回の締結により慣行的であるとみている｡だが,1回限りの協約締結
であっても協約当事者間に労働協約共同体が形成されていると判断される状
況であれば慣行性は認定されるとみる｡協約の有効期間終了後に新たな協約
が締結されない場合でも協約当事者が締結意思を有していれば,慣行性は認
定される｡ただし,無協約状態が長期化すれば,たとえ当事者が締結意思を
有していても慣行性は失われ,余後効にすぎない法的状態になり遮断効は及
ばない｡
ハ)法的効果
労働協約に実質的労働条件に関する規定をおいた場合,その事項を事業所 二
二こ
協定で規整することはできない077条3項が協定制約規定と呼ばれるゆえん /a
である,遮断効は協約締結以後に締結される事業所協定に対してのみならず,
協約締結以前に成立していた事業所協定に対しても及ぶ｡したがって,協約
と事業所協定が競合関係にたつことはなく,事業所協定の協約に対する有利
原則は問題とならない｡
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遮断効について,労働時間を例にとれば,協約が時間給を定めるとき,そ
れにより直ちに出来高給もしくはプレミア給の賃金原則に関する事業所協定
の締結が排除されるわけではない｡なぜならば.それらには従業員代表の共
同決定権があるからである (87条1項11号)｡だが,協約が賃金計算方法とし
て時間給のみを指定するならば,遮断効により出来高給の導入は許されない
こととなる｡また,協約が休暇日数を規定すれば,事業所協定によりそれを
延長することはできない｡なお,遮断効の対象に関連して,通説 ･判例上,
いわゆる成績原則 (Leistungsprinzip)が認められている｡これは,労働者の
特別な労務提供や特別の行為に対する加給 (例,重労働に対する加給,汚染
作業に対する加給,永年勤続-の慰労としての付加休暇)は遮断効の対象に
ならないという原則である｡
法的効果に関する争点は,第1に,遮断効の及ぶ範囲は事業所協定に対し
てのみか否かである｡前述のように,事業所当事者の合意には事業所協定の
他に規整合意ないし事業所覚書がある｡この点で,72年法改正を経て学説状
況は変化しているL,かつての通説は,遮断効は事業所協定に対してのみ及ぶ
とみていた｡その理由は,法律文言が ｢事業所協定｣に関してのみ言及して
いることである｡さらに,協約規整と競合する事業所レベルの秩序形成が生
じても,それは従業員代表の関与の産物ではなく77条3項と関係のない個別
法上の形成手段を承認したことに基づくものであること,競合的秩序が存在
してもそれは規範設定の競合ではないがゆえに協約当事者の規範設定特権は
侵害されないことを挙げ,また,協約優位の結果として事業所協定は排除さ
れるが,なお従業員代表の共同決定権行使は一定の労働者保護に役立ちうる
三 ので協約優位を全面的に適用させるべきでないことを挙げるo他方で少数説
至 は･事業所協定以外にも及ぶとみる｡72年法改正にて,協約自治の保障が強
調されたことが反映して,この規定の目的を事業所レベルで競合的な規整権
限から協約自治を保障することとみて,事業所レベルの労使合意が規範的効
力を有するか否かにかかわらず,それが集団的含意である限り,労働条件規
整権限の行使であり許されないと説く｡後者の説-の支持は72年法改正後に
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増えた｡
争点の第2として,労働協約をそのまま引き写した内容の事業所協定の効
力いかんである｡52年法のもとで通説 ･判例(1ノは,これを有効とみていた｡
その理由として,このような事業所協定は協約当事者の規範設定特権を侵害
せず,むしろ事業所協定が協約内容を引き写すことにより協約内容がより広
い適用範囲を得ることとなり協約の尊重につながること,かかる事業所協定
は協約による労働条件規整の慣行を強化することにつながることを説く(12)｡
他方で少数説は,本規定の趣旨を労働組合の機能能力および履行能力の確保
とみて,かかる事業所協定を無効とみていた｡
これに対し,現行法のもとでは,通説は逆にかかる事業所協定を無効とみ
る｡この学説の転換は,72年法改正の経緯と深く関連している｡すなわち,
議会審議でドイツ労働組合同盟 (DGB)改正案に基づき,社会民主党議員団
が ｢協約規定を協約適用外職員に拡張適用する事業所協定は許されない｣と
いう規定の新設を提案した｡これに対し,議会は条文を変更しなかったが,
それは77条3項の文言にすでにその趣旨は含まれていると解していたからで
あった｡その結果,遮断効の目的を,協約当事者の協約政策が事業所協定に
より乱されてはならないこととみる理解が定着した｡そして学説は一致して,
かかる事業所協定を無効とみ,協約の人的適用範囲を労働協約法に基づく一
般的拘束力宣言以外の方法では拡張しえないと解することとなった｡
争点の第3は,協約当事者がある労働条件事項につき規整権限を部分的に
でも放棄することの可否である｡これは,金属産業の労働時間短縮協約(1984
午)で,平均週労働時間を38.5時間としつつ,個々の労働者の週所定労働時間
は37時間から40時間の間で事業所協定で定めることとし･事業所当事者に所 ≡
走労働時間の決定権を委ねたが,かかる協約開放条項の有効性いかんが争わ L,
れたこととかかわる｡BGAは決定 (1987年)で,労働時間の平均的長さのみ
を協約で定め,個々の労働者のそれを事業所協定の定めに委ねるという,那
分的に決定権を放棄することは有効であるとした(13-0
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3 決定権制約規定 (87集 1項)
イ)立法趣旨
これは協約優位原則の一つとして,前述した協定制約規定の趣旨と多くの
共通点を持つO法律および労働協約が従業員代表の共同決定権を排除する趣
旨は.従業員代表が協約締結組合と競合して労働条件を規整することを回避
し労働協約の優位を確保すること,そのことを通じて労働者に対する組合の
魅力を維持することにある｡ただ,この他に本規定が労働者保護目的を有す
るか否かをめぐり争いがある｡一方で,法律および労働協約による労働条件
規整が存在する場合には,労働者に公正な利益調整が達成され,従業員代表
の関与を不要にすると主張されるOだが,労働協約が一般に秩序形成機能と
ともに労働者保護機能を併せもつとはいえ,両機能がしばしば衝突するのも
事実であり,それゆえにこそ労働協約法4条3項は有利原則を定めて,両機能
の衝突調整を図っているのである(川oその点で事業所レベルの有利な規整を
も遮断しようとする本規制は,労働者保護目的を有しないと主張されるのも
根拠がある｡
ロ)要 件
労働協約が遮断効をもつには,協約が当該事業所に適用されていることを
要する｡52年法の本規定は形式的労働条件のみに関連し,そして,労働協約
法3条2項が｢事業所および事業所組織法上の問題に関する協約の法規範は,
当該使用者が協約に拘束されているすべての事業所に適用される｣と定めて
いるところから,使用者が協約に拘束されていれば足りると解されてきた｡
この点につき,現行法87条1項は形式的労働条件に加えて実質的労働条件の
一部を従業員代表の共同決完の対象としたOだが,多数説は依然として,倭
さ 用者が協約に拘束されていれば足りるとみるOその理由として,87条1項に
定める従業員代表の関与対象事項の主要なものは事業所レベルの事項である
から協約法3条2項の要件で足りるとする｡これに対し有力説は,使用者の
他に少なくとも1人以上の労働者が協約に拘束されていることを求める｡そ
の理由として,内容規範,すなわち個々の労働関係の正接的内容を規制する
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規範が含まれる以上,労働者側で拘束される者がいることを要すると主張す
る｡かかる学説の対立は,従業員代表の関与対象に実質的労働条件が導入さ
れたことに起因している｡
ハ)法的効果
労働協約が87条 1項に定める社会的事項を規定すれば,遮断効が働き従業
員代表の共同決定権は失われる｡例えば,賃金につき協約が労働者の教育訓
練水準および実年齢に基づいてランクづけされる時間給を定める場合,事業
所レベルで分析的職務評価制度を導入することは許されず,また,協約が賃
金決定方式全般に及ぶものとして時間給を規定すれば,出来高給の導入は許
されないことになる｡だが,ここで遮断効が及ぶのは協約が確定的に規定し
た限りであり,協約がある事項を規定しても,その範囲内での具体化に従業
員代表が共同決定権を行使することは許される｡また,協約規定と異なる内
容でもそれが協約規定を空洞化させなければ,従業員代表の共同決定権行使
は許されると解されている｡したがって,事業所レベルの規定が協約に追加
的補足的なものであれば許される｡
法的効果に関する争点の第1は,従業員代表の共同決定権を弱める,また
はなくす協約規定の効力いかんである｡52年法当時の通説は,従業員代表に
対する共同決定権付与を強制的な最低限の規制とみてかかる協約規定を無効
と主張した(15)｡その理由として,事業所組織に関する法律と個々の労働者の
労働関係を規律する法律は区別され,個々の労働関係の内容は個別特殊性が
考慮され同一にはなりえない｡それゆえに,法律や協約は最低条件のみを定
め労働者に有利にのみ片面的に強行的効力を有する｡だが,事業所組織は統
一的に定められることを要し,法律の規定を事業所当事者または協約当事者
が変更することは法律の明文がある場合を除き許されないと説く｡
現行法のもとで,学説は括抗しているo無効説'16)はその理由として,遮断
効の趣旨は協約当事者が法と異なる適切な規整をすることを信頼しているの
ではなく,協約と事業所レベルの規整の権限区分にすぎないこと,87条1項
の従業員代表の共同決定権は強行規定であることを挙げる｡これに対する有
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効説も,その内容は一様ではない｡有効説も従業員代表の共同決定権を完全
に排除する内容の協約を無条件に有効とするものは存在しない｡まず限定的
有効説(17)は,従業員代表の共同決定権を完全になくさなければ,ある程度弱
めることは有効とみる｡また,条件付有効説(1別は,従業員代表の共同決定権
を弱める協約を原則として無効としつつも,例外的に使用者の単独決定を認
めることに客観的合理的な根拠があれば有効とみる｡判例上,この立場から,
協約が標準作業時間 (Vorgabezeit)測定のための詳細な定めを置き,その事
業所レベルでの具体化の方法を使用者の義務的裁量に委ねる協約規定を有効
と判示したものがある｡
72年法のもとでの学説状況の変化は,72年法改正で協約自治の強化が強調
されたことが反映している｡だが今日でも,協約自治を徹底させて従業員代
表の共同決定権を弱める協約規定を有効とする学説は大勢になってはいな
い｡これは87条 1項が定める事項の多くは形式的労働条件であり,各事業所
の個別事情を考慮した規制には従業員代表の関与が適しており,協約当事者
の授権も一定の制約下に置かれるべきであるとの認識が働いているものと思
われる｡
争点の第2は,協約が定める事項に関し任意の事業所協定を締結すること
の可否である｡通説は一貫して,任意の事業所協定を有効とみているOその
根拠は,決定権制約規定の遮断効が及ぶのは法律条文の文言としては従業員
代表の共同決定権に対 してであり事業所協定に対 してではないこと,それゆ
えに事業所協定に対しては有利原則 (労働協約法4条3項)の適用があるこ
とである｡ただし,事業所協定が実質的労働条件を対象に含む場合,77条3
三 項と87条1項の関連の理解により結論は異なる【つ後述の二重制約説によれば･
完 実質的労働条件に関する事業所協定には77条3項の遮断効が及ぶので･任意
の事業所協定のうちその部分は無効となるのに対し,87条1項優先適用説に
よれば,実質的労働条件に関する部分も有効となる｡
争点の第3は,従業員代表の共同決定権が排除されるのは,87条 1項の文
言通り,硯に法律または協約で規整されている事項に限られるか否かである｡
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この点で,BAGは以前は協約で規整されている場合に限ると解していた｡し
かし,1987年の判決により協約慣行的な事項に関しても共同決定権が排除さ
れると,緩やかに解するようになっている(19､｡
4 協定制約規定と決定権制約規定の関連
52年法では,協定制約規定 (59条)は実質的労働条件に関連し,決定権制
約規定 (56条)は形式的労働条件に関連すると理解されていた｡だが,72年
法が決定権制約規定の一部に実質的労働条件を含めたために,一部の実質的
労働条件には両規定が重複して関連することとなった｡そこで両規定が重複
して関連する事項につき,両規定とも適用がある (二重制約説,Zwei-
Schranken-Theorie)か,それとも当該事項を特別に定めている決定権制約規
定(87条1項)が特別法として優先的に適用される (優先適用説-87条 1項優
先適用説,Vorrang-Theorie)かが問題となる｡
二重制約説(20)は,その理由として.77条3項は法体系上,共同決定に関す
る総則に配列されており共同決定の全領域に適用されるべきこと,実質的労
働条件は協約当事者の処分に委ねるという協定制約規定の趣旨を反映させる
べきこと,協定制約規定は協約に基づく労働条件規整が現実に存在する場合
とともに協約規整が慣行的に存在する場合も適用されるがゆえに,二重制約
説の方が協約自治をより強く保護すること,事業変更に関する補償計画(112
条1項4文)につき77粂3項の適用がないことを規定しているが,このことは
適用排除の明文がないかぎり77条3項が適用されることを推測させることを
挙げる｡
これに対し,優先適用説(21)は,87条 1項が優先適用されるべき理由とし
て･法体系上 77条3項は一般規定であるのに対し87条1項は特別規定の関 三
係にあるがゆえに87条 1項がまず適用さるべきこと,87条1項の定める事項 真
に77粂3項が適用あるとすれば,77条3項は慣行的な協約規整も遮断効をも
つところから現実の協約内容がない場合にも従業員代表の規整が及ばず使用
者の単独決定が認められる事態が生じ,それは労働者保護にマイナスに作用
すること.また二重制約説を探ると使用者が協約適用を免れるために協約締
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結団体から脱退する誘惑となること,さらに,本法全体の趣旨からして事業
所ごとの観察に適する労働条件事項は事業所レベルの規整に委ねることが望
ましいこと,を挙げるC
この学説対立の分岐点は,労働者保護にとって協約自治の強化と,従業員
代表の参加権確保のいずれかがより有効かの判断にあるように思われるo
なお,判例は優先適用説をとる (22)0
5 労働協約と事業所協定の調整
イ)補充的事業所協定の承認L23-
協約当事者は,協定制約規定にかかわらず,補充的事業所協定または別個
の事業所協定の締結を明示的に認めることができる(77条3項但書)｡いわゆ
る開放条項である(24)｡開放条項有無の判断では,当該協約が補充的事業所協
定の締結を許可する旨の明白な積極的規定をおいている場合にのみこれが許
される｡したがって,協約の補充的解釈により開放条項の存在が認められる
ことはない｡その規定で,それらの事業所協定が一定の条件や制約の下での
み締結されうる旨を定めることもできれば,また協約当事者の同意を条件に
認めることもできる｡例えば,特別な経営困難時に一時的な労働条件切り下
げを認める苦境条項 (経営危機条項)の適用は,その適用にあたり事前に協
約当事者の同意を要件としていることが通常である｡
経済社会学研究所(WSl)調査(2003年)によれば,すでに80の経済部門で,
約1500万人に対して各種の開放条項が適用されている｡比率でいえば,企業
の32%,官庁の22%で適用されている(25)｡その種類は,図表2に例示すると
おりである｡労働時間回廊は労働時間貸借口座の代表例である｡
協約が事業所協定に対して優位するという原則は,事業所組織法では一貫
したものである｡しかし,1980年以後の経済不況および経済のグローバル化
の展開のもとで,企業 ･産業および地域ごとの経済格差が大きくなり,さら
に労働条什規整方法の弾力化が進行するなかで,労働条件規整にあたり産業
レベルの規整に比し,企業レベルのそれが次第に重要性を増 してきたOそれ
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図表2 協約上の開放条項の例
一般的協約回避条項 経営危機に陥った企業について,企業の維持と雇用の確
保を図るために,特定の企業について-完期間協約と異
なる特別な定めをすることを認める旨.協約当事者が宣
言するもの (金属産業)
労働時間の延長 所定労働時間を従業員の13%から18%の範囲で40時間ま
で認めるもの (金属産業)
労働時間回廊 (幅のあ 37.5時間の週労働時間をプラス.マイナス2.5時間の範
る労働時間規制) 園で企業内で自由に合意できるとするもの (化学産業),
雇用保障と引き換えに,年間労働時間を6.75% (130時
間)の範囲で延長ないし短縮することを認めるもの (繊
維産業)
賃金保障のない労働時 週労働時間を31時間まで削減することを認めるもの (級
間の削減 行業),週労働時間を30時間 (西).33時間 (東)まで5
時間の削減を認めるもの (印刷業)
経営危機条項 経済的に困難な状況にある企業に対して1997年の賃金引
(苦境条項,協約条件 上げ分を協約の有効期間中実施しないことを認めるもの
引上げの例外的免除条 (繊維産業),東独地域の経営危機状況にある企業につい
項) て,協約賃金の引上げ,年休付加手当,クリスマス手当
の支給を一定期間停止することを認めるもの(金属産業)
小規模企業条項 東独地域の50人以下の事業所については西側賃金の水準
(企業規模で協約内容 に引き上げることを1998年1月1日まで2年間遅らせる
を変えるもの) ことを認めるもの (印刷業),東独地域の15人 (5人)以
下の企業について最大6% (8%)まで低い賃金の支給
を認めるもの (小売業)
入職者特 別賃金規定 入職初年度の者,失業者の就職後1年間,低い賃金を認
めるもの (東のルフト′､ンザサービス社),長期の失業者
に90%,新規入職者に95%の特別賃金を定めるもの (化
出典 :図表1と同じ｡33頁 〔毛塚勝利〕｡
とともに,協約当事者が自主的に労働条件規整を事業所 レベルに委ねること 至′ヽ
が増えてきたoその一因は,この時期に並行 して協約による労働時間短縮が
進展 したこともかかわるDすなわち,協約で週所定労働時間を短縮する場合,
その具体化は企業および事業所ごとに異ならざるを得ず,事業所当事者の取
扱いに委ねられることになる｡その分だけ,事業所当事者が協約を具体化す
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るために交渉し協定を締結する機会が増える｡
そのようななかで,法律解釈上の重要な論点として,事業所協定による協
約不利益変更の可否がある｡以前は事業所協定が協約と異なった定めをする
場合,それは協約水準を上回ることが通常であった｡しかし,不況下のなか
で,協約が事業所当事者に補充的事業所協定の締結を認める場合,雇用保障
などを条件に事業所協定が協約を下回る定めをする事態が発生した(2710 そこ
で,協約当事者が開放条項を通じてどの程度まで事業所当事者に規整権限を
委ねることが許されるか等の論点をめぐり,判例 ･学説で活発な議論が展開
された｡BAGは,協約当事者が開放条項により自らの権限を部分的に放棄す
ることは有効であり,前記の事業所協定も有効であると解釈している｡しか
し,かかるBAGの解釈に対して多くの学説は批判的である(28)｡
ハ)立法政策論議(29■
協約上の開放条項が広がるなか,不況下で事業所協定が協約を下回る定め
をすることの可否をめぐる議論が展開されたことは前述した｡それと並行し
て,法律改正により協約当事者の意思にかかわらずそのような事業所協定の
有効性を認めることの是非も議論されている｡その契機の一つになったのは,
1991年の規制緩和委員会報告書である｡報告書は,緊急な場合に限定して事
業所協定によって労働協約を下回る取扱いを可能にすることを提案した｡そ
の後,キリスト教民主同盟を中心に何度かそのための法案が公表された｡
この改正提案は,労働条件規整における事業所当事者の役割を強めること
を意味する｡たしかに協約を下回る事業所協定を許容する開放条項はすでに
存在するが,企業の経営困難時に協約の例外的取扱を許容する苦境条項は.
三 その適用に協約当事者の同意を要件とすることが通常である｡協約自治の伝
霊 枕の強いドイツでは･協約自治を弱めることを意味するこのような提案は･
労使双方から容易には賛同を得られず直ちに立法化される見通しはない｡し
かし,それが提起する問題は,協約優位原則に対する大きな修正であり,塞
本的労働条件を協約により産業別労使が規整してきたドイツにとって大きな
変化を意味する｡また,このように事業所協定により大きな規制権限が認め
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られると,そのような権限を行使する従業員代表の正統化根拠がより強く問
われることになる｡
ニ)協約に違反する事業所協定の問題(38)
事業所当事者が,協約に違反する事業所協定を締結しても,協約開放条項
がないかぎり,それは無効である｡しかし,実際には事業所当事者が協約違
反であることを知りつつ事業所協定を締結することがしばしばある｡例えば,
適用されている協約が土曜労働を禁止しているにもかかわらず.事業所当事
者が土曜労働実施を合意し事業所協定を締結することがある｡その場合には,
土曜労働に特別に高い手当が支給されることがある｡
このような場合に,組合は使用者側に協約遵守を強要することができるで
あろうか｡企業別協約であれば,個別使用者が協約当事者になっているので,
個別使用者を相手取って裁判で協約履行義務があることを確認することが可
能である｡しかし,使用者団体が当事者となる団体協約では.使用者団体に
対して構成員 (個別使用者)に協約遵守を求める可能性があるにとどまる｡
この点の解釈で,判例と通説は対立している｡一方で,BAGは基本的にこの
ような取扱いで満足し,ただ.事業所組織法23条3項に違反する場合のみ,
事業所当事者がその権限外の行為をすることに対しより強く対応している｡
このBAGの判断に対し,通説は批判的である｡いわく,｢組合は事業所組
織法の範囲内で監視権をもっている｡それゆえに,事業所組織法23条 1項に
基づいて,協約違反の事業所協定を締結することによって法律に著しく違反
するような従業員代表に抗して,例えば官庁調査を要請することができる｡
決定によって,事業所協定の合法性を審査することがなぜできないであろう
かoまた,なぜ23条 1項違反という重大な事由に限定される必要があろう 三
かDJ｢77条3項および87条 1項に定められている協約優位原則は,基本法9 茜
条3項によって保障される協約自治をより詳しく具体化したものであり,形
骸化されるべきではない｡基本権を実際に具体化するための手続上の手立て
を認めないことは,承認されている憲法解釈の諸原則に違反する｣｡このよう
に,BAGが団体協約と企業別協約で異なった法的効力を付与し,団体協約を
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企業別協約に比べて実効性で乏しく扱うことに通説は批判的である｡
なお,協約違反の事業所協定を締結するという方法とは別に,合法的な方
法として,使用者が協約と異なる内容で従業員代表と規整合意を行ない,それ
にしたがって使用者が個別に労働者と合意することもあると伝えられる(31'｡
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第 2章 社会的事項における参加り'
法律または労働協約の規定は,従業員代表の規整に優先する｡その規定が
ないかぎり,従業員代表は,以下の事項につき共同決定しなければならない
(87条1項)O以下,各号ごとに説明する.数字は号数を示すo以下に説明す
る事項は強制的共同決定事項である｡これとは別に事業所当事者が任意的に
事業所協定を締結することのできる事項が定められている (88条)｡ただ,任
意的事業所協定の役割は実際には′｣､さいといわれるo
l.事業所内の秩序および労働者の行為｡
イ)概 説 企業内における社会秩序および労働者の行為 ･振る舞いに対
する規整は共同決定事項である｡そこでは,これらの事項には労使の共通利
益があるという理解がある｡以下に挙げる事項については,使用者がいかな
る法的方法で実施するかにかかわらず,従業員代表との共同決定事項になる｡
すなわち,それが正式な就業規則で定められようと,労働者全員に対する統
一的な指示で行われようと,またはすべての労働契約に定められようと,そ
の方法に関係ない｡それは,労働者全員に対してではなく,特定グループに
対する取扱いでも同様であるO
ロ)適用事例 使用者がタイムカードなどの出退勤管理,禁煙,事業所内
の禁酒,従業員駐車規則作成などの措置を講じる場合,従業員代表の同意を
必要とする｡また,氏名札着用,一般的なエチケット規程,長髪や蛙の小さ
いハイヒールを禁止する等の服装規程も同様である｡例えば,ルフトハンザ
三 航空の客室乗務員は所定の削服を着用することを義務づけられているが,刺
五 服の色,素材,デザイン等は共同決定事項である｡それに対し,外勤労働者
に日々の業務報告をさせることは,通常,労働契約で義務づけられている行
為であるので該当しないo
最近重要なのは,使用者が労働者に対して健康状態を検査させることであ
る｡たとえば,アルコールテストを受けることを義務付ける規定をおくこと
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である｡判例によれば,これは本号に該当する｡
ハ)例外 :個別的取扱 ただし,このような事項であっても,そjlが個別
の労働者に対して行われるときには,集団的性格が欠け共同決定事項から除
かれるoこの場合,労働者がそのような取扱いに疑問をもつときには,苦情
処理手続をとることができるにとどまるO当該苦情を従業員代表が取り上げ
る場合には,両者間で取扱いにつき合意が成立しないときには,最終的には
仲裁手続になる(85条2項)｡
ニ)作業に不可欠な措置の取扱い 判例によれば,これは共同決定対象に
ならない｡これは,具体的な作業に関連した個別指示のような,｢技術的な生
産工程を規定するにすぎないもの｣とされ,これに該当すれば使用者自らの
責任で取り扱うべき事項とされる｡出張規程作成はこれに該当する｡この関
係で,BAGは,マーガリンを製造 ･梱包する現業労働者は特定の作業服と白
帽子を着用しなければならない旨の規定はこれに含まれると判示した｡ただ
し,この判決には,当該概念を過度に拡張するものとして学説上批判がある｡
この事項の取扱いは,労働者の人格権と抵触する側面を有する｡そのため,
学説は共同決定の対象外とするこの概念の範囲を広げることに慎重な傾向で
ある｡
判例 ･学説で争いとなった事案として,入門管理にあたり,従業員全員が
携帯することを義務づけられている個人番号入りの社員証明書なしには入門
させないという取扱いがある｡BAG`2)は,｢作業に不可欠な｣取扱いであると
判断し共同決定の対象外と判示したが,これには批判がある｡
ホ)事業所内の罰則 従業員代表の共同決定の範囲を拡大する方向で解
釈 ･運用される事項もある｡例えば･労働者の行動を理由として事業所内の 三
罰則等の制裁が科される場合に･従業員代表の同意を必要とする取扱いであ 吾
る｡以前は,1号に該当するか否か争いがあったが,今日,該当すると解さ
れている｡この罰則は,事業所内の手段的な秩序に対する労働者の違反を理
由としているo仮に作業工程上の必要性があったとしても,同様であるOこ
こでは罰則規程の作成および個々の労働者に対する適用にあたり,従業員代
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表との共同決定の対象となる｡ただし,労働契約上の義務履行が不十分であ
ることを理由とする注意(Abmahnung)は対象外である｡なぜならば,それは
契約に対する違反を理由とする契約罰であり,本号の秩序罰とは異なるから
である｡労働者のある行為が秩序違反であると同時に契約違反でもある場合
には,注意が行われる｡それは制裁的性格を有していない｡他方で,窃盗,
暴行および侮辱のように,事業所内における秩序違反の行為が同時に刑罰の
対象となる場合には,事業所内における制裁がまず適用される｡
このようにドイツでは,日本の懲戒に関する考え方と異なり,秩序罰 (経
営罰)と契約罰が峻別されている｡秩序罰の行使は事業所当事者が共同して
行うことになる｡秩序維持は労使共通の利害と解され,罰金は使用者側に収
められるのではなく,事業所内福利基金に納入されることが多い(3､｡その結
果,秩序罰の根拠としては,事業所を一種の自治的団体と捉え,そこにおけ
る集団的自治権能に根拠を求める見解が代表的であるt4)｡
このような取扱いの結果,罰則を科すには従業員代表の同意を伴うので,
罰則決定はそれだけ正当とされがちである｡従業員代表は慎重に判断するこ
とになる｡
これは罰則規程が定められている場合にのみ,それに基づいて適用できる｡
罰則規程は事業所協定の一種であり,事業所内に掲示などの方法で労働者に
周知されることが要件である(77条2項)0
2.日々の始業 ･終業時刻ならびに労働時間の各労働日への割振り｡〔5)
イ)概 説 青少年保護法や母性保護法を含む公法上の労働時間法は,従
三 業員代表の共同決定権の範囲に上限を定めるoそのうえで･労働時間法は･
莞 法定基準を上回-て労働時間を延長できる要件を定めているoその範囲内で
共同決定が行われる｡法律および労働協約の範囲内で,1日あたりの労働時
間の上限をさらに制限することも可能である｡なお, ドイツでは日曜労働は
憲法により原則として禁止されている(基本法140条-ワイマール憲法139条,
労働時間法9条)0
24
同 法 (56-2)444
週当たり労働時間数は労働協約で定められる｡それを受けて事業所内で,
週のうち6日,5日または4日の勤務にするか,さらに曜日によって長さに
違いをおくか,土曜労働を認めるか否かを共同決定する｡このうち,土曜労
働に関しては,労働協約による規制が頻繁に行われる｡したがって,協約上
の過労働時間が変更されれば,その都度,事業所当事者で事業所協定の改定
が必要になるO
ロ)始業終業時刻および割り振り 日々の労働時間の始期および終期が共
同決定される｡これにより工場の操業時間や小売業の営業時間は大きく規制
される｡小売業で木曜夜は ｢サービスの夕べ｣として長い営業時間が許され
る(6)が,それを実施するには従業員代表の同意を必要とする｡労働時間の長
さや配置 (休憩時間の取扱いを含む)を労働者グループごと,職場ごとに異
なって定めることも許される｡このように労働時間の長さや配置の決定を従
業員代表の共同決定に委ねる目的は,労働者の労働時間帯の許容範囲を確定
するとともに,それにより私的生活時間帯を確実にすることを含んでいる｡
労働時間の始期および終期は,開店 ･閉店時刻ないし操業時刻と一致して
はならない｡その意味では,従業員代表の共同決定は事業所の営業時間およ
び操業時間に影響を及ぼす｡使用者が臨時雇いだけを動員して日曜操業を実
施しようとするとき,これら臨時雇いの始業および終業時刻も共同決定事項
となるO小売業で一定期間ごとに勤務編成が変更される,いわゆる ｢回転式
労働時間編成｣の実施もこれに該当する｡
交代削勤務につき,その導入,変更および廃止は共同決定の対象である｡
変更としては,3交代制から2交代制への切り替え,夜間勤務の改廃などで
あるoそれぞれの交代削勤務計画の策定も共同決定事項であるO小売業では 三
店舗の営業時間は個々の労働者の週当たり労働時間よりも長いので出勤曜 JEgt
R,早番か遅番かが労働者により異なるなか,その割振原則や勤務割りは共
同決定される｡ただし,事業所当事者はその一般原則を定めるにとどめ,そ
の具体的な運用を使用者に任せるという取扱いも許される｡労働者が個別の
交代制勤務に配置されるルールも共同決定事項であるOただし,誰を個々の
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交代制に割り当てるかは共同決定外であり,使周者の指揮命令権の問題であ
る∩また,交代制勤務変更に伴う労働負担 (例,労働密度)の変更も共同決
定外である｡
ここで,休憩時間 (無給)の開始および終了時刻も共同決定されることに
なる｡協約が有給の休憩時間,すなわち作業から解放される時間を定める場
合には,その配置は共同決定事項となる｡
ハ)弾力的な労働時間制度 これとの関連では,フレックスタイム制の導
入 (その実施要領,コアタイムの時間帯など),変更および廃止,呼び出し労
働 (パー トタイム ･有期労働契約法 (以下 ｢パー ト･有期雇用法｣という｡)
12条)や稼働指向の可変的な労働時間制 (KAPOVAZ,その場合には,1回
勤務当たりの最短労働時間数.頻度,待機時間の取扱いが問題となる｡)の導
入もこれに該当する｡労働時間貸借L]座の運用 (調整期間,貸し借 りの上限
など)(7)にあたっても,事業所協定で定められる｡
弾力的な労働時間制度の一つに,フレックスタイム制の一種として,いわ
ゆる信頼労働時間(Vertrauensarbeitszeit)制度(8)がある｡これは労働者本人
との労働契約で,使用者が労働時間の把握および指図をしないことを約し,
同時に一定労働時間内に労働者が使用者から指示された作業日標を達成する
ことを合意する取扱いであるOこれは労働時間の算定方法に関する特別な取
扱いである｡これも共同決定の対象になる｡なぜならば,そのように理解 し
なければ,当事者間の合意により事実上労働時間の延長が引き起こされ,法
律や協約による労働時間規制が形骸化するおそれがあるからである｡これを
実施するにあたり,事業所協定で,労働者の監視記録,従業員代表の閲覧権,
三 労働時間に関する事業所内の紛争解決機関設置などを定めることができる｡
讐 使用者は労働時間を記録する義務を負う (労働時間法16条2恥
要するに,個別的合意に基づく取扱いでなく,一定数の労働者に共通して
適用される,集団的性格を有する労働時間制度がこれに該当する｡個別労使
の取 り決めも,このような事業所協定の範囲内でのみ許される｡
二)パー トタイマ- パー トタイマーは所定労働時間がフルタイム労働者
26
同 法 (56-2)442
よりも短いだけであり,以上に述べたことはそのまま妥当する｡週当たり労
働時間は協約が定め.従業員代表はこれに関与することはできないが,1日
当たりの最短労働時間は共同決定事項である｡
パートタイマーのなかには,大別して,労働時間が固定している場合と必
要に応じて働く場合の2タイプがある｡後者に関しては,最も早い勤務時刻
および最も遅い時刻を定めることができる｡パート･有期雇用法12条に基づ
き使用者は時間の範囲を決定することはできるが.共同決定権は排除されな
い｡関係者保護のためには使用者が決定できる条件は共同決定に服するし,
場合によっては個別労使の合意と重なって制約することになる｡
3.事業所の所定労働時間の一時的な短縮または延長｡
イ)概 説 ここでは時間外労働と操業短縮が該当する｡72年法改正以来,
共同決定事項とされている｡｢事業所｣の労働時間であることにより,集団的
な関連が存在する｡たとえ時間外労働するのは1人の労働者であってち,そ
れが事業所の必要性に基づいて追加労働力が投入されれば,これに該当する｡
したがって,｢所定｣(betriebsublich)とは,ここでは個々の労働契約で合意
されている労働時間のことである｡それは事業所内で統一的である必要はな
い O
従業員代表がこの点で権利を行使する場合に,しばしば困難に遭遇する｡
それは労働者が手当目当てに時間外労働を希望する,また操業短縮を嫌がる
場合である｡このときには,従業員代表は事業所がおかれている状況や過重
労働がもたらす弊害を従業員に説得的に説明することが求められる｡
ロ)時間外労働(9) ここでは･事業所当事者は,追加的な業務を時間外労 三
働で処理できるか,できるとして誰に,どの程度担当してもらうかを共同決 空′ヽ
走する｡実際には,使用者が該当する労働者の氏名を特定し,時間外労働予
定日時を示し,従業員代表の同意を求める｡労働者本人が時間外労働を希望
し,それを認める場合にも共同決定が必要であるO 使用者の時間外労働要請
に対して,従業員代表が ｢**の条件を認めるならば当該時間外労働を認め
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る｣と,条件付きで同意することも許される‖0)｡これは,使用者が是非とも
時間外労働を実施したいときには従業員代表が庄力手段をもつことを意味す
る｡
1994年に労働時間法が制定された｡それは1日8時間労働の定めをしつつ,
6カ月または24週間で平均して1日当たり8時間を超えなければ,1日10時
間まで労働時間を延長することができるようになった｡これにより弾力的な
労働時間運用が大幅に可能になった｡それとともに,ある日に労働者が8時
間を超えて働いたとしても,超える時間は所定(regelm弧ig)労働時間の延長
(例,フレックスタイム制)か,それとも所定労働時間を超える時間外労働
なのかを区別する必要が乏しくなった｡時間外労働の理解も,それによって
変更されてくる｡
緊急事態に対応するために,一定要件のもとで使用者に一方的に時間外労
働を命じる権限を事業所協定で付与することも許される｡また,将来具体的
に予想される時間外労働に備えて,-一定要件のもとに従業員代表のその都度
の同意を不要とし使用者に授権する一般協定も許される｡その際に,運用上
の制限を定めることもできる｡
パートタイム労働者でも同じことである｡その昔がそれによって手当を受
け取るか否かは関係ないO手当は賃金決定の問題であり,その昔の手当支給
に関し従業員代表に決定権限はない｡この点で1990年代に判例を通じて解釈
が変更された｡協約所定労働時間の範囲内であっても,パー トタイム労働者
に対する追加的な労働が命じられた場合には,共同決定権の保護目的に基づ
いて従業員代表の同意が必要であると解されるようになった(l)｡
ここでいう時間外労働は,労働時間法における超過労働(Mehrarbeit)と区
登 別されるo後者は,法定の上限労働時間を超過する場合の時間外労働 (法外
超勤)である｡87条の時間外労働では時間外労働が法定上限の枠内 (法内)
か否かを区別していない｡ただし,共同決定にあたっては労働時間法が定め
る上限の規制を受ける｡
時間外労働の実施につき,労働契約の定め,協約が定める要件もしくは信
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義則に基づき使用者にそれを求める権限がある場合には,使用者は労働者に
時間外労働の提供を求めることができる｡事業所協定も,77条4項に基づい
て,労働契約当事者の間に直接の権利 ･義務を定める法的根拠となる｡した
がって,事業所協定により時間外労働命令に関する使用者の権利を定めるこ
ともできる｡従業員代表が時間外労働につき同意すれば,労働者にはそれら
の定めにより時間外労働に応じる義務が生じうる｡
ハ)操業短縮 これを共同決定対象とする目的は,一一万で,使用者側の利
害との関係では事業所の経済的状態を.他方で,賃金が減少することによる
労働者の不利益を考慮するためである｡ここで共同決定事項は,操業短縮を
実施するか否か,実施する場合の範囲および過 ･曜日における時間の配置な
どである｡その際に,労働者に対し社会法典に基づき操短手当が支給される
か否かは関係ない｡操業短縮が経営困難に起因するのか否かも問われない｡
なお,追加的な操短手当の支給を協約が定めている場合がある｡操短が一定
期間に及べば,それを終了させることも共同決定事項である｡
操短は,それが実施される根拠に関係なく共同決定権が及ぶ｡すなわち,
解雇制限法17条に基づく大量解雇にあたり,使用者が解雇制限法19条に基づ
いて連邦雇用庁 (BA)から操短実施を授権されることがある｡その場合も共
同決定権が及ぶ｡共同決定なしに使用者が一方的に行う操短により,労働契
約における所定労働時間を変更することや賃金額を引き下げることはでき
ず,拘束力はない｡それゆえ,操短は事業所協定の形で定められる必要があ
る｡なぜならば,事業所協定は規範的効力を有するので,労働契約上の労働
時間や賃金額を変更することができるからである｡共同決定に基づき,事業
所協定ではなく規整合意が交された場合には,それは規範的効力を欠くので 三
実施に十分ではないoなお,協約が操短に関して定める事項は通告期間など 芸
に関してであり,他方で操短は多様であり,それを想定した統一的規制を行
うことは容易ではないので,協約には操短に関する定めは乏しい√12)｡協約に
操短に関する定めがおかれるかぎりで,協約優位原則に基づき共同決定権の
対象から外れる｡したがって,確認すると,操短実施およびその際の賃金取
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級の法的根拠となりうるのは,協約,事業所協定または労働契約である｡
操短は使用者側のみならず,従業員代表側も提案することができる｡経営
困難時に従業員代表が整理解雇を懸念するとき,それを避けるために操短を
提案することがある｡操短を行えば,整理解雇の人数を減らせる可能性があ
る｡なお,共同決定権は,操短実施の方法として事業所閉鎖が行われるか,
操業規模縮小が行われるかの事項には及ばない｡
4.賃金支払の時期,場所および方法｡
ここで対象となる ｢賃金｣とは,名称の如何を問わず,労務提供の対価と
して支給されるものである｡休暇手当,物価上昇手当,使用者による一方的
な任意給付もこれに該当する｡現物支給も含まれる｡
共同決定権の対象は,賃金支給の期間単位を含む｡それに対し,時間給か
月給かという賃金算定単位は協約規整事項である｡支払場所は通常,事業所
内である｡ここでは疾病中の労働者に支払う方法が共同決定される｡また,
現物給付の場合に,事業所内で手渡されるか,それとも労働者の自宅に配達
されるかは共同決定される｡
支払方法では,硯金か否かが重要であるO 口座振 り込みの場合に,口座維
持に費用がかかることがある｡また,労働者が金融機関から引き出す手間が
かかる｡そのような費用または出向く時間を誰が分担するかは共同決定され
る｡それを一括払いするという事業所協定の定めも許される｡
5.休暇の一般的原則および休暇計画の策定,ならびに個別の休暇時期の確
定 O
些 イ)概 説 この目的は労働者の希望時期と事業所の都合を調整すること
である｡ここでいう ｢休暇｣に該当するのは,連邦休暇法における保養休暇,
重度障害者法における追加休暇,教育訓練休暇,外国人労働者に対する特別
休暇であるo通常議論するときには,このうち保養休暇を指しているO共同
決定権は休暇の請求権とは何ら関係ない｡請求権があることを前提に,その
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時期の確定に関与するものである｡
この規定は保養休暇では連邦休暇法7条 1項と連動 している｡すなわち,
休暇法によれば,休暇の時期確定にあたり,使用者は労働者の希望を尊重し
なければならない.ただし,事業運営上の緊急な必要性がある場合および社
会的観点 (例えば,学齢期の児童を養育する親である労働者に対 しては,学
校休暇中に休暇を与える｡)に照らして優先すべき他の同僚の希望と対立する
場合は除かれる｡したがって,この例外的事由に該当しなければ,労働者の
希望する時期に休暇が与えられる｡ただし,同じ条件にある労働者の希望が
重複した場合には調整が必要となる｡そこで,使用者と従業員代表は,休暇
の一般原則を定める｡それでもなお,時期確定をめぐり使用者と個別労働者
の間で合意が成立しない場合には,使用者と従業員代表が共同決定する｡
ロ)一般原則 まず,一般原則の決定が必要となる｡これは複数年に適用
されることを予定していてもよい｡そこで後述の事業所休業を行うか否かを
定める｡そして,事業所休業とは別の労働者個人の希望に基づ く休暇に関し,
希望時期が重なる場合に調整する基準 (例えば,共働き夫婦の希望の取扱い
など)を定める｡また,休暇を認めない時期 (例えば,小売業の期末大売り
出し.在庫品調査期間)を定めうる｡資料 1に規定を例示する｡
ハ)事業所休業 ドイツ商工会議所 (DIHT)の調査(1975年)によれば,
労働者の約3分の 1が事業所休業 (事業所一斉休暇)に関わっている｡その
時期の決定にあたっては,労働者のなかには学齢期の子どもを抱える労働者
がいることから,それは学校休暇中に行われる必要がある｡その際には,学
齢児童をもたない労働者にとっては,旅行者が多く費用も高づさがちな時期
に休暇を取らなければならないという不都合は生じる｡他方,使用者にとっ
ては,とくに製造業では休業中にまとまった設備を修理できる,労働者が分 讐
散して休暇をとることにより作業の進め方に支障がでることを避けられると
いうメリットがある｡このような事情を考慮すれば,休業実施にあたって,
それを従業員代表が拒否する,または通常よりも休暇数を追加することとす
ることにも理由はある0
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- 資料1 休暇一般原則の事業所協定例
四
1条 諸原則
休暇は法律,労働協約および個別労働契約 【･_の規定を考慮Lて,かつ,事業所の利益と労
働者の利益を考慮Lて,個々の労働者に付(-)-される｡
連邦休暇法7条によれば,/)ぎのようになる､｡
･休暇時期確定では,急迫した事業運営上の必要性もしくは社会的観点で優位にある別の労
働者の希望に反Lない限り,本人の希望が尊重される｡特に長期の学校休暇中の年休付与
では.学校に通う児LJ童を抱える親の休暇希望が他の労働者の希望よりも優先される｡
･年休は一括して付与され,また取得されるし､ただし.急迫した事業運営 Lの必要性もしく
は労働者の都合により分割して付Lj-または耶得されうるC休暇は丸1El単位で付与される｡
半E]や時間学位の休暇は協約もしくは労働契約が定める休暇とは取り扱わない｡
･休暇は本年中に付与され取得される｡休暇の繰り越しは,急迫した事業運営上の必要性も
しくは労働者の都合がそのような取扱いをTL.当化する場合に限り許されるLl繰り越しが行
われるときには,その休暇は習年の最初3カ月のうちに付与され取得されねばならない｢,
2条 無給の休暇
休暇滞在地への往複にそれぞれ2円以上かかることが証明され,かつ.事業所一斉休暇の
始めにはまだ十分な休暇をとれないときには,労働抑 よ相当の日数の撫給休暇を付与▲される｡
ただし,5E]を上限とする｡
無給の休暇を労働者は年間1回のみ付bA･されうる｡
3条 申請手続
毎年遅くとも12月15日までには.すべての部門でつぎの年の休暇計画リストが置かれるo
リストはつぎの事項を含む｡
･労働者の登録番号.氏名.賃金未登録番号
･家族状態.学校に通っている児童の人数.
･年休付与日数,場合によっては前年度の繰り越し分.
･付与希望時期,
･上司または人事部の決定事項記入欄｡
労働者はそれぞれの部署に置かれたリストに記入するし年休リスト記入時期に病気,出むく
等の事情で記入することができない者に対しては,人事部は記入用紙を郵送し,労働者は期
間内にそれを記入して返送する｡
記入期間は1カ月間とし.1月15円までには記入を締め切るO期間内にこれに記入しない
者は,年休時期につき,上司による公JFな裁量に必づく決完に発議を申し立てることはでき
ない｡
4条 年休時期の決'iE
リストに記入された労働者の年休希望は,記入締切の後に直ちに,場合によっては人事部
が関与Lて上司によって決定される｡この際に本協定1条に定められた諸I,宗則が考膚される｡
上司による決定は,遅くとも2F日 E]までには労働者に育面で通知されるO
この決定前に旅行予約する者は自己のリスクで行う｡早い時期にリストに記入した者の希
望を優先することは行わない､
5条 異議申立手続
労働者が休暇時期に関する決定に異議があれば,書面で人事部もしくは従業員代表に異議
申立を行うい申立期間は休暇に関する決定の通知到着から14日以内とする｡
異議申立につき,14日以内に,人事部代表と従業員代表によって対等に構成された休暇委
員会が決JiEする｡賛否同数のために委員会が決'定できないときは,事業所組織法87条2項に
基づき仲故委員会が設置され,これを決定するL,/
出典 WolfHunold,50gewahlteMusterBetrlebsvere】lbarungenS65-68
32
同 法 (56-2)436
これを実施するときには,実施時期,期間を定めることになる｡BAGは,
事業所休業は,事業運営上の必要性がある場合に該当するとみている｡その
結果,労働者個人の希望よりも優先される｡休暇のすべてがこれに充てられ
ることもある｡
こ)休暇計画と個々人の休暇の確定 一般原則に基づいて従業員代表が関
与して休暇計画が定められる｡これは労働者個々人ごとに休暇日を確定した
ものであり,拘束力を有する｡ ドイツでは,年末または年始に1年間の休暇
計画が確定する｡ただし,急迫した事業運営上の必要性または労働者の個人
的な希望によりこれを変更することが認められる (連邦休暇法7条 1項)｡そ
の要件は休暇法の問題である｡だが,事後の休暇計画の一般的な変更は共同
決定事項である｡
休暇計画と似ていて区別すべきものに休暇リストがある｡これは労働者が
自分の希望日を記入するリストである｡使用者がそれに同意すれば,それは
休暇計画になる｡
労働者個々人の休暇日確定にあたり.従業員代表が有する共同決定権は限
定されている｡まず使用者と本人が一般原則に基づいて調整し,それにより
休暇目が確定すれば,従業員代表はそれが一般原則に反していないか否かを
点検してそれを承認することになる｡本人の希望に対し,急迫した事業運営
上の必要性と社会的観点に照らして優先すべき他の同僚の希望は優先され
る｡個別事案でそれに該当するか否かは法律紛争である｡
労働者個人の休暇時期確定は,使用者と労働者の間で明示的に確認される
必要は必ずしもない｡時期に関するいずれかの提案に同意すれば足りる｡調
整が必要なのは,複数労働者の希望E]が重なる場合である｡調整の基準は一
般原則で定められているが,それでもなお時期が確定しない場合には共同決 琶
走することになる｡その際に事業所当事者は,休暇法および一般原則の調整
基準に従って調整し確定することになる｡ここで事業所当事者が合意できな
かった場合には,仲裁委員会に判断が委ねられる｡ここで,労働者は事業所
当事者や仲裁委員会の決定が休暇法または一般原則に違反していると考える
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ときには,時期決定の取消を求めて労働裁判所に提訴することができる｡実
際には,この提訴が認容されることはほとんどない｡なお,このような休暇
時期確完の手続きは,教育休暇および特別休暇でも同様である｡
ホ)繰り越し 休暇は当該年 (1月から12月まで)に付与されねばならず,
繰り越したり前倒しで付与することは許されない｡ただし,例外的に,急迫
した事業運営上の必要性がある場合,または労働者の個人的事情がある場合
には,翌年の3月末まで繰り越すことができる (休暇法7条3項)｡もし,翌
年の3月末までに取得されなければそれは消滅する｡ただし,その場合でも
例外的に,労働契約で異なる合意がされているとき,また,労働者の請求が
使用者から拒否された結果,労働者が希望を適切に出すことができなかった
場合などは,さらに繰り越すことが認められる｡
労働協約または労働契約は繰越期間につき,別の定めをすることができる｡
へ)休暇日数および休暇賃金 休暇口数の決定は共同決定権から外れる0
それは連邦休暇法および労働協約の定めによる｡連邦休暇法によれば,24日
の年休が付与される (3条)O協約に基づく休暇日数は図表3のとおりであ
るQまた,個別に労働契約で労働者に有利に合意することも許される｡)
また,休暇は有給であり休暇賃金が支給される(連邦休暇法11条)｡そのう
えで,通常はさらに協約が追加的な休暇手当の支給を定めている｡これらの
事項に共同決定権は及ばない｡ただし,休暇手当につき,当該産業に適用さ
れる協約に定めがない,または慣行としてなければ,任意の事業所協定でそ
れを定めることは許される｡
6.労働者の行動および労務提供を監視するための技術的装置の導入および
使用｡
イ)概 説 この規定は,1号の特別規定という側面を有するr,
この監視装置の予定につき,現在のプログラムに関する一般的情報提供義
務(80条2項)および将来予定されているプログラムに関する特殊な通知およ
び協議義務(90条)に基づき,従業員代表はこれに関する情報を入手する0
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図表3 労働協約に基づく年次有給休暇付与日数 (2003年,西地域)
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本号の目的は,労働者の個人的領域に侵入する匿名の監視装置から労働者
を保護することである｡それは具体的な監視から保護すると同時に,そのよ
うな監視方法の危険性から労働者を保護することを目指している｡その意疎
でこれは,職場における人格の自由な発展の保護をめざす75条 2項と密接な
関連を有する｡そのためには個別的レベルにおける規制だけでは限界がある
ので,集団的レベルの規制を加えている｡したがって,それは予防的保護と
いう側面を有する｡また,事業所当事者の取扱いに委ねることにより,許容
される介入と許容されない介入の区別という面倒な判断を逃れている｡ただ
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し,人格権への介入につき,たとえ従業員代表が同意したとしても,許容さ
れない侵害が免責されるわけではない｡
行動および労務提供に重要なデータとは,始業および終業時刻,労務提供
の詳軌 時間外労働,ストライキ参加,欠勤などである｡
ロ)監 視 本号が対象とする ｢監視｣は,労働者の行動または労務提供
に関する情報の収集,加工および評価に分類することができる｡いずれかに
関わっている,またはその可能性があれば,本号に該当する｡情報を集めれ
ば,当面それを利用する予定がなくても該当する｡
6号の文言は,｢監視するために｣と定められているが,規定趣旨に照らし
て,監視することが設備使用の主目的である必要はない｡その意味ではこの
文言は誤解を招きやすい表現である｡客観的にみて,労働者の行動または労
務提供を監視するような用い方が行われれば,これに該当する,Jそれが業務
遂行に不可欠であるか否かは関係ない｡
監視の対象は,労働者の行動および労務提供である｡｢行動(Verhalten)｣
とは,解雇制限法で解雇理由として挙げられている ｢行為(Verhalten)｣と
は.別の概念である｡2つの法律は立法目的が異なるので,同じ言葉でも意
味が異なる｡｢労務提供(Leistung)｣とは,自然科学的技術的意味におけるよ
うな時間単位ごとの作業の意味ではない｡それは労働契約上の労働義務の履
行にあたり提供される労働のことであるCそれは事業所内外のそれを含むo
Lたがって,労務提供は行動によって把握される｡行動が労働関係にとって
重要でなければ,使用者がこの情報を収集することに正当な利害がなく,そ
の記録を保存することは連邦情報保護法28条 1項に照らし許されない｡それ
には共同決定権は及ばない｡
この規定がとくに意味をもつのは,情報処理センターに直結した画面に撮
られる職場における適用であるOその画像を保存しておくことが各労働者に
関して意味ある証拠となるか否かを問わない｡
ハ)技術的装置による監視 ｢技術的装置｣による監視に限られる｡した
がって,上司が労働者を直接に監視することや,業務報告提出のような方法
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による監視は該当しない｡これは,自動作動か手動かを問わない｡それを画
像で把握するか,それとも聴覚による把握かも問わない｡規模の点では,辛
業所全体に関わるものでも,職場の一部に関するものでも関係ない｡把握時
間が仮に短時間であっても該当する｡
最近,電子情報処理技術が普及することによって,この規制対象は急速に
拡大してきた｡これには電話会話などを自動的に記録 ･保存する装置も含ま
れる｡医療 ･健康情報も記録 ･保存される｡
この規定の趣旨は,労働者の人格の保護である｡許容されない侵害からそ
れを保護することである｡争いがある場合には,このような立法趣旨に照ら
して適用されるべきか否かが判断される｡監視の客観的な可能性があればこ
れに該当し,使用者の監視意図の有無を問わない｡警告ランプや入門時の回
転式人数測定器などの設備は該当しない｡技術的な装置による個人にかかわ
るデータの収集だけでなく,たとえば,事業所敷地への入退出にあたり個人
的な情報が収められた機械で読みとることができる証明書が利用されてい
て,通過時間が操作者により把握され,その記録が2年間保存されるような
場合にも共同決定権が及ぶOまた,手作業または口頭で収集されたデータを
電子情報処理設備を用いて入力または加工する場合 (例えば,労働者が日報
を提出し,それがコンピュータに保有される｡また,上司がある労働者の不
在を人事部に伝え,そこでデータバンクに入力される｡)にも該当する(13)0
さらに,それを個々に利用することも該当するとされた｡この点に関する判
断基準は,労働者の人格に及ぼすリスクが,機械による把握と同じ程度に大
きいか否かである｡
具体例として･防犯用のビデオ設備,タイムカード･社内通話を自動的に 三
録音保存する装置,定期的自動的に職場を撮影する録画カメラ,および遠隔 ≡
′ヽ
撮影カメラなどがこの規制対象になる｡
ニ)対象となる情報 a.個人との関連性 誰が具体的なケースで示さ
れた行動に責任を負っているかが,出勤表のような追加的な補助用具によっ
て推測できる場合にも,労働者の行動および労務提供は把握される｡たとえ
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ば,ある受話器を3人の労働者が共同で使用することになっていて,しかし
出勤簿などにより通話者を特定できる場合,通話時間の長さ,相手方などに
関する情報の収集は監視する働きをもち,したがって共同決定に服する｡そ
れに対し,ある装置の利用者が従業員のなかの不特定多数である場合には該
当しない｡
b.人事情報システムによる監視 電子情報処理による賃金算定に象徴さ
れる人事情報システムは,労働者に関する情報の把握,保存および利用方法
の代表例である｡保存された情報だけによって労働者の行動や労務提供が推
測されることは,必ずしも不可欠ではない｡ほかの情報とT)ンクすることに
よりそれが可能になれば足りる｡氏名,住所,税金等級および学歴など,い
わゆる地位にかかわる情報(Statusdaten)と呼ばれる比較的支障のないデー
タもこの範囲内で意義を有する｡判例によれば,労働者情報を電子情報処理
に基づいて保存することは共同決定事項である｡ただし,BAG第5部は,そ
のようには理解せず,これは該当しないと解している｡この点で判例のなか
で対立がある｡なお,94条 (人事質問表)に基づく情報収集は共同決定事項
となる可能性がある｡
C.事業所情報 80年以後,職場におけるOA化が進行し,倉庫管理,煤
険における損害事故,銀行における口座取扱が電子処理されるようになった｡
原料使用量,機械 トラブル,待機時間などの情報も収集される｡そこで関連
する事業所情報は,それ自体は監視目的ではないが,それに利用されうる｡
だが,それに関係する情報量は膨大であり,使途は多岐に及ぶ｡
たとえば,事業所構内に入構するときに労働者はICカードを提示しなけ
ればならない｡それによって通過時刻は記録される｡また,彼が担当する機
械の始動開始および終了時刻も自動的に記録される｡彼がほかの部門を訪れ
た箇所および時刻も記録される｡社員食堂でICカー ドを使用した内容も記
録される｡賃金も然りである｡このような取扱いにより労働者個人は事業所
内における行動が広く把握され記録されうる｡すなわち.透明ガラスのなか
で行動しているようなものである｡このような事業所情報も,ほかの利用方
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法と結びつくことにより労働者の行動や労務提供を監視することが可能にな
れば該当する｡
なお,このような機械装置による把握は,個人情報保護法によっても限界
を画されている(14).
ホ)共同決定の内容,範囲および実施 共同決定する事項は,装置の設置
場所,使用時間,使用方法,把握対象の範囲などである｡収集した情報の使
用目的につき共同決定することができるo
従業員代表はまず情事馴文集の特定の方法を禁止することができる｡仲裁委
員会が,ある企業で,従来の情報加工記録システムを廃止させたことがある｡
個人関連情報の収集が不可欠な場合でも,その利用に制限を課すことは可能
である｡例えば,特定の情報に関しては,一定期間後に消去することを義務
づけることも考えられる｡
従業員代表側は使用方法の変更,導入を自ら提案することもできる｡それ
は,例えば,不適切な身体検査や健康被害を避けるためであり,またいわゆ
る信頼時間別度の範囲内で労働者が ｢自己搾取｣するのを防ぐためでもある｡
従業員代表の活動の目標は,監視による人格侵害を避ける,または事業運
営上の必要に基づく使用の程度を制限することである｡その際に,一方で,
防災,所有権確保,作業進行の合理的な確保,費用節約というような使用目
的と,他方で,人格的利益保護が考量される｡
法律または労働協約が特定の監視装置につき定めている場合には,共同決
定は及ばない｡例えば,道路運送許可規則は貨物運送車および路面バスに,
運行および休止時間等を計測するために運行状況記録計の取り付けを義務付
けている｡使用者がそれに基づいて使用する限りでは,共同決定権は及ばな I_
い｡しかし,法定範囲を超えて他の事項も調べるためにその装置を使用する
場合には,その限りで共同決定権が及ぶ｡
従業員代表が共同決定権を効果的に行使するには,事業所協定を締結し,
各設備の利用目的や範囲を定めることがベストである｡協定でなくても,普
面形式ではない規整合意によって合意を確認することもできる｡
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違法の法的効果としては,従業員代表の同意なしの行われた使用者の措置
につき.従業員代表は労働裁判の決定または仮処分によりその設備の除去を
求めることができる｡労働者にとっては,その設備を使用する義務はなく,
その設備を使用しないと作業できない場合には,労務拒否することが許され
る｡共同決定権を潜脱して収集された情報やデータは,法廷では証拠能力に
欠ける｡
7.労働災害および職業病の防止,ならびに法規および災害防止規則の範囲
内における安全衛生に関する規定｡り5)
これに基づいて,従業員代表は粉塵除去設備の設置や作業方法の変更を提
案することができる｡また,災害防止等のための追加的な措置につき任意の
事業所協定を締結することができる(88条 1号)｡従業員代表が共同決定する
ことによって,災害防止等に関する使用者の責任が免除または軽減されるこ
とはない｡
災害防止規則は,使用者に対し,労災事故および職業病,業務に起因する
健康障害を防止するための措置を講じることを義務づけている｡その際に一
般に認められている安全技術上および労働医学上の規定に対応していること
が必要である｡その具体的な実施方法は共同決定の対象となる｡
使用者に課されている安全規定のなかで,生産物や第三者の安全のための
規定は従業員代表の関与とは関係しない｡ただし,それが同時に労働者の安
全と開通するならば,その限りで共同決定の対象となる｡
使用者が,規則上求められる義務をどのように履行するかにつき,使用者
三 に裁量の余地がある場合･一般規定(Rahmenvorschrift)の適用を受けるoそ
≒ こでは複数の有効な措置が考えられる場合に,いずれを選択するかを事業所
当事者が決定する｡不確定な法的概念を伴う規則も,この一般規定であると
みられている｡それは必要な保護措置のなかの選択であり,使用者に判断の
余地(Beurteilungsspielraum)を与えているO
共同決定の内容および範囲は.法規および災害防止規則の範囲内に限られ
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る｡内容的には,就労保護および健康保護のための一般規定を事業所内で具
体化する使用者の措置に関わる｡それは労働者の行動にかかわる集団的規整
のほかに,機構的医学的および技術的措置が含まれる｡場合によっては人事
的措置も含まれる｡他の事業所にまたがる措置は中央従業員代表によって対
応されることになる｡
法規や規則がとるべき措置の内容や水準を詳しく定めているときには,使
用者がとる措置の選択の幅はその分だけ狭まる｡
｢基準となる｣安全性の水準は ｢確立された労働科学上の認識｣を参考に
することとされている｡そこで具体的に指示されている規則には,各領域で
日々進展する専門家の間の安全上の取扱基準に関する共通認識が反映されて
いる｡それにより専門家の間の進歩が事業所内の取扱いに活かされることに
なる｡事業所内にいる専門家の認識ではなく,専門家集団の共通認識を重視
している｡
共同決定権は,原則として個別措置ではなく集団的措置にのみかかわる｡
個別措置は産業医の任命および解任のような事項を除き,共同決定権の対象
とはならない｡共同決定権は災害防止に関する提案権を含めて理解されてい
る｡その内容は,基準となる一般規定の範囲内のものであることが条件であ
る｡一般規定を事業所の状況のなかで具体化する作業の一環となる.
労働者の生命および健康に対する具体的な危険がある場合には,使用者は
必要な措置を直ちに講じなければならない｡
この規定を受けて,職場環境のさらなる改善を労使自治によって促進すべ
く,職場,作業工程および作業環境の編成につき従業員代表に修正的共同決
定権が付与されている(91条)｡この点,後述する｡
8.福利厚生施設の形態,運営原則決定および運営｡
本号の目的は,事業所内における配分の公平さと措置の透明性を確保する
ことである｡
イ)定義など 8号が従業員代表に与えている役割は,その活動において
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大きな比重を占めているO福利厚生施設とは,共済基金 ･年金基金,従業員
食堂,仮眠室,スポーツ施設,図書館,保養施設, クラブ(Kasino).付属保
育所,附属病院,専用通勤バスおよび教育訓練施設など,多かれ少なかれ独
立した施設 ･設備である｡なお,社宅は,9号で特別に定められている｡企
業年金支給は10号の賃金に分類されている｡ただし,それが年金基金という
目的を限定された特別財産から支給される場合には,この号に該当する｡そ
れは労働者およびその家族の社会的目的のために,給付とは別に提供される｡
それは一定の継続性を必要とする｡その運営には従業員代表が強く関与する
ことになる｡職場旅行や職場祭の開催は該当しない｡その理由は,そのため
の使用者による負担は継続的ではないからである｡従業員向け格安販売や食
券支給も該当しないo企業内疾病基金も該当しない｡その理由は,それは法
定の制度であるからである｡
8号は10号 (賃金制度)と密接に関連する｡10号との違いは,社会給付の
支給のために比較的独立した管理運営組織が用意されることである｡その組
織の形態につき特別な要件はない｡設備に欠けることが理由で8号に該当し
ない場合には,10号に該当する可能性がある｡その限りで.10号は補足的事
情を含む｡老齢年金支給の事例はそれをはっきりと示す｡使用者が事業所財
産に基づいて直接に支給することを約すれば,使用者は給付計画策定にあた
り10号に基づき共同決定権に服する｡使用者が共済金庫に関する給付を約束
すれば,共同決定権は8号に基づいて生じる｡
その際に,必要な費用がすべて使用者によって負担されるか,それとも一
部を労働者が負担する (例えば,従業員食堂の食事)かは,これに該当する
三 か否かの判断にとって貴賓ではないoコンツェルンの枠を超えた企業グルー
≡ プで運営している共済金庫はこれには該当しない｡他方で,労働者の家族が
利用できることは該当することを妨げない｡
これは制度化されていることが必要である｡すなわち,一定の組織である
ことが必要であり,それはほかの事業所財産と区別される必要がある (目的
に連結した特別財産)｡その際に,その施設 ･設備を設置するか否か,それを
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存続させるか否かは使用者の自由な判断に委ねられている｡設置する場合に
のみ,従業員代表は関与できる｡また,従業員食堂が設置されたとしても,
それを独立採算で行うか.それとも使用者が補助するかは使用者が決定する｡
ただ,｢安くて貧しい食事にするか,高価で美味しいものにするか｣の決定は
共同決定事項である｡
実際には,福利厚生施設をどの水準に保つかは,一方で労働者側の働きか
けと,他方で職場の雰囲気を良好にし生産性を向上させ,また世間のいいイ
メージを得たいという使用者側の思惑に依存する｡それは協約上乗せ賃金を
支給するか否かと似た事情である｡
ロ)共同決定権の内容 施設を設置するか否かは使用者の自由であるが,
従業員代表は使用者に設置を提案することができる(80条 1項2号)｡また,
施設の目的を定めることは使用者の決定権である｡目的により,一定の枠を
はめることができる｡例えば,施設利用者の範囲はその日的により抽象的に
枠づけられるが,個別事案で具体的に定めることは本号の ｢運営｣に該当し.
共同決定権が及ぶ｡また,労働者の老後保障の措置として,企業年金をとる
か,それとも保養施設を整備するかという選択も使用者の権限である｡
施設の目的変更および廃止も使用者の自由である｡その上で任意の事業所
協定の定めによる｡ただ,利用可能性の変更には共同決定権が及ぶ｡
施設の法的形態を独立した法的主体にするか否かの決定は,共同決定に服
する｡福利厚生施設の設置者は使用者である｡しかし,運営者(Betreiber)は
それとは別であり,運営者を誰にするかは共同決定事項である｡運営を第三
者に委ねることもある｡また,関係する業務の一部だけを外部委託すること
もありうる｡
｢運営原則決定(Ausgestaltung)｣という用語は,施設の運営方法に関する
一般的原則の決定として理解されている｡それは,その意義および時間的流
れからみて,設立と運営の間に位置するO 施設運営の一般原則 (規則など),
業務運営規程,備品に関する原則 (例えば,自動販売機の扱い,再利用の容
器を用いるか否か)に関する決定もそれに含まれる｡施設利用の一般原則 (例
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えば.営業時間,利用目的の決定)もこれに該当する｡個別事例における給
付計画に基づく給付の決定も,施設 ･設備の割当および使用も原則決定に属
する｡施設 ･設備の利用にあたり労働者に使用料を負担させる場令 (例,従
業員食堂の食事料金)には,共同決定が必要である｡共同決定の内容は,使
用者から提供される施設 ･設備(Mitel)を所与の目的の範囲内でいかに使用
するかという原則の決定である｡なお,共済基金の支給規則には,企業年金
に対する請求権が取得される要件を記載しなければならない｡それはほかの
福利厚生施設でもいえる｡
｢運営(Verwaltung)｣は,設置後のあらゆる決定および措置にかかわる｡
施設 ･設備の使用ルールや管理規程は共同決定事項である｡
9.社宅の割当および解約,ならびに利用条件の一般的決定｡
これは8号の特別規定である｡この趣旨は,社宅の公平な配分を確保する
ことである｡
ここでいう社宅 (住居)とは,その形態および貸借期間の長短に関係ない｡
有償か無償かにも関わりない｡
イ)労働関係との関連 ここでは住居が,使用者と労働者の間で労働関係
があることを考慮して貸与されていることが前提である｡
守衛や建物管理人など,いくつかの職種では当該業務遂行上の必要性から,
使用者が指定する宿舎(werkdienstwohnung)に居住することを義務づけら
れることがある｡その場合はこれには該当しない｡住居を利用する権利は労
働関係が終了すれが通常は貸借関係も終了するが,この場合には労働者がこ
の住居に家具を取り付けていたり,そこに家族とともに世帯を構えているよ
うな場合には賃借人保護が生じる(民法576条b)｡
ロ)共同決定権の内容 8号の福利厚生施設に関してと同様に,社宅を設
置 ･廃止するか否か,それにどれだけの資金を充てるかは使用者が単独で決
定する事項である｡さらに,社宅に入居できる人的範囲 (例えば,管理職に
限定する｡)を使用者が決めることもできる｡もし,社宅入居資格が管理職や
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元従業員に限定される場合には,従業員代表は現在在籍している一般従業員
の利益を代表する立場上,関与する資格はない｡入居者決定が管理職と一般
従業員で区別なくひと括りで行われる場合には,従業員代表は関与する｡
共同決定権は個々の入居割当にも及ぶ｡もし,入居希望者のなかで優先川頁
位が自動的に確定するようにその基準を明確に共同決定している場合には,
個々の事例で入居者を共同決定する必要はない｡入居者決定で共同決定が行
われないならば,共同決定を欠いた入居者決定として無効となる｡一旦入居
して,共同決定手続を欠くがゆえにそれが無効であることが事後に判明した
場合には,関係労働者は使用者に対しそれに伴う損害の賠償請求することが
できる｡
共同決定権は解約にも及ぶ｡解約は,労働関係終了に伴う普通解約と,契
約違反等を理由とする特別解約に分類されるが,両方の解約が含まれる｡普
通解約では,｢賃貸借契約は,労働関係終了と同時に終了する｣という契約条
項は無効であり,労働関係終了から一定期間をおくことが必要である｡特別
解約では,契約違反,賃料遅帯,住居の安寧を継続的に乱したことなどが該
当する｡
ハ)利用条件の一般的な決定 利用条件の一般的な決定は,まず賃貸借契
約および家屋管理規程の内容に及び,それは修繕,階段吹き抜けなどの共同
部分の清掃,共同賃借人に対する行為,アンテナ取り付けを含む｡共益費の
有無および範囲も決定される｡
一般的利用条件には,家賃に関する原則も含まれる｡使用者は,住居の設
置および維持につき,そのための支出を増やすことを強制されることはない｡
しかし,家賃基準の決定は共同決定に服する｡共同決定権は個別事例の家賃
に対しては及ばない｡
すでに入居している者に対する家賃の引き上げは,引き上げの可能性が契
約で排除されておらず,かつ,当該地域で標準的な家賃を下回る範囲内で,
入居者がそれに同意する場合にのみ行われる｡家賃の額につき争いがある場
合には,地区裁判所が判断する｡
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10.事業所内の賃金制度に関する問題,とりわけ賃金算定原則の決定および
新しい賃金支払方法の導入と利用ならびにその変更｡(16)
イ)概 説
適用されている労働協約が事業所内に賃金決定の余地を与え,かつ,賃金
決定手続を確定的に定めていない限り,事業所当事者は賃金決定の諸原則お
よび方法を決定することができる｡ここで ｢算定原則｣とは,時間給,出来
高給およびプレミア給の区別を指し,｢方法｣とは,MTM 方式など個々人に
適用される手続きが理解されている｡通説によれば,個々の労働者に対する
賃金決定は10号には含まれない｡
共同決定権付与の目的は,使用者による一方的または悪意的な賃金決定か
ら労働者を守ることである｡それにより事業所内賃金構造の適正さと透明さ
が確保される｡10号に基づく共同決定権は包括的なものであり,一般条項と
しての性格を有しているDそれにより,将来生じる新しい賃金問題に対応で
きる可能性がある｡
共同決定義務のある事項は ｢事業所内の賃金制度に関する諸問題｣と一般
的に定められている｡それは賃金算定原則および支払方法として理解されて
いる｡その結果,共同決定は法律が明記している場合に限定されない｡
共同決定権は実際,重要な意義を有する｡確かに協約は通常,賃金を完め
ているoLかし,使用者が協約に拘束さjtていない場合,また,協約適用外
職員など協約が適用されない場合があり,さらに,使用者は協約外加給
(tibertariflicheLeistungen)を支給している.これらすべての場合に共同決定
権の対象となる,ただし,賃金は協約慣行性があるので,従業員代表は賃金
に関して事業所協定を締結することはできない (77条3項)｡
なお,後に ｢任意給付｣につき言及する｡
ロ)賃 金
ここで ｢賃金｣という概念は,今日では使用者から提供される対価全体を
指す広い意味である｡それゆえ,追加給付,格安の航空券,住宅手当 (これ
は協約では通常,定められておらず,まれにみられる｡)の支給も含まれる｡
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金銭給付のほかに現物給付も含まれる｡直接に労務提供と関わる対価である
賃金,手当および休暇手当も含む｡同時に11号の要件を含むものであってち
該当する｡したがって,11号に定める能率給の導入および決定は10号にも該
当する｡その意味では,11号は追加的な定めである｡労務とは直接的な関わ
りのない対価であるクリスマス手当,祝い金,家族手当および従業員持ち株
も該当する｡
任意給付は,協約外であっても,すべてこれに該当する｡裁判で争われて
該当すると判断された事案に,つぎのようなものがある｡成績加給,各種の
賞与等 (クリスマス手当,永年勤続表彰金,年末決算手当,皆勤手当),有利
なローンの提供,協約外の手当,重労働手当,企業年金 (ただし,共済基金
や年金基金に組み込まれないものにかぎるO),保育所費用の補助,職場と自
宅の間の送迎バス (有料の場合を含む｡),追加の休暇手当,家族帰省費用,
従業員食堂の補助食券,臨時に派遣されている労働者に対する外国赴任手当,
期限付きの売上競争で外勤者に支給された報賞金,優勝者に対しては外国旅
行という懸賞付き競争の開催,報酬規程の範囲内における年齢等級または証
明昇給の廃止,業績給から時間給に切り替える際の既得権保持規定などであ
る｡他方で,該当しない例として,支出に充てられた費用の支払いの場合が
ある｡例えば,口座維持費,H当および宿泊費,マイカーを業務に使用した
場合などである｡
ハ)集団的性格
共同決定権は ｢事業所におけるJ賃金決定の諸問題を対象とするOその意
味で集団的性格を有している｡個々人の賃金決定は共同決定権の対象にはな
らない｡それは,個別労働者の特別な事情がかかわり,労働者の労務提供と p_
直接の関連がない事情が考慮されるからである｡｢事業所｣という言葉がおか
れていることは,そのような個別的賃金を対象としないことを意味している｡
個別的賃金と集団的取扱の区別は,量的観点からだけではできない｡その
適用労働者数がわずかな集団的取扱もある｡それでも,関係労働者の人数は
一つの指標になるOなお,使用者はいわゆる個別契約を多数の労働者と取り
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決めることによって,共同決定権が及ぶのを回避することができる｡
支払の根拠および金額が一般的指標に基づくときには,集団的性格がある｡
その指標の例としては,成績があり,それは他の労働者との比較を前提とし
ている｡勤続年数,協約における年齢保障を受ける資格も該当する｡
その反対に.例えば税金における不利益を回避したいという個人的要望が
賃金水準の基準になっているような場合には,集団的性格を欠く｡労働者が,
協約上,より低く評価される職務にいても従来通りに賃金を支給される場合,
また,労働者が長年の職業年数のゆえに格付けよりも高い賃金を支給される
場合には.通常,集団的性格に欠ける｡
ニ)賃金算定
(a) これには,まず賃金原則の決定が該当するO それは,事業所,その一
部または労働者のグループに対する算完全体がそれに基づいて行われるよう
な原則である｡例えば,時間給か能率給か,プレミア給は支給されるか否か,
それが支給される場合の条件などの事項である｡利益配当の有無および要件,
基本賃金とプレミア給および利益配当の関係も含まれる｡いわゆる目標管理
制度 (ZielvereinbarungE]標取り決め)の場合にもこの原則が問題となる｡
それは日本の制度と同様で,使用者と労働者の間で個別に行動目標を取り決
め,その達成には労働者本人が責任を負うというものであるoその一部がボー
ナス制度であり,そこでは個別に合意された目標の達成度に協約上乗せ支給
が連動している｡目標管理制度の実施および廃止の決定に共同決定は及ばな
い｡
本来的な労働報酬が問題になるかぎり,時間給および能率給を含め賃金の
諸原則ならびに公正な賃金,および成績と賃金の適切な関係のための要素の
確定は共同決定に服する｡賃金決定にとって重要な実質的指標の確定および
賃金確定の手続きは共同決定の対象である｡賃金が複数の構成要素 (例えば,
固定給と利益配当(Provision))からなるとき,それぞれの賃金算定原則の相
互関係の確定も共同決定の対象となる｡
共同決定は,詳細な賃金制度の確定,ならびに,パーセントや異なる賃金
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額に基づく評価の相違の抽象的な決定を含めて,抽象的な指標に基づく賃金
グループの形成に及ぶO例外的なことであるが,もし協約が賃金額や決定味
別に関する定めを含んでいない場合には.一般的な賃金規程を定めることが
有益である｡そこでは賃金決定 (賃金グループの決定,グループ間の賃金格
差の最低限の決定)のための指標を確定し,その重みを決めることは事業所
当事者の役割である｡
成績手当および利益配当を支給するか否かの問題にも共同決定が及ぶ｡成
績手当の基準となる決定原則および機器を用いた実施の決定も同様である｡
重労働手当を支給するか否かの決定には共同決定は及ばないが,それを支給
する場合に,どのような重労働を手当支給の対象とするか,各重労働手当の
ポイント数 (程度)の事項に共同決定は及ぶ｡その際に事業所当事者は,重
労働の程度を調べる方法を確定しなければならない｡ただし,協約が重労働
手当を支給する旨定める場合には,使用者はそれを支給することを義務づけ
られる｡
算定原則には,さらに,任意または追加の給付 (例えば,クリスマス手当)
の配分の時期および原則のような,それに基づいて追加的な賃金が算定され
る原則,一定の指針に基づく手当の支給およびその廃止,財産形成促進法に
基づく給付に関する原則の決定なども含まれる｡その程度が協約で賃金額の
パーセント比率で定まっているような手当の配分にあたっても共同決定され
る｡個々の労働者に対する手当の配分は事業所内の取り決めを必要とする｡
ここで手当が賃金に基づいて一律に支給される (例,本人の賃金の5%)と
きには,共同決定は及ばない｡共同決定権の対象となるか否かにとって重要
なことは,使用者が個々の労働者に異なって配分するか,それとも一律配分
するか次第であり,一律配分の場合に対象となる｡
企業の経済的収益,費用節約,生産性向上または売上げに対する労働者の
配当に関する取り決め,さらに,利益配当の種類,算定の基礎,および利益
配当の計算方法に関する取り決めは,算定原則に該当する｡
(b) 算定原則は算定方法によって具体化される(17)｡算定方法は算定原則よ
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りも狭い概念である｡算定原則の実施の技術的手続,種類および方法は祁互
に関連して議論されている｡労働評価(Arbeitswert)方法 (点数制,成績グ
ループ制度),標準作業時間測定のREFA制度 (REFA-労働科学研究およ
び経済組織協会)L18-が各種変種を伴って問題となるO それは時間給の場合と
出来高給の場合で問題となる点が異なる｡時間給では各職務の労働価値の評
価が重要である｡作業の困経度が点数や等級ランクで分類される｡それに対
し,出来高給ではそのための標準作業時間や回復時間(Erholungszeit)の測定
が重要になり,そのためにいかなる方法によるかが共同決定され,例えば
REFA方式,MTM方式,ベダウックス方式(Bedaux-System)または作業要
素方式などのなかから選ばれる｡成績の評価方法という手続きも支払方法に
含まれ,これらは共同決定扱いとなる｡生産製品や生産方式が変更されれば,
その都度,事業所当事者は適用されている時間形態に即して,出来高給であ
れば標準作業時間を改めて測定することになる｡
新しい算定方法の実施,その変更にあたっても共同決定権が及ぶr,算定原
則と算定方法の厳密な区分は必要ではない｡共同決定権は賃金編成に関する
すべての問題に関わる｡
(C) 10号に基づく共同決定権は,賃金額には及ばない(19)｡この点で少数説(20)
のなかには,関与を認める学説がある｡それは,共同決定権は賃金政策的目
的のためにも及ぶ旨主張し,賃金額に及ぶ可能性を認める｡共同決定権は包
括的であり,その文言および歴史に照らすと制限する必要はないという｡し
かし.このような見解は判例 ･学説により,事業所組織法の基本原則に反す
るとして受け入れられていないOもし包括的な共同決定権が賃金額に関して
存在するならは,従業員代表はその提案権および仲裁委員会設置により貨金
額に影響を及ぼすことができることになる｡
ホ)使用者による任意給付
任意給付に対して共同決定権は制限されるが,完全に排除されるわけでは
ない｡任意給付とは,法律または労働協約によって,使用者が支給すること
を義務づけられていない給付をさす｡それは広い意味における賃金である｡
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直接に成績と関連する必要はない (例,クリスマス手当)｡クリスマス手当の
支給は,産業分野により,労働協約で定められる場合もあれば.そうでない
場合もある｡企業年金および協約外の任意の手当も任意給付である｡
共同決定権の制限は,給付が任意であるがゆえに生じる｡使用者は,協約
外給付を支給するか否か,およびその範囲を任意に決定することができる｡
その範囲は,通常,｢拠出枠(Dotierungsrahmen)｣と呼ばれる｡それは,使
用者が支給を表明した給付の総額である｡従業員代表の共同決定権によって,
支出するつもりのない給付を使用者が強要されることはない｡より多額の上
乗せ給付を求める従業員代表の主導権はない｡実施に関してと同様に.給付
の縮小および廃止に関しても使用者は自由に決定できる｡
給付の決定を特定の給付目的 (例,労働者の事業所との結びつき,成績の
向上,欠勤(Fehlzeit)減少)に連動させることもできる｡その場合,支給さ
れる人的範囲や労働者グループが限定されることがある｡
従業員代表の共同決定権は,使用者の給付が公平に行われるように行使さ
れる｡ある手当が支給される条件または基準の決定には共同決定権が及ぶ｡
例えば,成績等級に対する評価指標や成績評価手続などである｡また,配分
が賃金額に基づくのか,成績または社会的観点に基づくかに関しても及ぶ｡
へ)企業年金給付
企業内賃金決定につき述べたことは,企業年金にも同様に当てはまる｡給
付が福利制度 (共済基金,年金基金)として行われる場合には,それには8
号に基づき共同決定権が及ぶ｡それに対し,保険会社を介して行われる場合
(直接保険,団体保険)には,10号に基づいて共同決定権が及ぶ｡
企業年金に関する共同決定権の存否(21)ぉよび範囲にとって･使用者による 三
給付の場合と労働者拠出年金の場合では区別される必要がある｡使用者のみ ‡
が負担する制度は任意給付なので共同決定権は制限され,使用者が資金負担
するか否か,およびその範囲を使用者は単独で決定することができる｡また,
実施方法 (直接支払,保険,共済または年金基金)の選択は使用者の支出に
直接に影響を及ぼすので,使用者はいずれの方法をとるかにつき選択できる｡
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それを変更するのも使用者の自由であり,共同決定権は及ばない｡
使用者が支給にあたり優遇したい者の範囲の決定は共同決定外である｡た
だし,平等取扱原則の適用は受ける｡この決定は,給付の目的に関する決完
と直接にかかわる｡それゆえに,使用者が年金のみを支給するか,それとも
併せて遺族年金または障害年金も支給するかの決定は共同決定外である｡同
様に,使用者が年金形式のみを採用するか,それとも一時金形式を選択でき
るようにするかの決定も使用者の自由である｡保険会社の選択や変更も同様
である｡
それに対し,これら以外の事項は共同決定の対象となる｡とくに従業員代
表は,支給規程,相続権および請求権の発生および消滅の要件を共同決定し
なければならない｡企業年金に関する規程には,定年制に関する定めがしば
しば見られる｡労働者の費用分担に関する定めも共同決定に服する｡なお,
共同決定権の行使は,企業年金法や平等取扱取別による制約を受ける｡
従業員代表は,給付に関し提案権はない｡従業員代表は給付計画の変更を
共同決定手続の対象に持ち出すことができるだけである｡拠出枠の拡大につ
き,使用者は強要されることはない｡
ト)企業内加給の賃金への算入および取り消し
協約改定により貨金額が引き上げられる場合に,企業内の取扱いとして,
それまで任意の協約上乗せの企業内加給として支給していた部分の一部を協
約賃金引き上げ部分に算入し,それによって実際の支給額増を抑えることが
ある｡この場合に,このような取扱いが従業員代表の共同決定権の対象とな
るか否かの判断では.その取扱いにより加給の配分原則が変更されるか否か
三 が重要である｡すなわち･判例によれば･協約賃上げを契機に新しい賃金額
二 の範囲内で協約上乗せまたは協約外の加給を賃金に算入することが企業内加
給と関連する配分原則の変更につながるならば,共同決定に服する(22)0
使用者が企業内加給を労働者ごとに異なって協約賃上げ分に算入しようと
すれば,配分原則が変更されることがある｡そこでは,配分原則変更の有無
により両方の可能性がある｡使用者は協約賃上げまたは加給から出発できる｡
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一方で,もし協約賃上げから出発しようとすれば,協約賃上げの特定のパー
セントが手当に算入される｡例えば,賃上げ3%のうち1%が加給を回すこ
とによってカバーされるoその場合,一般に個別加給相互間における計算上
の関係は変更され,配分原則が変わる｡他方で,もし協約賃金に対する統一
的かつ同一の比率で加給が存続し (例,労働者は協約賃金の10%の加給を支
給される｡),同時に,協約賃金が同じパーセントで引き上げられるならば,
配分原則は変更されない｡また,使用者が企業内加給を特定の同率で引き下
げるときには,原則として配分原則に変更はないoただし,労働者に一律加
算額が最低額として支給される場合だけ異なる｡企業内加給が完全になくな
るならば,やはり共同決定権は考慮されない｡なぜならば,そこには配分の
余地はないからである｡
さらに,集団的性格を有する場合のみ共同決定権がある｡算入によって減
額された手当総額が事後に別の原則に基づいて配分される場合には,集団的
性格がある｡つぎの場合が,それに該当する代表的事例である｡
･個々の労働者に対する協約賃上げが,所属賃金グループの変更を理由に算
入される場合,
･勤続年数または短期の労働関係終了が指標になる場合,
･より上位の賃金グループに到達すれば算入が除外される場合,などである｡
個別的な特殊事情のみが支給決定の根拠となっていることが裏付けられる
場合には,集団的性格に欠ける｡
チ)協約外職員の賃金の取扱い
協約 (適用)外職員とは,その職務が協約最上級グループの職務よりも高
く格付けされるがゆえに,その賃金が協約によって規制を受けない職員であ
る(23)｡ただし,彼らは管理職 (法5条3項)とは異なり,事業所組織法の適
用を受ける｡
協約外職員の賃金決定に対する従業員代表の共同決定権は,特別な意義を
有する｡彼らの賃金は協約には拘束されない｡77条3項は始めから適用され
ない｡しかし,賃金を公平かつ透明に取扱う必要性は,協約適用職員の場合
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と同様にある｡原則として,使用者は,組合および使用者団体が協約で支給
しているものは支給しなければならない｡協約最上位グループとの関係およ
び賃金グループ相互間の関係が協約賃上げを契機に変更された場合には,そ
れに伴う変更には共同決定権が及ぶ｡使用者が賃金グループ内部で労働者と
個別に賃金を取り決める余地を認めている場合にも,共同決定権はある｡
共同決定権は賃金額決定には及ばない｡それは,協約最上位賃金額を上回
ることを前提に,労使当事者間で個別に合意される｡例外的に,任意の事業
所協定により,使用者が一定期間内に調整することや賃上げを検討すること
を義務づけられることがあるLl
協約外職員に関する共同決定には,協約最上位賃金との間隔の決定が含ま
れるOまた,賃金グループ数,グループ間の関係も同様であるo
大企業では協約外職員用に典型的な一般的労働契約条件が普及していると
いわれる｡協約で,例えば ｢最上位の協約賃金よりも15%以上高い賃金を支
払われている者を協約外職員とする｣と定めることは87条に違反しない｡そ
れは協約の人的適用範囲を限定する定めであるo多くの協約が協約外職員の
範囲を定め,その内容は協約によって異なる｡
ll.出来高賃金率およびプレミア賃金率の決定,ならびにそれと同等の能率
賃金の決定(24)O
これは能率給のことであり,Ej本でいう広義の出来高給である010号の一
部をとくに取り出して定めたものである｡したがって,いくつかの点では10
号による規制が重複して及ぶLlここでは,出来高賃金率 (Akkordsatz)など
と並んで,時間給における成績手当など.能率(Leistung)と賃金の間に直接
の関連がある,能率関連賃金を広く含む｡出来高賃金率では,時間係数とと
もに貨幣係数 (Geldfaktor,貨幣要素,分単価の訳もある)の決完が共同決
定に服する｡これは,事実上,実質的労働条件の一つであり,1972年法以来,
共同決定の対象とされている｡72年法では,能率給は出来高賃金率が代表例
として完められていたが,その後,プレミア賃金率(Pramiensatz)も条文に
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定められた｡
使用者側が時間給ではなく能率給をとるメリットは,労働者の業務遂行ぶ
りを監視し評価する必要がなく,作業結果のみを評価すれば足りるので手間
が省けることにある｡
能率評価は,いずれにせよ数学的な正確さでは行いがたく,評価の余地が
残る｡そこで,従業員代表との共同決定により,評価に基づく追加払いが適
正に評価され,支払われる増加賃金と適切な関係にあるような,公正な賃金
制度の形成がめざされている｡さらに,労働者が過剰ノルマから保護され,
同時に健康が保護されるものとされる｡
これには,特別な要件が課されていない成績手当は該当せず,年末手当や
クリスマス手当のように,労働者の労務提供と直接の関連なく支給される給
付も該当しない｡また.｢プレミア｣という名称がついた加給でも,労働者個
々人やグループの実績とは関係なく,全社や支店の業績に基づいて支給され
る加給は,ここでは該当 しない'25)｡永年勤続報奨金,無遅刻報奨金
(ptlnktlichkeitspramlen)および皆勤手当のように,特定の作業量と関係のな
い勤務手当も該当しない｡
能率給には,個人単位のものとグループ単位のものがある｡後者は複数人
が共同で作業し共同の作業結果を生み出す場合に適用される｡また,能率給
は,基本賃金部分と能率依存部分で構成され,後者だけで構成されることは
ない｡
イ)出来高賃金率
出来高 (アコード)賃金率 (出来高給)とは,労働時間に基づいて (時間
袷)ではなく,むしろ作業量に基づいて算定される賃金制度である｡後述の
プレミア賃金率 (プレミア給)と異なり,作業量に正比例する｡11号におけ
る能率に基づく賃金は,基準業績ないし調整業績が確定され,労働者個々人
の能率が結果能率と関連する場合にのみ存在する｡能率関連給においては,
労働者は自分の仕事の結果に質的または量的に直接に影響を及ぼすことが可
能でなければならない｡
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出来高給は,さらに金銭出来高給 (単位出来高給ともいう｡)と時間出来高
給に区別される｡まず,金銭出来高給では,1個の生産に必要な時間の概算
的な見積もりのもとに出来高係数が考慮されて,各加工品に対する賃金が定
められる｡賃金額は,達成された作業単位の数および単位ごとの貨幣係数に
基づいて定まる｡金銭出来高給では,時間標準が予め定められ,完成品個々
に対する賃金決定は,従業員代表との共同決定に服する｡つぎに,時間出来
高給では,時間単位 (標準作業時間)が算定基礎になる｡その際に,労働者
には作業単位ごとに,たいていは分単位で時間値(Zeitwert)が予め定められ
ている｡各出来高分は一定の貨幣係数に加算される｡作業単位ごとに定めら
れた分数 (時間係数)は所与の貨幣係数および提供された作業単位とリンク
して賃金額が確定される｡時間出来高給では共同決定権は時間係数および貨
幣係数の決定に及ぶ｡2種の出来高給の間にはさほど重要な相違はなく,両
者は計算の方法が異なるにとどまるO実際には企業では時間出来高給の方が
普及している｡賃上げにあたり時間出来高給は金銭出来高給よりも容易に切
り替えられるとい う ｡
出来高賃金額は,それぞれの出来高標準に基づいて定まる｡金銭出来高給
では出来高標準は作業単位ごとに定められている金銭値(Geldwert)である｡
時間出来高給では,作業単位につき定められている時間値がそれである｡
出来高標準は,原則として出来高基準値を考慮して定められる｡常にまず,
出来高現業労働者はどれだけの収入を標準的能率のもとで時間当たり達成さ
れるべきか (出来高基準値)が定められる｡たいていの製造業では,これは
協約によって定められる｡15%の手当を伴う協約上の基準賃金(Ecklohn)の
定めが通常である｡出来高現業労働者が標準的な能率を上げた場合には,彼
は1時間につき出来高基準率に相当しなければならない｡もし金銭出来高給
で出来高基準率が9ユーロであるならば,作業単位当たりの標準は,労働者
が時間当たり標準的な作業能率を伴うもとでこの出来高基準率に到達するよ
うに定められる0時間出来高給では,作業単位ごとに定められている分数は,
定められている貨幣係数と連動して労働者が標準的能率を伴えば出来高基準
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率を達成するように定められるo例えば,6作業単位×10分 (時間係数)×
0.15ユーロ (貨幣係数)-9ユーロとなる｡もし労働者が標準的な6作業単
位に代わって8作業単位を達成した場合には,時間当たり12ユーロを得るこ
とになる｡
労働者の能率度は,提供された労務提供と作業結果との比較により計算さ
れる｡労働者が実際に受け取る賃金の額は,通常,作業量と直接に対応する
(比例出来高)0
時間出来高給では,時間標準は金銭出来高給 (たいていは自由に交渉され
る｡)とは反対に,時間調査に基づき労働科学上の認識を適用して行われる｡
時間係数の調査では,労働者の平均的労務提供ではなく,標準的労務提供,
すなわち,十分に適格で熟達した労働者が継続して期待可能な方法で提供す
ることができる労務提供が出発点になる｡標準的労務提供の書き換えは定期
的に協約で行われる｡協約に記述がない場合には,従業員代表と共同決定さ
れる｡
従業員代表は時間係数の確定の出発点となる時間調査の着手の時点から関
与する｡たとえそれが単に使用者による決定のための準備であるとしても,
同様である｡従業員代表は時間調査の手続きを共同決定する(26)｡事業所当事
者は,時間測完手続につき,事業所の必要に応じて好都合なものを選択でき
るO 従業員代表の関与が,適切な結果になるのに役立つ0人間の労務提供に
関する時間測定では,客観性を高めることが大切であり,それでもなお測定
にあたり使用者による評価の余地は残る｡
事業所当事者が共同決定する標準時間のなかには,回復時間など追加的な
時間も含まれるo出来高労働では,待機時間が標準作業時間に含まれるか否 三
かも共同決定される｡
出来高基準率が協約で定められている場合には,その限りで従業員代表の
共同決定権は及ばない.協約に定めがない限りで,貨幣係数の調査にあたっ
ても従業員代表は共同決定しなければならない｡協約上の出来高基準率によ
り直接に個別の事業所における貨幣係数が出てくるとはかぎらない｡なぜな
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らば,能率給は各企業の生産方法と深くかかわり,協約では一般的な定めを
おくにとどまるのが通例だからである｡
その結果,共同決定権は賃金額に関しても及ぶことになる｡協約に定めが
ない場合,使用者と個別労働者の交渉にその決定を委ねることは労働者保護
のためには望ましくないので,従業員代表が共同決定により関与することに
なる｡
口)プレミア賃金率
出来高給が作業量に正比例するのに対し,これは作業量とは別の指標を追
加して算定される｡それは拡大された出来高給という経済的意味をもつ ｡例
えば,作業の質.材料節約,期限厳守,設備のフル稼働などに応じた手当,
または欠損品の少なさに対するものである｡これらは出来高給では評価でき
ない｡その結果,プレミア賃金体系を折れ線グラフで示すと,さまざまなカー
ブを描くことになる｡
プレミア給はたいてい各事業所レベルで独自に支給されるものであり,協
約で定められることは稀である｡その比重は次第に高まりつつあるoその一
因は,職務遂行にあたり労働者個々人の判断に委ねられる傾向があり,それ
は機械による監視には適さないことにある｡そこでは,時間や生産量よりも
能率の要素が重要になりつつある｡
五
12.事業所内の提案制度の原則｡
12号は,提案制度の原則であり,その導入を含まないO導入は従業員代表
による提案制度を定める80条 1項 2号に含まれる｡また,提案に対する使用
者による反対給付を含むわけではないが,それを排除するわけでもない｡な
ぜならば,提案は労働者にとって義務ではなく,それを動機づけるには反対
給付を支給することも有効である｡
もし,提案制度によって労働者が企業の生産性向上を自分自身の利益と同
一視する傾向が強まることを従業員代表が危倶するならば,提案制度の内容
を,就労保護に重きを置き,その反対給付を労働者全体に役立つ基金に収め
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るようにする方法も考えられる｡
イ)目的および意義 共同決定権付与の目的は,提案を公正に評価し,労
働者の人格を発展させることにある｡労働者は事業所内でともに考え,職場
の作業工程,製品もしくはサービスを改善し,また費用節約に役立つための
提案によって企業に寄与貢献する｡それは経済面で寄与すると同時に,労働
者個人やグループの能力を発展させる｡さらに,事業所内の提案制度は,労
働の人間化ならびに就労保護および健康保護の改善にも役立つことが期待さ
れている｡
提案制度の推進は,もちろん使用者の利益にも貢献する｡それは事業所を
継続的に刷新する有効な手段であるOなぜならば,提案制度は労働者の行動
や決定の裁量の余地を広げることに結びつきがちだからであるO事業所内の
諸問題に対する認識が深まり,必要とされる技術的および組織的展開に対す
る理解と受容が進む｡そのような意味で,使用者がこれを継続して推進する
ことは事業所の利益にもなる｡
なお,提案と関連して,従業員発明につき特別法として労働者発明法が定
められている｡
ロ)共同決定の対象 使用者が改善提案に対して報酬を与えるか否か,与
える場合にいかなる方法によるかにつき,使用者は単独で決定することがで
きる｡また,提案を採用するか否か,有用性のない改善提案に対する報酬を
支給するか否かにつき.共同決定権は及ばない.
それに対し,提案処理および報酬支給を判断するための一般原則の導入お
よび策定は共同決定の対象になる｡その導入には事業所当事者双方が同意し
なければならない｡
提案制度に関する原則は,組織,その構成,役割および手続きに関する定
めを含まなければならない｡職場では通常,有益な提案は専門的な労働者が
行うO提案は,対等に構成されている鑑定のための審査委員会で紹介される｡
その判定に異議がある場合に備えて,異議申立手続が完められることがある｡
手続きに関しては,提案資格の範囲,報酬を支給される人的範囲が定めら
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れる｡常設の提案制度を行うか否か,アイデア競争を行うか否かは一般原則
で定められる｡報酬支給または認証交付の原則も一般的規定に定められる｡
提案制度の原則,報酬算定および提案の利用価値調査の方法に関しては共
同決定権が及ぶ｡グループ提案の場合,報酬を配分する方法および利用価値
が算定不能な場合の報酬の決め方に関しても,従業員代表は共同決定する｡
それに対し,報酬と提案利用の関係に関しては共同決定権はない｡
13.グループ労働実施の原則(27)｡
イ)共同決定の目的 まず,グループ労働が導入される目的は.使用者の
経営的動機にある｡すなわち,労働者の自己責任と協力を促進し,日常的に
知識と経験を交流し,それは改善提案を容易にし,よりフラットな序列関係
につながる｡それはグループ内における独立とイニシアティブを促進するO
その結果,課業水準の質的向上と継続的な担当業務変更を容易にすることに
なる｡また,使用者側からみると,品質改善と生産コストの削減につながる｡
グループ労働の実施に従業員代表が関与する目的は,この作業方法に伴う
個々の労働者-の危険性を小さくすることになる｡グループ労働の危険性と
は,従来の経験によれば,一方で作業グループの自立化の恐れであり,他方
で,成績の低い労働者を排除する可能性である｡すなわち,グループ責任別
により効率的に作業すれば所定労働時間よりも少ない時間で処理できるなど
のメリットが生じるが,その反面で,グループ内のメンバーに仕事の圧力が
かかり仕事で劣る労働者が排除される事態が生じかねない｡それを防止する
意味がある｡
三 ロ)グループ労働 ｢この規定でグループ労働とは･事業所における作業
三 工程の範囲内で労働者のグループが彼らに任された課業全体を基本的に自己
責任で遂行することを指す｡｣(13号)作業チーム,プロジェクトグループ,
グループ出来高の作業など,その名称にかかわらず,グループ労働と特徴づ
けられるものすべてを指すO
その指標は,組織された共同体のなかで労働者の過半数が,その成否に共
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同して責任を負うような労務提供を行っていることである｡すなわち,共同
責任である｡その責任は,作業結果に対してではなく,グループで行った労
務提供に関連する｡グループ内の労働者個々人は,自分で行った作業に対し
てのみならず,共同作業に対しても責任を負う｡もしその作業により使用者
に損害を与えた場合には,グループメンバーが共同で賠償責任を負うO
グループの自己責任は,使用者との関係において存在しなければならないo
使用者は労働者全員に対して指揮命令権限を有している｡使用者が,日々の
作業で生じる問題の処理をグループのメンバーに任せている場合にのみ,グ
ループ労働であるといえる｡グループに所属する労働者は,共同の労務提供
に義務を負うのみならず,事業所内の課題の範囲内で必要な作業展開を計画
し分担する権限を有してもいるO限定された範囲内で作業グループは自ら調
整し管理する｡彼らは発生する諸問題をグループ内で解決する｡部分的自治
を有するグループのみがこれに該当する｡一時的に編成され,決定権限を与
えられていないようなプロジェクトチームは,ここでいうグループ労働には
該当しない｡
ハ)共同決定の範囲 共同決完権はグループ労働の実施にのみ関わる｡グ
ループ労働を実施するか否か,その終了は使用者が単独で決定する｡その際
に,実施する範囲 (いずれの部門か),実施期間なども同様である｡これは,
憲法上保護される企業家決定の自由を考慮したものである｡
共同決定権は.導入後の事項に及ぶ｡例えば,グループ労働の対象,グルー
プの目標および作業結果に対する責任,その構成である｡グループ労働の構
成は,導入するか否かの問題ではなく,事後決定事項である｡
法案理由書のなかに･事業所協定によって定めることができるその他の事 三
項が紹介されている｡すなわち,グループ代表の選札 代表の地位および権 二
限,グループ懇談の開催,紛争解決や他グループとの協力を含めてグループ
内における協力に関する定め,成績の低い労働者に対する配慮などである｡
また,グループ貝が多数決によって不公正な取扱いをされることから保護す
るための取り決めも必要である0
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Aufl.,1990;Daubler/Klttner/Klebe(Hrsg.),Betrlebsverfassungsgesetz,9.Auf1.,2004,
DletZ/RIChardl,Betrlebsverfassungsgesetz,6.Aufl.,1982,Daubler.a.a.0.
なお,これらの文献は第3章および第4章の記述でも参照されている｡
また,本稿で就業規則や人事手続で実例というときは,主に藤内 ｢ドイツにおける労
使協定等の実例 (上 ･下)｣同法46巻 1号,同2号 (1996年)による｡
(2)BB1985,S.121.
(3)藤内 ･前掲本章注(1)下274頁｡
(4)盛誠吾 ｢懲戒処分法理の比較法的研究I｣一橋大学研究年報 .法学研究13号25頁以T
(1983年)Ll
(5)野川忍｢西 ドイツ労働時間共同決定の法的構造｣東京学芸大学紀要3部門39号1頁以下
(1987年),小俣勝治 ｢西 ドイツにおける労働時間についての事業所レベルの共同決定と
その制約法理としての企業者決定の自由｣匪卜学院法研論叢15号3頁以下(1988年),荒木尚
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(10)裁判事件としては.使用者がクリスマス脚 院期間中に時間外労働をすることに同意を
求めたのに対し,従業員代表は｢3人の期限付き雇用期間を延長すること｣を,時間外労働
に同意する条件として求めたr,使用者が従業員代表の同意を得ないまま労働者に時間外
労働させたことは違法であると判示された｡Vgl.FrankfurterRundschauv.18.10.2006.
(ll) BAGv.16.7.1991,DB1991,S2492f‥BAGv.23.7.1996,DB1997,S.378.Fltting
usw.,a,a.0.,§87Rn.143,,Daublerusw‥a.a.0,S1328.
82)操業短縮に関する協約規定例として.レ-ヴイツシュ ･前掲第1章注 (1)514頁,毛
塚勝利｢西ドイツ金属産業における労働協約と企業内労使間協定｣静岡大学法経論集56･
57号194fi'(1986年)参照O
(13)BAG1984年9月14E]決定O本決定に関する詳しい紹介として,手塚利彰 ｢ME機器導
入と共同決定｣判例時報1149号18頁,1152号12頁以下(1985年)がある｡なお,この決定
を含め,ME化問題はいくつもの共r司決定 Lの論点にまたがるが,それにつき,手塚和
彰 ｢ME化と共同決定別の変化｣季労139号128頁以下(1986年)参照｡
(14)従業員代表と労働者の個人情報保護の関わりにつき,JIL調査研究報告書155弓･｢労働
者の個人情報保護と雇用 ･労働情報へのアクセスに関する国際比較研究｣(2003年,口本
労働研究機構)209頁以 卜 〔緒方桂子〕参照｡
(15)二柴丈典 『労働安全衛生法論序説』(2000年,信山社)240頁以下参照Lこの書では,87
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条1項7号をめぐる裁判例として,端末機作業に伴う使用者の共同決定の範囲が争われ
たパンナム社事件を詳しく紹介している,眼科医による健康診断義務付け.有給休暇付
与などにつき,従業員代表の請求は認められなかったが,興味ある事案である｡
(16)野川 ･前掲第1章ii･(4)F･労協309号32頁,
(17)Ⅴgl FlttlngUSW.,a.a.0.,§87Rn.439.Fabriciususw.,a.a.0.§87Rn.660.
Daublerusw.,a.a.0.§87Rn.249:ManfredLowISCh/DagmarKalSer.Betriebsverfas
sungsgesetz,5,Åun.2002.§87Rn.166.
(18)徳永重良編 『西 ドイツ自動車工業の労使関係』(1985年,御茶の水書房1loo卓.133
頁,日本労働研究機構編 ･久本憲夫 ･竹内治穆著 『ドイツ企業の賃金と人材育成』(1998
年,日本労働研究機構181頁,154頁L,
なお,標準作業時間の決定にあたっては,作業目標を決める物理的標準,作業遂行方
法にかかわる行動的標準,さらに,生身の人間が作業することに伴う哲学的標準をいう
3つの要素が考慮されるといわれるL､
(19)野川 ･前掲第1章注(4け ･37頁以下参照｡
但O)Daublerusw.,a.a.0,§87Rn254〔ThomasKlebe〕
(21) これをめぐる議論の変遷につき,野川 ･前掲第1章注(4)下 ･36頁参照｡
但2)BAGv.3.12.1991,FittlngUSW,a.a.0.,§87Rn.444藤原稔弘｢協約貸金の引上げに
ともなう企業内加給の処理と共同決定権｣労旬1337号13頁以下(1994年)0
C23)ノJ､俣勝治 ｢ドイツにおける協約外職員の賃金形成｣労旬1391号58頁以下 (1996年)参
照｡
Cz4) 久本 ･竹内 ･前掲本章注(18)64頁以下参照｡
Cz5)高橋賢市J｢成果 ･能力主義賃金の共同決定権｣労旬1553号28頁(2003年)参照｡
(姻 能率給労働者の標準作業時間測定手続に関する協約および事業所協定の規定例とし
て,毛塚 ･前掲本章注(12)211頁および238頁参照｡
&7)竹内治彦 ｢ドイツにおけるグループ作業の展開｣岐阜経済大学論集33巻4号97頁(2000
年),平揮克彦ほか編 『国際人事管理の根本問題』(2001年,八丁一代出版)250頁 〔平揮克
彦〕参照｡
第3章 人事的事項における参加(1)
従業員代表は.採用,格付 け,格付 け変更,配置転換 お よび解雇 などの人
事的事項 に も参加す る｡参加の程度は,一般的な要員計画策走 にあたっての
協議, 人事 質問表,評価原則お よび選考指針作成 における同意権,採用や配
置転換等の個別的措置にあたっての同意拒否,解雇 にあたっての意見聴取,
異議 申立である0
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- 一般的人事的事項
これは,使用者による要員計画(Personalplan人事計画の訳もある｡),欠
員補充,採剛 二あたっての人事質問表,一般的評価原則および選考指針の策
定に従業員代表の参加を認めることである｡
1 要員計画(2)
イ)意 義 要員計画に関心が高まったのは,高度成長期に人手不足に
陥った時期である｡人材確保のために計画が立てられ,72年法改正により従
業員代表の参加の対象となった｡今日では生産 ･製造方法の変更,グループ
労働を伴うリーン生産方式導入との関連で重要である｡また,業務の外部委
託,非正規雇用の増加との関連でも重要である｡
法律は要員計画の定義を定めていないr,しかし,72年法改正時の提案説明
から,質的および量的な面で現在および将来の要員需要,広義の要員充足,
および人的資源の配置にかかわる計plhjと考えられているQそれは要員需要計
画と要員充足計画に大別され,後者はさらに人員調達計画,人材育成計画,
人員配置計画および人員削減計画に分類される｡計画のなかでは,労働者の
人数のみならず,資格,時期,将来的需要の期間に関する分類も示される｡
人材育成の点では,要員計画は労働者の職業訓練計画と連動する｡
ロ)従業員代表の関与 使用者は要員計丙に関し従業員代表に情報を提供
し,協議することが必要であり,さらに従業員代表には提案権が認められて
いる (92条)｡すなわち,92条 1項は,従業員代表に対 して適時かつ包括的な
情報提供と,必要な措置の種類および範囲,それに伴う困難を回避する可能
性に関し協議することを使用者に義務づける｡したがって,現行法のもとで
三 は･要員需要,人員調達および人員削減の計画を使用者が単独では行えない｡
oJL この取扱いの目的は,労働者の利害ができるだけ早期に考慮されるように働
きかけ,利潤第一主義に伴い紛争が発生することを防ぐことである｡従業員
代表が影響を及ぼす可能性は,企業 トップの中心領域に対 しても及び,生産
規模の拡大または縮小に関する決定も人事面の考慮抜きには困難となるo
従業員代表が関与する程度は協議であり,それは使用者の決定を拘束する
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ものではない｡使用者は要員計画につき,従業員代表の見解表明を無視する
こともできれば,そもそも要員計画を策定しないこともできる｡その点では
使用者が主導する｡
a.通 知 使用者は,要員計画につき,現在および将来の要員需要なら
びにそれから生じる人事措置および職業訓練措置に関して,従業員代表に資
料に基づいて適時かつ包括的に通知しなければならない(92条 1項)｡まず,
通知は ｢適時に｣行われる｡従業員代表の関与は計画の決定過程で.すなわ
ち,最終決定の前に行われる｡実際には,いつが適時であるかにつき判断が
困難なことがある｡その際には,通知する目的が決定前に労働者の利害や意
見を考慮し反映させることにあることに鑑み,それが可能な時点であること
が重要である｡決定が継続的に行われる場合には,通知も継続的に行われる
ことになる｡
通知は資料に基づいて行われるo｢資料｣とは,職務記述書やポスト計画な
ど,要員計画の是非を判断するのに必要な資料のことである｡判例によれば,
経営コンサルタントが当該企業につき検討した報告文書,要員需要資料,従
業員変動に関する人員統計,年齢構成,病気休職 ･休暇の数値,人件費計画
などが含まれる｡また,通知は資料に ｢基づいて｣であり,資料を ｢添える｣
(例,99条 1項,106条2項)とはされていない｡この点につき,｢従業員代
表がその任務を遂行するうえで必要な資料は,求めがあればいつでも自由に
使用することを許される｣(80条2項)ことから,従業員代表の求めがあれば
使用させることと解されている(3'｡
b.協 議 使用者は,要員計画に伴う必要な措置の種類および範囲なら
びに困難の回避可能性に関して･従業員代表と協議しなければならない(92条 三
1項)O協議の対象範囲は･通知される情報の範囲と同じである｡要員計画の ?i
基礎条件も対象となり,従業員代表が計画の目的を達成する代替案を提案す
る前提条件になる｡要員計画作成につき,法律上は従業員代表は協議するに
とどまるが,実際にはしばしば共同決定している(4)o
c.従業員代表による提案 これは,1項に基づき従業員代表が十分な惰
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報を提供されることを前提に成り立つ｡そして,使用者が末だ実施していな
い合理化や人員削減の計画に対して意味を有する｡提供されるべき資料やそ
の範囲の当否につき,従業員代表には判断の余地がある｡従業員代表はここ
で最新の手法に基づいて,特に体系的な要員計画の実施を促進することがで
きる｡離職率が高い事業所では,従業員代表は離職の原因を分析することを
提案し,場合によっては自らアンケート調査を実施するなどの方法によりそ
れを調査 ･分析し,その原因を除去する提案を行うこともできる｡
従業員代表の提案に対し,使用者は協力の原則(2条 1項)に基づき真聾に
検討することを求められる｡もっとも,それにより提案を受け入れることを
義務づけられるわけではないL,要員計画の措置やそれによりめざされている
目的 (例,女性,障害者または職業訓練生の就業促進)に関する任意の事業
所協定を締結することは許される｡
ハ)特別な促進措置 3項は,とくに女性の平等取扱および家庭と職業生
活の両立につき労使の協議と従業員代表による提案により,事業所内におけ
る取扱いが改善されることを促進するr,最終的に実施するか否かの決定は,
使用者が行うことになる｡
女性の平等取扱の促進では,事業所内における男女の応募者数,採用者数,
資格等級ごとの人数が示されて,そのうえで促進計画が策定されることが期
待されているO
家庭と職業生活の両立では,家庭生活に配慮した労働時間モデル,在宅勤
務の実施と拡大,フルタイム労働をパートタイム労働に分割すること,フル
タイム労働者とパートタイム労働者の相互転換の促進が期待されているoま
三 た･児童養育期間中の女性労働者の職制 Il練の促進･そのために家族の世話
宝 に配慮して訓練時期を設定することが期待されているo
ある調査(1976年)によれば,調査企業の3分の1余りで要員計画文書が作
成されているにとどまる｡マックスブランク研究所の調査によれば,調査企
業の21%で,3カ月を上回る期間の書面化された要員計画がある｡これを従
業員数600人を上回る企業に限れば,33%になる0
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要員計画への関与の意義として,つぎの点が重要である｡第1に,人員削
減それ自体が問題となる｡採用停止が行われるときには,その前に早期引退
が検討され,または解雇を避けることの可否が検討される｡最終局面では従
業員代表は関係する労働者の人選に関与する｡第2に,事業所に残る労働者
の労働条件が問題となるO格下げを回避できるか,労働密度の高まりを抑え
ることができるかが問われる｡第3に,従業員代表にとって,非正規雇用の
増加によって正規労働者が減らされることを抑えることも重要である｡期限
付き雇用やパートタイム労働者,派遣労働の受け入れを規制することがどこ
まで可能か,ほかの事情とも相まって容易ではないだろうが｡
ドイツで年休がほぼ100%取得されているのも,この要員計画で必要な人員
数を確保していることを前提としている(,
2 雇用保障
従来から,従業員代表の任務の一つに雇用保障があった (80条1項8号)｡
01年法改正により,さらに具体化され,この規定で従業員代表がそのために
各種提案することができる旨明記され,従業員代表の参加を促進している｡
92条al項は包括的な定めであるが,同時に,労働時間の柔軟な編成,パー
トタイム労働および高齢者の短時間労働の促進,作業組織の新しい形態,作
業方法および作業工程の変更,労働者の資格向上,業務の分割または外部委
託-の対案,生産 ･投資計画-の対案を対象とすることを定めている｡
従業員代表の具体的な提案を受けて.使用者はそれにつき協議する義務が
生じる(90条a2項)｡使用者が提案を採用しない場合にはその理由を表明す
ることを義務づけることにより,法律は従業員代表の提案に実効性を持たせ
ようとしている｡官庁担当者に同席することを求めることができるが.それ 二
は提案を公開させる趣旨である｡
提案実施の可否を一つの事業所だけの判断では対応できない場合には,全
社単位またはコンツェルン単位の従業員代表が取り上げることになる0
3 欠員募集
従業員代表は,欠員補充予定の職務一般につき,または特定種類の職務に
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つき,補充に先立ち事業所内部で欠員補充の募集がされるよう要求すること
ができる (93条)0
これが行われれば,社内における昇進が促進される｡それは,現在の担当
職務を過重負担である,または格付けが低いと感じている労働者に対し,そ
の適性および能力に応 じた職務を提供することになる,人事選考指針の策定
により,すでに雇用されている者を優先的に処遇することも可能である｡従
業員代表のこの要求を使用者が受け入れない場合には,使用者が提案する採
用および配転の人事につき従業員代表は拒否することができる (99条2項5
号).これは強い圧力であるO
人事選考指針の実例をみると,欠員補充にあたって事業所内募集を優先さ
せることは,かなり頻繁に行われている｡その選考基準は専門的適性と人物
的適性である,応募者中で同じ適性条件であれば従業員である応募者が優先
される,応募にはその職場における一定の勤続期間を必要とする,事業所内
で人員募集することは外部募集をしないわけではない点などで共通している
(資料2参照)0
4 人事質問表の作成
多くの使用者は,労働者の新規採用にあたり活用する人事情報量を増やし
てきた｡前科,性病,配偶者の宗教,兼業などに関して質問されていること
が報告されている｡特に女性は,最後の生理,流産および死産などについて
質問されることによって,プライベートな領域に踏み込まれるoBAGの判
決は確かに,使用者がその回答に正当な利害を有する質問に限って許すこと
により,人格が無制限に透視されることに歯止めをかけてきた｡しかし,実
三 際には･採用面接で応募者が BAG判例を理由にそのような質問に嘘をつい
宝 たり･回答拒否することには困難がある｡
こういう問題をなくし,客観的な資料に基づいて要員計画を行うためには,
使何者は質問表や書式に則った労働契約書を取り入れるのが望ましい｡採用
審査に必要な健康に関する審査事項も,そこに含めるべきである｡従業員代
表は審査事項に不適切と思われる事項があれば,それを排除すべく関与でき
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資料2 企業内採用募集の事業所協定例
1条 (1) 欠員になった,または新設のポストは新規採用に先立ち補充のた
めに事業所内で募集される｡
(2) つぎの場合には,募集は行われない｡
a 職務が上級管理職員によって充てられるとき,
b 職務が最低の協約 ･賃金グループによって埋められるとき,
C 職務が同じ部門の資格を有する希望者によって埋められるとき,
d 要員計画の範圃内で職務が適当な希望者によって埋められるとき｡
2条 (1) 募集はつぎのように行われる｡
a 協約賃金グループ-.もしくはそれ以上の職務であれば社内報に,
b 通常は黒板に掲示される｡
(2) 事業所内募集と並んで外部募集も行われうる｡
3条 (1) 事業所内募集はつぎの項目を含む｡
a ポストのある事業所部門,
b 職務の特徴,
C 必要な試験証明書を含めて,rE-t募者の専門的および人物的要件,
d 職務の賃金グループ,
e 応募締切｡
(2) 募集掲示から締切までは,少なくとも-日間が置かれる｡
4条 (1)募集には,この企業で少なくとも･･･(期間)働いた者のみが応募で
きる｡
(2) 応募は人事部に提出される｡それは内密に取 り横われる｡
(3) 募集が企業内外で行われるときには,応募者中で職業的および人物的要
件が同じであれば,ここの企業従業員の応募が優先される｡
5条 募集職務に採用されない応募者は,その旨を通知される｡
それには理由が説明される/′されない｡
6条 (1) 採用を予定される応募者は,事業所組織法99条に基づき従業員代
表に通知される｡従業員代表がその人事案に同意を拒否しなければ,その
職務採用人事は決まる｡
(2) 従業貞応募者の募集職務への採用が決定されれば,従来の部門はその旨
の通知を受ける｡
(3) 別の職務に移ることによって労働条件が変更になれば,変更契約が締結
される｡
7条 本事業所協定は-･に発効する｡
出典 :GunterSchaub,ArbeitsrechtlicheFormularsammlungundArbeitsge-
richtsverfahren.S.272-273.
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る｡ただし,これはあくまでも使用者側が主導しうることであって,従業員代
表側が質問表作成を使用者に強いることはできない｡
人事情報制度の整備および充実にとって,質問表は重要である｡質問表を
使用する場合には,従業員代表の同意を必要とする (94条 1項)｡特定の人物
に帰着しないような純粋な事業所情報だけでなく,別の情報源からさまざま
な情報が収集される｡電子処理される人事情報制度に昔の情報が入力される
ならば,それが個人の行為や成績に関わる情報である限り,従業員代表の共
同決定権の対象になる｡それに対し,家族や身分に関する情報は賃金算定や
定年予定計画の必要があるので.従業員代表は収集に同意を拒否できない｡
実例 (資料3参照)をみると,専門的および人物的適性を判断するために
必要な事項に限定されている傾向が窺える,J
従業員代表の共同決定権は,質問表の内容とともに,使用目的にも及ぶ｡
この点で,従業員代表の同意を得て調べられた情報がほかの目的に使用され
るならば,労働者の人格権は守られなくなると論者から指摘されている｡例
えば,従業員代表の同意を得て,健康情報が事業所疾病金庫から企業人事部
に渡されるケースを考えjtばよくわかる｡94条は人格権保護に資するが.こ
こでもその趣旨は及ぶ｡応募者に関する個人情報が第三者に交付されること
に本人が同意するか否かに関する応募者等への質問も,共同決定に服する｡
5 評価原則
評価原則とは,労働者の行動および成績の評価を客観化し,統一的な指標
に基づいて取り扱う規定である｡これには,評価の導入,適用および評価指
標が含まれるoE]標管理制度における目標取り決めのための評価指標も該当
三 するo
⊆ 評価原則を導入するか否かは,使梢者が単独で決定する｡使用者が,労働
者を評価するための一般的な原則を策定しようとすれば,使用者はその内容
につき従業員代表と合意しなければならない (94条2項)(,したがって,人事
考課制度は共同決定権の対象となるo人事考課の普及度は図表4のとおりで
ある｡4割近い労働者に適用されている｡
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資料 3 人事質問表の事業所協定例
使用者と従業員代表は,事業所組織法94条 1項に基づき人事質問表に関す
る事業所協定を以下に締結する｡
1 使用者は応募者に関するデータを体系的に把握するために人事質問表を
導入する｡
2 応募者が専門的および人物的観点からみて配属予定の職務に適している
か否かを,人事質問表によって判断するうえで重要なデータのみが質問さ
れうる0
3 データの入力および加工は,連邦情報保護法の規定の範囲内でのみ許さ
れる｡
4 その結果,質問表にはつぎの内容が予定される｡
a 人 物
名前,生年月口,出生地,家族状態,住所,電話番号,国籍,子供の
名前 ･誕生日,配偶者の名前 ･誕生日,職業および現在の担当職務｡
b 学歴および職歴
卒業した学校の種規,他の企業における従来の地位.専門分野,博士
号の種類 ･タイトル｡
C 専門知識
速記,タイピスト,外国語の会話 ･読み等｡
d 従来の担当職務
詳しく記入すること｡最後の時点での収入額｡
e 健康状態
重度障害の有無.妊娠の有無,最近の重度の病気,労務提供-の影響,
医師から保養を命じられているか否か｡
f そのほか
労働許可,本籍,労働関係に係わる前席,資産関係,運転免許,賃金
差し押さえ｡
g 転職希望理由
企業を移る理乱 前回の人柱時期,前の企業との競業制限や返済義務
など,希望する担当職務,収入の希望｡
5 使用者と従業員代表は,前記 4は個々の事例で応募者から返答されるこ
とに同意する0
6 前記4に挙げた個々の質問事項が判決によって許されないとされれば,
その事項は除外される｡ただし,それによって本事業所協定の効力は影響
されない0
7 本事業所協走は使用者と従業員代表が署名することによって効力を発す
るU両当事者は3カ月の予告期間を経て年末に解約することができる｢,
出典 :資料 1と同じ｡S143-145.
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図表4 人事考課の普及度 (%)
全体 製造業 建設 商業 交通 .通 信 金融保険 サービスエネルギー.水伎給
人事考課ありうち,対象者 38.0 40.0 29.1 39.4 37.5 63.8 29,2 竺 ｣
現業労働者 25.4 29.9 19.7 22.3 28.9 16.9 13,2 32.5
協約外職員 23.9 24.6 16.8 27.3 21.0 45.5 18.5 23.8
出典 :日本労働研究機構編 ･久本憲夫･竹内治彦著
『ドイツ企業の賃金の人材育成』(1998年)44頁｡
注 :原出典は1976年および1980年に出版されている｡
労働者の成績評価は,その職務上の要件に照らして行われるが,要件は通
常,職務記述書として定められている｡耽務記述書の作成は使用者の組織権
限であ り,従業員代表の影響 は及ばない ｡労働者の成績 は,課業
(Arbeitsau短abe)の権利および義務がそれから派生する職務記述書が職務に
用意されていることを前提としている｡そのような職務記述書も分析的職務
評価も,個々の労働者に対する,個人的ではなく職務に関連した評価原則で
あり,それは客観的に評価される｡評価原則は,従来の労務給付 (評価指標
およびその比重),他の担当-の適性,場合によってはさらに他の労働者との
協力の問題,決定能力,責任意識,職業訓練措置,手続規定 (評価者および
被評価者の範囲,評価期間,試行期臥 心理的テスト手続,監視,評価原則
に基づく評価の利用)などに及ぶ｡いくつかの労働協約は,賃金の一部が成
績給 (成績手当)の形で支給されることを定める｡例えば,金属産業では事
三 業所で平均して賃金の15%は成績給として支給される｡その場合･協約が走
○ める枠内で成績評価の手続き.評価指標などは法94条 2項に基づき共同決定
されることになる｡
労働者の評価が人事情報システムに組み込まれるならば,評価は一般的な
評価原則に基づいて標準化されなければならない｡能力や適性を審査する自
動化され類型化された等級指標も,評価実施方法も該当する｡応募者または
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労働者の適性,特に幹部職,専門職または外国勤務員としての潜在的な適性
に関する標準化された評価およびその手続きも,同様に扱われる｡
なお,従業員代表の共同決定が及ぶのは評価原則にとどまり,労働者個々
人の評価には及ばない｡個々人の評価に関しては,労働者本人が自分の成績
評価につき,使用者に説明を求めることができるにとどまる (82条2項)｡実
際には(5),人事考課結果は本人からの開示請求を待つまでもなく事業所内で
既定の手続きとして本人に説明され,本人が説明をうけた旨の署名をし,そ
れに異議がある場合には本人には異議がある旨,人事記録に記載されること
が多い (資料4参照)｡これは法定基準を上回る水準の企業内慣行である｡使
用者による取扱いに納得がいかない場合には,苦情処理手続に移行すること
になる(84条)｡
6 選考指針
採用,配置転換,格付け変更および解雇にあたっての人事選考に関して指
針を作成する場合には,従業員代表の同意を必要とする (95条 1項)｡指針ま
たはその内容に関して合意が成立しない場合には,使用者の申請に基づき仲
裁委員会が決定する｡仲裁裁定は,使用者と従業員代表の合意に代わる｡
500人を超える労働者を擁する事業所では,従業員代表は,採用等の人事選
考にあたり考慮される専門的および人物的要件ならびに社会的観点に関する
指針の策定を要求することができる (95条1項)｡指針またはその内容に関し
て合意が成立しない場合には,仲裁委員会が決定する｡社会的観点とは,午
齢,勤続年数,扶養家族数および重度障害の有無など,社会的に配慮を要す
る事情ないし要素である｡
ここでは･共同決定権にも単なる同意権と提案権を含んだ共同決定権の区 三
別があることに注意する必要があるO従業員数500人を上回る事業所では後者 呂
である｡この定めの趣旨は,事業所内の人事管理を透明にすることおよび紛
争の防止である｡また,人事部が統一的で一貫した取扱いをすることに資す
る｡
使用者が指針に違反した場合,使用者が提案する人事措置や解雇に対し,
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資料 4 成績評価の一例
人事課担当者 の 連 絡
従 業 員 番 号
採 用
賃金変更の時期
成 績 指 標 成 績 等 級 ｢
1.L7. 2∴耳 3,T.7. 4点 5点
1評価群 解 脱 兼 め られ 禾 め られ 求 め られ 求 め られ 釆 め られる水準 をほ とん ど
る水準 に る水草 を る水準 に る水 準 を
必ず しも ほ とん ど 運 して い や や 上 rLTl
達 しない 常 に達 している る つている 常 に上 回っている
知識の実用性
知識のi古用
~ 層 雲 這
決定行動
安全性/情報保護
指導的振る舞い
1作業結果 量質
労働時間の柔軟 さ
作業態度 .告慧 芸胤 梢
コス ト意識
｣ 汁 /
評価点合計
評価された指標の数
平均点 (合計/指標致)
実際の労働協約を上lL]jる任貴の手当
これは手当の
従来の手当は
%に相当する｡
'X,に相当 したL,
ユ-ロ
ロ毒引勘定なし
□協約を 卜｣司る任意の手当と差引勘定
新 しい協約を 卜回る任意の手当
E]付 本人署名
元本は人事課に 労働者には写 しを
出典 こ岡山大学法学会雑誌54巻 4号271頁U
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従業員代表は同意を拒否することができる(99条2項2号,102条3項2号)｡
指針の活用状況をみると,指針策定は必ずしも通常というわけではない｡
1975年の調査によれば,調査事業所の40%に指針が存在する｡従業員数
1,000-5,000人規模の事業所では45%であり,10,000人を上回る事業所では80
%に達する｡また,マックスブランク研究所の調査 (1979年実施)によれば,
解雇に関する指針が調査企業の約3分の1で.採用に関する指針は31%で,
さらに,配転に関する指針は20%でみられた(6)Oこのように事業所内で指針
が必ずしも広くは作成されていない原因は,重要な分野では従業員代表の関
与を許さない企業内の力関係があり,そして,配転や解雇で従業員代表が指
針作りに協力することにより一定の共同責任が生じることを懸念しているこ
とにあると推測されている｡
採用の指針として考えられる内容は,専門性,人物的適性および社会的観
点である｡専門性では,当該職務に照らして望ましい資格が挙げられる｡ま
た,人物的適性では勤続年数を考慮し,社会的観点では特に不利な条件にあ
る労働者グループを優遇することがあるo例えば,｢適性が同等の場合には,
外部の応募者よりもすでにこの事業所で勤務している者を優先する｡複数の
同等の従業員がいる場合には,勤続年数の長い者を優先する｡｣｢適性が同等
の場合には,重度障害を有する応募者を優先する｡｣｢一定の職務は,従来の
条件に,仕事と賃金を自由に分割することができる2人の労働者によって占
められる (いわゆる,ジョブ･シェア1)ング)o従業員代表は,95条1項に基
づきこのような新たな取扱いに同意することを拒否できる｡｣指針は,関係す
る人事決定を内容的に完全にはカバーせず,部分的に定めていることがある｡
例えば,｢職長(vorarbeiter)は,45歳以 Lの者,または,事業所部外者によっ
ては担当されないことを指針は予定する｣という消去法の定めである0
実例をみると (資料5参照),人選基準としては,専門的適性と人物的適性
をみることで定着している｡しかし,その具体的指標が明記されることは多
くない｡具体的指標が定められている場合には,そのなかに協調性も含まれ
ている｡補足的に,専門的適性と人物的適性が同じであれば社会的観点を考
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資料5 人事選考指針の事業所協定例
A 採 用
- 専門的要件
イ 専門的要件は,職場の要件および担当職務に基づ く｡
ロ 専門能力の評価にあたっては,とくに職業的経験および知識ならびに職
業的経歴を基準とする｡
専門的能力評価は,証明書,採用時の面接,場合によっては作業検査に
基づく｡
二 人物的要件
イ 人物的要件は同様に,配置される職場および担当職務のニーズに基づ
くo指導的役職人事では,必要とされる指導的資質にとくに関心が払われ
る｡
ロ 人物的要件 (身体的,精神的および性格的適性)の評価では,個人的な
経歴および人柄が基準となる｡
人物的要件評価は,採用資札 紹介状,採桶時面接,医師の診断書,検
査結果による｡
三 社会的観点
イ 専門的および人物的要件が同等であるときには,選考にあたり社会的観
点が考慮される,
ロ 職業的要件の低い職務 (例,守衛,小使い)は新規採用に先立ち,でき
るだけ当該事業所の高齢者および障害者によって担当されるようにする｡
B 配置転換,格付け変更
- 前書き
イ この指針は協約上の定めを考慮して,企業の都合による配置転換におけ
る選考に当たってのみ用いられる｡
事業所組織法において配置転換とは,1カ月を超える予定の,または労
務提供の条件がかなり変更される,別の職務部門への担当配置変更を指
す｡労働者が当該労働関係の性質に照らし通常特定の職場に恒常的に就労
していなければ,それぞれの職場への配置はここでいう配置転換には該当
しない (事業所組織法95条3項)｡
ロ 格付け変更にあたっては,関係する協約規定が基準となる｡
二 専門的要件
イ 専門的要件は予定されている職場および担当職務のニーズに基づくO
ロ 専門的能力の評価は,従来の担当職務および職業的経歴を考慮して,当
該企業内で示された業績に基づいて行われる｡専門的能力は,とくに上司
による企業内の評価,専門に関する面接,証明書,場合によってはさらに
作業検査によって確定される｡
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三 人物的要件
イ 人物的要件は同様に,予定されている職場および担当職務のニーズに基
づく｡指導的役職者の人選では必要とされる指導的資質にとくに関心が払
われる｡
ロ 評価にあたっては本人の経歴および人柄が基準となる｡確定は.人事資
料の評価,上司による企業内の評価,配置転換に関する面接,場合によっ
てはさらに医師による診断書,検査によって行われる｡
四 社会的観点
配置転換により労務提供の条件がかなり低下し,かつ同レベルの専門的およ
び人物的要件の場合には,選考は社会的観点に基づいて行われるQとくに勤続
年数および年齢が考慮される｡
C 解 雇
- 前書き
この指針は急追した事業運営上の必要性に基づく解雇にあたっての社会的
選考のためにのみ通用される｡それ以外の解雇では関係する法律および協約規
定が適用される｡
二 選 考
イ 選考は,その職務が比較でき,かつ,相互に代替可能であるような労働
者の問でのみ行われる｡代替可能性の有無は職場に係わる指標に基づいて
判断される｡
ロ 操業技術的,経済的およびそのほかの正当な事業運営上の必要性によ
り,特にその労働者が有する特別な知識,能力および業績に照らして正常
な,もしくは収益性の高い操業 ･営業にとってその労働者を引き続いて雇
用することが不可欠な者は選考対象から除外される｡
ハ 社会的選考は,原則として解雇による不利益が最も小さい労働者がまず
優先的に解雇されるように,関係労働者の間で行われる｡その際に使用者
に知られている,もしくは解雇通知に先立ち労働者ないしは従業員代表か
ら使用者に知らされているあらゆる基本的な事情が考慮される｡そのなか
には特に勤続年数,年齢,家族状態および被扶養児童 ･家族数が含まれ
る｡さらに例えば,家族の収入,法律 ･協約 ･事業所内の規程 (例,合理
化保護協定,社会保険給付,事業所内の従業員福利厚生に関する約束)に
よる,労働者の職場喪失に対する実質的な保護も考慮される｡これらの事
情に明確な違いがない労働者の間では,被解雇者の選考は成績観点に基づ
く｡
ニ 点数表の活用にあたっては,個々の事案における個々人の特別な事情が
確実に考慮されなければならない｡
出典 :Stege/Weinspach,Betriebsverfassungsgesetz,6.Aufl.,1990,S.985f.
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慮するケースもある｡さらに,重度障害者に適した職務ではそれに該当する
者を優先する定めがある｡採用手続で筆跡鑑定を利用する場合には従業員代
表の同意が必要であることが定められている｡
専門的適性の判断にあたり,判断材料となる資料を,人事質問表,学校証
明書,以前の勤務先企業における証明書などに限定することも判断の客観性
を高めるのに役立つ｡｢本事業所で職業訓練を受けた者は原則として雇用の請
求権を有する｣という定めもある｡
ドイツでは,縁故採用が行われているという話をしばしばきく｡それは縁
故(Beziehung)の頭~文字をとって ｢ビタミンB｣とも呼ばれる｡社長が熱心
なスポーツフアンである場合に,そのスポーツ種目のできる応募者を優先的
に採用する話もきく()それらの場合でも,指針があればその基準を充足する
ことが必要となる｡また,縁故抹間であっても,後述するように従業員代表
の同意を必要とする｡
配置転換に関する指針では,実例をみると,配転によって労働条件に変更
が生じる,とくに不利益変更が生じる場合には解雇に関する基準により社会
的観点が考慮される｡それに対し,格上げを伴う配転では採用に関する基準
が用いられている｡この昇格配転では標準的な選考基準は,専門的および人
物的適性と勤続年数である｡
格付け変更にあたっては,格下げが行われることもある｡その場合,高齢
者など一定の労働者に対し,降格幅は2賃金グループを上限とするというよ
うに,現状保護を与えることもある｡実例をみると,これは配転に準じて取
り扱われ,格上げの場合には昇格配転と同様に,格下げの場合には解雇と同
二 様に扱われている｡
空 解雇の指針に関しては,径且l二の坪山による解雇では社会的観点に基づく
選考に反しないことが求められる (解雇制限法 1条3項)｡指針もその範囲内
で,それを具体化するために定められる.実例をみると,解雇の重要性を反
映して詳しく定められている｡指針で定められるのは,整理解雇の事案であ
り,要員計画で被解雇者数を抑制する努力をすること,被解雇者の人選基準
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では正当な事業運営上の必要性により一定範囲の労働者が除外されること,
残った選考対象労働者に対 し社会的観点から人選が行われること,その人選
基準などである｡社会的人選の指標は点数表として体系化されている場合も
あれば,それほど厳密に定められていない場合もある｡資料 6は点数表にさ
れた被解雇者人選基準例である｡
二 職業訓練
1 従業員代表関与の意義
労働者の職業訓練のために職業訓練法が定められており,その実施を連邦
雇用庁 (2003年,第3次ハルツ法により,｢連邦雇用エージェンシー｣に組
織 ･名称を変更｡以下,同じ｡)が管轄しているO雇用庁は事業の一環として
労働者の職業訓練のために手当支給や資金貸与を行っている｡52年法以来,
労働者のキャリア形成のために従業員代表が使用者とともに職業訓練に参加
資料 6 整理解雇の人選基準例
ィ.年 齢
20歳以下
21歳～50歳,20歳 を超える年齢ご とに
51歳以上,上記 に加えて50歳を超える年齢ごとに
ロ.勤続年数
1年につき
ハ.被扶養家族
1人につき
こ.資 格
すぐれている
平均より劣る
ホ,そのほか
･配偶者が働らい ている
･資産収入あり
･65歳以上で ,公 的年金が完全に支給されて いる
･健康上の障 害あり
出典 .Betrieb+Personal1983,S6f.
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各1点
各2点
各4点
各15点
+lo貞
-lo貞
--10点以内
- 10点以内
10点以内
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しており,労働者の訓練を促進することが義務づけられているO 前述の要員
計画と相まって,これは技術革新が進むなかで技術面で時代遅れになること
なく労働者の雇用を確保することにつながるOまた,転職の可能性を含めて,
労働者の多様な職業生活の展開を叶能にする｡この点で,日本では職業訓練
が企業内訓練 (OJT)を中心に使用者ペースで進められるのと異なる｡従業
員代表が参加する目的は,労働者の人格と尊厳を確保するためであるO従業
員代表が参加することにより,制度運用が透明になり,労働者の利益を考慮
した提案が行われやすい｡
生産方法や技術革新の絶え間ない進展のなかで,企業内訓練の必要性は高
まっている｡経済社会学研究所 (WSI)調査 (2002年)(7)によれば,民間企業
の従業員代表の48%が.官庁の公務員代表の55%が,継続教育訓練を従業員
代表が当面している課題であると回答し,その比率は高まっているOまた,
労働協約によって職業訓練を推進する動きも目立つ｡ただ,従業員代表がこ
れを有効に推進しようとすれば.代表委員のなかで専門家を育てていかなけ
れば実りある参加はできないであろう｡このような動向を受けて,01年法改
正により雇用確保およびそれと密接にかかわる職業訓練に関する従業員代表
の参加権が強められた｡
2 職業訓練の促進
使用者と従業員代表は,事業所の要員計画の範囲内で,関係行政機関と協
力して,労働者の職業訓練を促進しなければならない｡使用者は従業員代表
の求めに応じて職業訓練の必要性を調べて通知し,事業所の労働者の職業訓
練の問題を協議しなければならないLlこれに関して.従業員代表は提案する
ことができる (96条1項)r,
まず,従業員代表の求めがあれば,使用者は職業訓練の必要性の有無を通
知しなければならない｡その通知を受けて,使用者と従業員代表が,必要が
あれば職業訓練を実施するか否か,およびその方法を,関係する労働者の意
見を聞きながら協議することになる｡
使用者と従業員代表は,事業運営上の必要性を考慮したうえで.労働者が
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事業所内外の職業訓練措置に参加できるように配慮する｡その際に両者は,
中高年労働者,パー トタイマーおよび家庭責任を有する労働者の利害を考慮
しなければならない (96条2項)｡
3 職業訓練の施設と措置
使用者は従業員代表と,職業訓練のための事業所内の施設の設置および備
品,事業所内の職業訓練措置の実施および事業所外の職業訓練措置への参加
に関して協議しなければならない (97条1項)｡
関係労働者の職務が変更され.その者の職業的知識と能力では従来の担当
職務の遂行 を困難にす るような措置 (技術的設備,作業方法(Arbeits-
verfahren),作業工程もしくは職場)を使用者が計画または実施 した場合に
は,01年改正により,従業員代表は事業所内の職業訓練の措置の実施にあた
り共同決定 しなければならず,合意が成立しない場合には仲裁手続に移行す
る (97条2項)｡これにより職業訓練にかかわって従業員代表に新たな共同決
定権が付与された｡ここでは使用者は.計画または実施をするか否かの決定
権限をもつにとどまる｡この改正により,従業員代表は職業訓練の計画に参
加することになる｡この目的は,事業所内の資格向上措置により職務を失う
危険性をノ｣､さくし,労働者が技術革新により職場を奪われる,または降格さ
れることを防ぐことである｡これは同時に,使用者が技術革新など企業刷新
をより円滑に進めることを促すことにもなる｡
使用者の措置により労働者が職を失う危険性に対 し,従業員代表は,解雇
にあたっての異議申立権 (102条3項4号)によるだけでなく,この定めによ
り予防的に対応できる｡この規定は,技術革新等により労働者の資格不足が
生じる場合に･使用者は労働者にその旨を通知し対応を相談すること (81条 二
4項 2文)と対応する｡これに集団的レベルで対処するものである｡そのた 冬
めに従業員代表は技術革新等につき,使用者から予め情報提供されている(90
条1項2-4号)｡
ここにおける共同決完では,まず当事者から提案があり,それに基づき話
し合うことになる｡内容は職務変更に伴う労働者の職務保持のための訓練措
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置であり,労働者の昇進のための措置ではない,それは ｢事業所内の訓練措
置の実施につき共同決定する｣と定められているので,事業所外における訓
練措置に対して共同決定は及ばない｢,
解雇にあたっての従業員代表の異議申立事由(102条3項)と整合させるた
めに,訓練措置は,使用者および労働者の双方に期待可能なものでなければ
ならない｡期待可能か否かは,使用者と労働者の利益考量で決定されるが,
使用者側では負担の程度,労働者の資格不足に対する使用者側の責任の程度,
訓練措置の期間および時期などが考慮される｡この決定を仲裁委員会が行う
ときには,期待可能性の判断にあたり,判断の余地(Beurteilungsspielraum)
があり,仲裁裁定の当否が争われるとき,その分だけ司法審査の範囲は限完
される｡
共同決定は事業所協定または規整合意の形で定められるが,後者の場合に
は事業所当事者を拘束するだけであり,個々の労働者には訓練措置の請求権
は生じない｡訓練に安する費用は,一般原則に某づき,当該訓練を必要とす
る事態を引き起こした原田者である使用者が負担する｡
4 事業所内における職業訓練措置の実施
訓練にかかわり,従業員代表には従来から共同決定権が認められている｡
それは,事業所内の職業訓練措置を実施するにあたり,従業員代表が共同決
定することである (98条1項)O
この訓練の範囲は,労働者の日々の労務提供に必要な知識を提供したり,
労働者の資格向 Lに役立つものである｡例えば,協約外職員に対する,｢指導
力｣修得のための訓練措置である｡なお.そのような措置を実施するか否か
こ につき･使用者は単独で決定することができる｡
九 また,訓練実施担当者の任命につき,従業員代表は,その者が人物的また
は専門的な適性を備えていないと考える場合,もしくはその者が任務を怠っ
た場合には,解任を求めることができる (98条2項)｡さらに,使用者が事業
所内で職業訓練措置を実施する,または使用者が事業所外の職業訓練措置-
の参加を労働者の判断に任せる,もしくは使開音がそのような措置に労働者
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が参加するための費用を全部または一部負担する場合には,従業員代表は労
働者またはそのグループがそのような職業訓練措置に参加するにあたり提案
することができる (98条3項)o
三 人事上の個別措置
常時20人以上の労働者を擁する事業所では,使用者は,個々の採用,格付
け,格付け変更および配置転換にあたり,従業員代表に予定人事とそれに関
する情報を提供し,それに関する従業員代表の同意を得なければならない(99
条1項)｡使用者がこれに違反して従業員代表に通知すぜに単独で行う場合に
は,従業員代表は措置の取りやめを求めて提訴することができる(101条)｡同
意を欠く人事措置は,使用者が暫定的な人事上の措置を認められないかぎり,
私法上無効であるOたとえ配転に本人が同意していても同様である｡使用者
が従業員代表の関与なしに人事措置を行うならば,秩序違反として過料を支
払わねばならない(121条)｡従業員代表は後述の同意拒否事由に基づき拒否権
を有している｡従業員代表の同意拒否権は異議申立権とも呼ばれる｡
1 個別措置の概念
イ)採 用
従来の通説によれば,探片目二は,労働者を事業所に受け入れることに関す
る使用者と労働者の意思の合致による労働関係の設定 (労働契約の締結),な
らびにそれと関連した事業所への事実上の編入(Beschaftigung),すなわち,
特定職務への労務提供の受け入れである｡これに対し,BAGは1992年以後,
2度の判決(1992年4月28日,1994年4月13日)を通じて見解を変更した｡新し
い理解によれば･採用とは労働契約の締結ではなく,事業所への事実上の編 二
人をさすoこれは99条の文言とは必ずしも一致しないoBAGがこのように解 tL
釈を変更した理由は,採用過程における従業員代表の関与は,労働契約が締
結される前に,その締結過程に関与させることが有効であるという判断によ
る｡99条における ｢採用｣はそのように,労働関係が設定される前,すなわ
ち使用者による決定の前の過程をさすと理解することが従業員代表が関与す
83
385 ドイツにおける従業員代表の参加権
る趣旨に合致すると解されている｡
企業が派遣労働者を受け入れる場合には,受け入れ企業の使用者はそれに
つき従業員代表の関与 (beteiligen)を必要とするOただし,それは情報提供
にとどまり,従業員代表の同意を必要とするわけではない (労働者派遣法14
条3項)｡
ある特定の雇用が別の新しい契約に変更される場合 (例えば,期限付き労
働者が当初の雇用期限を越えて引き続き雇用される,また,定年年齢を超え
て再雇用される｡),従来から雇用されている労働者が上位の空きポストに応
募し採用される場合,99条が同様に適用される｡
なお,この手続きの運用にあたり,上位ポストへの昇進を望む労働者にとっ
て,昇進には従業員代表の同意が必要であるという法制のもとでは,例えば
従業員代表がほとんど組合員で占められている場合,非組合員の応募者に
とって ｢組合員である従業員代表委員から敬遠されはしないだろうか｣とい
う心理的な圧力が働くことは推測される｡
ロ)格付けおよび格付け変更(81
格付けとは,事業所内の各職務に対応する労働協約の賃金等級を決めるこ
とである｡それに基づき.労働者は自分が配置されている職務の格付けによ
り自分の賃金等級が決定される(職務給)｡協約における各等級に該当する職
務に関する記述の詳しさは産業分野によりやや異なるが,多くの場合,協約
は賃金等級につき抽象的な職務記述および該当職務例を記述するにとどま
る｡たとえば,各職務が必要とする職業的資格および能力,標準的な職業経
験年数,責任度,コミュニケーションの程度,部下指導の程度などを点数化
二 して合計点数で格付けを決めることもある(9'O資料7は小売業における賃金
Ji 協約を示すo事業所内の具体的な職務がいずれの等級に該当するかは･すべ
て事業所で労使により共同決定されるoそのうえで,労働者が採用される場
合には,まず宛われる職務が決められ,その職務の賃金等級は労使で決定さ
れる｡したがって,募集にあたり,当該職務に適用される賃金等級が示され
ている｡
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資料 7 小売業 ･賃金労働協約 (事務系職員,03年 7月締結)
〔グルー701〕職務指標 主に定型的な.または機械的な職務
例 グループ2の要件を充足しない販売員.書類綴じ込み,郵便袋詰め,書き写し,コピー
取り,単純なカードファイル作成,商品ラベル貼り,仕分け ･整理などの業務に従事する職員
〔グルー702〕職務指標 .単純な販売活動で,より高い職務グループの職務指標を充足しない｡
例 販売員.単純な職務の会計担当 (セルフサービス会計を含む),監視活動を含んだ梱包
チ-プルの職員｡インテリア担当職員O倉庫および発送部門の職員.せけ入れおよび発送商品
を専門知識を有して検査する担当職員｡簿記,賃金計算および督促の単純業務.文書保管,統
計.見積もり.会計監査,注文処坤を担当する職員｡速記タイピスト,電話受付担当職員O
〔グループ3〕一般的な指示の範囲内で独立して職務を遂行するo
例 筆頭販売員,仕分け監督,フロア,部門,地域および集計会計ならびに消費市場および
それ以外のセルフサービス会計などの1ランク高い職務を含んだ会計担当04人以内の販売員
を従えている販売主任 (食料品販売を除く(,職業訓練生は05人として計算する)｡ショーウイ
ンドー ･インテリア担当｡倉庫管理者,材料仕入れ管理者,必要な部門および法律に関する専
門知識を有した発送職員｡外国語知識が必要とされる案内業務職員｡簿記係,賃金支払係,ク
レシット問題および顧客苦情処理担当.統計担当,申請に基づき手紙のやりとりを主に単独で
処理するか,または速記タイプで外国語を受信 ･送信するような速記タイピスト 外国語を用
いた電話業務｡
〔グループ4〕当該業務部門に対して独立して責任を持つ職務
例 特大権限を有する筆頭販売員,仕入れ係.販売主任,会計 ･フロア ･販売管理者L14人
を上回る部下を擁する販売グループリーダー(食料部門を除く)D複数の部下を擁するショーウ
インドー ･インテリア担当.外勤における顧客相談業務を伴う室内インテリア担当｡倉庫への
入荷 -出荷および保管を受け持つ独立した倉庫 ･材料管理者.家屋検査を代表する家屋管理者D
外国語翻訳のための速記タイピスト,独立した秘書｡
〔グループ5〕課題領域に対して責任を負う,または指示 ･処分権限を有する管理的業務
例 ●部門長 (仕入れ,販売,総会計,総簿記,専門教育.家屋監視.家屋管理,インテリア
など),専任専門教育O中央倉庫または発送部門の責任者.処分 .仕入れ権限を伴う支店長なら
びにlO2万ユーロ以上の年間売上を擁する販売所 (食料部門を除く)の長,食料部門の地区長お
よび販売責任者｡
賃金表 (月額,単位 ●ユーロ)
グループ1 グループ2
1 1333.-
2.1404-
3.1480.-
4 1551-
グループ3 グループ4 グループ5
2070.- 開始時賃金
2207- 2893-
2364.--
2573-
注 :各グループに記載されている左側の数字は経験年数に基づくランクをさす｡
出典 岡山大学法学会雑誌54巻4号256-257討｡
畢 畢 畢 『 『
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使用者が協約の拘束をうける使用者団体の構成員でない等の理由により,協
約に基づく賃金支払を受けていない労働者は,事業所協定または使用者が一
方的に定めた賃金規程などの事業所で慣行的な支払の適用等級の決定が,｢格
付け｣に相当する｡そのような賃金規程がない事業所では格付けは行われな
い｡使用者は格付けのために賃金規程を定めることを義務づけられてはいな
い(BAG 2000年12月12日判決)｡
また,上級職である協約適用外職員の格付けも,本来は原則として従業員
代表の共同決定に服する｡しかし,事業所で適用されている賃金規程が適用
されない労働者の場合には,共同決定は及ばない｡その結果,たいていの協
約外職員の格付けには,実際には従業員代表の共同決定権は及ばない｡その
場合には,その者の賃金額は,協約上の最高賃金額を上回ることを前提に,
使用者と本人の間で個別に合意される｡
派遣労働者を受け入れる場合,労働者派遣法改正(2002年)により,派遣労
働者に同一賃金原則が適用されるようになったことが重要である(10㌧すなわ
ち,人材派遣業を営むには,業者は毎年行政官庁の許可を得る必要があるが,
官庁は,派遣先企業(Entleiher)の比較しうる労働者に適用されている賃金等
重要な労働条件が派遣労働者に提供されていない場合には,許可を与えない
(派遣法3条1項3号)｡ただし,派遣労働関係に適用される協約が異なる取
り決めを許容する場合,または,業者が失業者を雇用したことにより6週間,
賃金につき特別扱いされる場合などを除く｡派遣労働者の賃金格付けで実際
に関与するのは派遣元 (人材派遣会社)の従業員代表である｡この法律改正
二 組合と協約で取扱いを定めることを追求する傾向にあり,その結果,派遣労
全 働者は派遣先の同格の労働者に比べjtばなお低いものの,従来に比べ協約を
通じて派遣労働者の賃上げ,労働時間短縮が大幅に進んでいると伝えられる｡
2002年の派遣法改正により,派遣先が派遣労働を利用する経済的メリットは
かなり乏しくなった｡
格付け変更とは,すでに決定されている格付けを見直して変更することで
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ある,Jこれには,担当職務が変更され,新しい職務が従来の格付けと異なる
場合,労働契約は同じであっても協約改定により格上げまたは格下げになる
場合,さらには,事業所当事者 (使用者と従業員代表)がある職務の格付け
を見直す場合などが該当する,
ハ)配置転換し1)
配置転換は,本人の健東上の支障など本人側の事由,または企業の事業運
営上の必要性など使用者側の事由により実施される｡法律は,配置転換を,
｢1カ月を超えることを予完する,または,労務提供の状況が著しく変更さ
れるような,他の職務領域-の配置｣(95条3項)であると定める｡
まず,期間的に1カ月を超える,または労務提供の状況の著しい変更が必
要である｡前者では,一時的な業務変更である応援(Umsetzung)のうち,1
カ月を超えず,かつ,作業状況の重大な変更を伴わないもの (たとえば,柄
気や休暇に伴う短期的な代替就労)は,共同決定の対象ではない｡現場の取
扱いに任される｡)それに対し,1カ月を超える応援は該当する｡また,後者
では,｢労務提供の状況 (いわゆる労働の外部的条件)が著しく変更される｣
とは,量的または質的に評価された身体的または精神的負担の増減,通勤時
間の大幅な延長や通勤事情の悪化などをさす｡重要なことは本人の置かれて
いる条件にとってそれが有する意味であり,事業所内の事情に通じた者の目
からみて別の職務であると客観的に判断されることが必要である(12)｡職務遂
行に宿泊が必要となることも該当する｡出張 (外国出張を含めて)はすべて
が該当するわけではないが,条件によっては該当する｡他方で,労働時間の
配置や延長は通常はこれには該当せず社会的事項 (87条)に分類されるが,
それに伴って生じる事情によっては該当することがあるoさらに･質的変更 二
としては典型的には格付け変更を伴う場合であるが,それを伴うことなく労 仝
/ヽ
働者が同じ職場で従来通り働いていても,いくつかの業務が追加されるとこ
とにより質的に著しい変更と判断されることがある｡例えば,職員に使用者
から事業所内の情報保護委員が任される場合である｡また職務の重要な一部
を外される場合 (例,彼が名目的な役職のみ与えられ.8時間のうち6時間
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が特に何もすることがない場合,また,自動車販売貝が従来彼の労働時間の
4分の1を占めていた店内勤務を奪われる場合)である｡量的変更としては,
新しい業務が追加されて業務量がそれにより2割増えた場合である｡また,
労働条件が大きく変化した場合も該当する｡例えば,従来はタイプライター
を用いて作業していたのが,コンピューター便利 こ切り替えられる場合であ
るO
つぎに,｢他の職務領域への配置｣であることが必要である｡それは,過
常,労働の場所,提供される労務の課題ないし内容,事業所内組織における
位置および環境が変化する場合をさす｡それと関連してさらに広く解され,
例えば,事務員が取締役秘書に昇進する場合,また,機械工が部下2-3人を擁
する自動化された部門に配置換えされる場合も該当する｡それゆえ,配転に
より業務が集中や高度化することが,従業員代表の共同決定(99条)により妨
げられる可能性がある｡また,ある事業所から別の事業所への配置換えは,
当該事業所にとって配転には該当しないが,労働者を受け入れる事業所に
とっては採用を意味し,受け入れ側の従業員代表の同意を必要とする｡
判例が,賃金のより低い職務への配転を使用者が一方的に命じることを原
則として無効とみていることは法的に重要である｡ただし,労働契約で異な
ることが合意されている場合を除く｡この点では,先見の明のある使用者に
は多様な選択肢があり,個々の点で交渉することの少ない労働契約のなかに
対応する文言を定めることで対処できる｡
なお,｢配転｣という用語では,労働契約上のものと事業所組織法上のもの
を区別する必要がある｡事業所組織法では95条の定義による｡それに対し,
二 労働契約上の定めは.一定範囲内で当事者が自由にその文言を使用すること
豊 ができるD例えば･職種や勤務地の変更につき本来は労働者の同意が必要で
あるのに,使用者に大幅な裁量を認める (拡張条項)こともできる｡例えば,
協約外職員は勤務地変更につき使用者に包括的に一任していることがしばし
ばある'131｡それでも,遠隔地転勤にあたっては本人の了解を得ることが通常
であるといわれる｡また,転勤自体が少ないので単身赴任も稀である｡共同
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決定は法律行為として基礎になっている労働契約上の配転規定とは関係な
く,事業所組織法上のそれを対象とする｡また,たとえ本人が配転に同意し
ても,従業員代表の配転に関する共同決定権行使にとって妨げとはならない｡
それが法律が定める要件に該当するかぎり,共同決定の対象となる0
99条に基づく権利は,従業員代表によってさほど頻繁には行使されてはい
ない｡ある調査(14'によれば,調査された従業員代表の13%が配転および応援
にあたり同意拒否権を行使している｡
2 使用者による通知
使用者は,前述の個別措置につき,人事予定を従業員代表に伝え,従業員
代表がその是非を判断できるように十分な情報を提供しなければならない
(99条 1項)｡判例によれば,採用にあたり使局者は候補者として提案されて
いない他の応募者に関する資料も提供しなければならない｡ただし,従業員
代表は採用面接-の同席を請求できるわけではない｡締結予定の労働契約を
使用者が知らせる義務はない｡
ここでは人事に関する提案権は常に使用者が有し,従業員代表は使用者に
何らかの人事措置を強要することはできないO応募者のなかで,従業員代表
が特完の人物が適任であると考えても,せいぜい従業員代表はそれを使用者
との協議で話題に出し,使用者が任意にそれを採用して候補者にする可能性
があるにとどまる｡原案は常に使用者が提案するので,使用者からみて望ま
しい (例,忠誠心がある｡)と判断される応募者が提案されることが多い｡こ
の点では,人事権(personalhoheit)は明確に使用者が有する0
3 同意拒否の事由
従業員代表は,つぎの6つの事由のいずれかに該当する場合にかぎり,同
意を拒否することができる(99条2項)｡すなわち,
(1) 人事上の措置が法律,命令,災害防止規程,または労働協約もしくは事
業所協定の定め,または判例もしくは官庁の命令に違反する場合｡
例えば,事業所内の情報保護委員の任命にあたり,予定者が連邦情報保護
法28条2項で必要とされている資格を備えていない場合,協約上は再雇用義
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務があるにもかかわらず,欠員となる職務に部外者を当てる場合,格付けが
協約の定めに対応 しない場合である｡協約が一定比率の労働者につき,協約
所定の標準労働時間を超えて働くことを認めている場合 (例えば,標準は過
37時間であるのに対 し,労働者の10%まで週40時間で働 くo),従業員代表は
その比率を超える結果になる取扱いに同意を拒否できる｡
パート･有期雇用法は,合理的理由なく2年を上回って期限を付すことが
できない旨定める(14条2項)｡しかし.使用者がそれに反して採用すること
を提案する場合に,従業員代表は採用提案が法律違反であるとして同意拒否
することはできないと解されている｡その理由は,当該法律はかかる雇用を
禁止しているのではなく,合意された契約終了のみを禁止していると解され
ているからである′1J')0
(i) 人事上の措置が95条に基づく選考指針に違反する場合D
この取扱い (同意拒否)は,従業員代表が事業所協定を使用者に遵守させ
るうえでは,違反にあたり労働裁判所の手続きに訴えるよりも実効性がある
といわれる｡
(lュi) 人事上の措置によって,事業所に雇用されている労働者が解雇またはそ
の他の不利益を受けることが事実に基づいて懸念される場合｡ただし,経
営上の理由または労働者本人に起因する理由によって正当化される場合を
除くっ期限の定めのない採用の場合には,同程度に適した条件の期限付き
雇用の労働者を考慮しないことも不利益にあたるLl
これに該当するのは,例えば,リーン生産方式の導入により役職数が減り,
解雇制限法 1条3項に基づく社会的選考が行われることなく,空席になった
二 役職に就いていた労働者が配置換えされる場合であるLl
I_t 仕事の受注状態が減少気味で短期間に回復できる具体的な見通しのないも
とで新規に採用することは,在職中の労働者の雇用を危うくさせるので,そ
れに対 し従業員代表は同意を拒否できる｡このような採用停止の是非を検討
するためには,従業員代表は企業の経済的状態に関して包括的に情報提供さ
れる必要がある｡採用が在職する労働者の昇進チャンスを危うくさせる場合
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にも,ここでいう ｢不利益｣が存在する｡
ある労働者がその部署から外され,それにより彼が従来担当してきた業務
が同僚に肩代わりさせられるならば,そこに残る労働者には不利益が生じる
といえる｡担当業務がなくなる労働者が他の職務に配置換えされ,玉突きで
他の労働者が経営上の理由により解雇される場合には,本号には該当しない｡
解雇された労働者が担当していた職務が他人によって代替される場合,被
解雇者がそれを裁判で係争中であり勝訴の見込みがないとはいえないときに
は,従業員代表はこの代替に異議を唱えることができる｡
2001年法改正により,期限の定めのない労働者を新たに採用することが,
すでに期限付きで雇用されている同じ職務の労働者の不利になるときには,
その新規採用を従業員代表が拒否できることになった｡これにより,一旦期
限付きでもその企業に採用されれば,その企業で空きポストが出てきたとき
に期限の定めのない労働契約に変更されるうえで間接的に有利になった｡ こ
れは新 しい発想である｡これにパート･有期雇用法9条が関連 し,労働契約
で合意されている所定労働時間を本人が延長することを希望 し,そのように
取り扱えばその者が適任であるときには,その者も考慮することが義務づけ
られる｡これを考慮 しない人事措置は違法であり無効となる｡
また,老人福祉施設で,ある介護職ポストの採用にあたり,当該施設に雇
用されていた重度障害者と外部の派遣労働者の選考が行われ,使用者が人件
費の低さを理由に派遣労働者を採用提案することにつき,従業員代表が,応
募した障害者がその障害のゆえに従来の職位では引き続いて雇用されること
に懸念が残ることを理由に,派遣労働者の採用提案に異議申立 した事案で,
労働裁判所は.重度障害者の権利が問題となる場合には使用者の採用の自由
は制約されるとして,従業員代表の異議申立を正当としたし16)0
(1V) 当該労働者が,人事上の措置によって不利益取扱される場合｡ただし,
経営上の理由または労働者本人に起固する理由によって正当化される場合
を除く｡
これが関係するのは,配置転換に伴い格付けの低い職務に移 り賃金が下が
!71
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ることである｡それは労働者にとって不利益であり,本号に該当する｡
通常,配転等に本人が同意している場合には,その者には不利益は生じな
いと解される傾向にある｡しかし,ここにおける従業員代表の参加権は集団
的利益をはかる目的であり,仮に本人が同意していても,それが本人からの
申し出によるのでないかぎり,不利益に該当するという見解もある｡また,
複数の同格の職務が廃止され,関係労働者の一部の者だけ別の同格の職務を
与えられる場合に,使用者が社会的選考を行わなかったならば,低い格付け
の職務-の労働者の配転につき同意を拒否することができる｡
(V)93条に基づいて必要な事業所内における欠員補充の公募が行われなかっ
た場合｡
この定めは,使用者がこれに関する従業員代表の要求を受け入れない場合
に使用者にとって圧力となる｡
(vl) 人事上の措置で予定されている応募者または労働者が,違法な行為また
は75条1項に含まれる原則の重大な侵害,とりわけ人種差別的または外国
人排斥的な行為によって事業所の平穏を乱すことが事実に基づいて懸念さ
れる場合｡
これは濫用されるおそれがあるので,限定的に解釈されているOそのよう
な懸念が特定のグループに所属することに由来するのではなく,その個人に
よるという事実に基づいて判断されている｡,
4 暫定的な人事措置
従業員代表が同意を拒否する場合,理由を添えて書面で伝える｡記載に求
められる詳しさは,使用者の説明の詳しさとの比例で判断される｡すなわち,
二 使用者側が措置に先立って行った理由付け (例,採用にあたり企業の受注状
八 態)がさほど詳しくなければ,それに対応して従業員代表の拒否の理由付け
もさほど詳しいものは求められない｡ただし,法律条文を反復するような記
述や事実を述べるだけでは,拒否理由としては不十分である｡
使用者が従業員代表の同意拒否を受け入れたくない場合,同意拒否に対す
る対抗措置は,使用者側がとらなければならない｡この点で,52年法では,
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採用にあたり従業員代表が異議を表明し,それを確定させるためには従業員
代表側がその主張に根拠があることの確認を求めて提訴することが必要で
あった(61条2項)0 72年法改正でこのようになった｡
なお,使用者が客観的な理由に基づいて緊急に人事措置を必要とする場合
には,従業員代表が態度を表明する前に,または同意を拒否した場合にも,
99条 1項 1文の意味における人事上の措置を暫定的に実施することができる
(100条1項)｡この場合,使用者は従業員代表に遅滞なく暫完的な人事上の
措置を通知しなければならない (100条2項)｡従業員代表が,措置が客観的
な理由に基づいて緊急に必要であることに異議を唱える場合には,従業員代
表はそれを使用者に遅滞なく通知しなければならない｡さらに,使用者の違
反に対し,強制金制度によって履行を間接強制する定めがある (101条)O
四 解 雇(17)
使用者は解雇にあたり,一万で,解雇制限法の定めにより,解雇理由の点
で規制されている(18)｡他方で,手続面において従業員代表による集団的規制
が及んでいることが特徴的である｡手続規制の内容は,使用者による意見聴
取と従業員代表による意見表明である｡
解雇には,普通解雇,特別解雇 (aufゝerordentlicheKdndigung,即時解雇
ともいう｡)および変更解約告知(191の区別がある｡普通解雇は予告手続を必
要とし,特別解雇は予告がいらないものであるO変更解約告知とは,使用者
が労働者に契約上の労働条件変更を提案し,労働者がそれを受け入れない場
合に労働契約を解約 (解雇)するという取扱いである｡
なお, ドイツでは解雇紛争のほとんどは裁判官の提案に基づく補償金和解 二
により終了するといわれるOすなわち,使用者は解雇が違法だったと信じて Jot
いたとしても補償金支払いに応じる傾向があるといわれる｡その理由は,仮
に労働者が後に敗訴しても使用者は解雇無効が確定するまで賃金を支払わな
ければならないからである(20㌧
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1 通知と意見聴取
解雇にあたり,使用者は従業員代表に解雇理由を通知し.従業員代表の意
見を聴取 しなければならない(102条 1項)o
イ)通知内容 使用者は,解雇決定にあたり考慮 したすべての事情につき
情報を提供 しなければならない｡そのなかには.労働者の年齢,家族状態,
勤続年数など,解雇の当否を判断するのに重要な社会的データが含まれる｡
また,解雇の種類 も含まれる｡一旦,普通解雇であるとしておきながら,後
に特別解雇に変更することは,手続上のミスとなる｡
最も重要なのは,解雇理由である｡使用者は従業員代表に,解雇に根拠が
あるか否かを判断するために十分 な情報を提供しなければならない｡単に,
受注不足,欠勤(Fehlzeit)または忠実義務違反というだけでは不十分である｡
受注不足であれば,不足の程度と受注不足が当該労働者の職務を不要とする
ことの関連性を裏付ける情報を提供しなければならない｡欠勤ではその頻度,
欠勤によりいかなる支障が生 じているか,病気欠勤などが今後も予想される
かなどが通知される必要があるO労働者の態容に起因する特別解雇では,具
体的な事情が説明されねばならず,嫌疑に基づく解雇では必要とあれば目撃
者の氏名も通知される〔そして,使用者は事実を偏って選んで通知すること
は許されないが,解雇に不都合な事情に触れないことは許される｡さらに,
ほかの方法で雇用を継続する可能性がないことが示されねばならない｡労働
者が採用されて6カ月に達しないために,または解雇制限法の適用規模 (常
時6人以上雇用される事業所に対 してのみ適用される｡解雇制限法23条 1項
2文)に達しないために解雇制限法が適用されない場合でも,この手続きは
求められる｡
経営上の理由による解雇 (整理解雇)にあたり,社会的選考では特別な問
題が生 じる｡以前の BAG判決によれば,使用者は人選基準を自ら定めるこ
ととされ,ただ,従業員代表の求めがあれば,他の労働者の社会的データを
示さぬばならなかった｡しかし,最近の判例によれば,使用者は最初から手
の内をすべて示 し,選考過程に関わる労働者全員の社会的データを通知しな
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ければならない｡これは,経営 し正当な利害があるために解雇対象者から除
外される労働者に関しても同じであるLlその限りで,解雇対象除外者に関し
ても従業員代表が見解を表明できるよう配慮しなければならない｡解雇が複
数回行われる場合には,それぞれの解雇につき意見聴取の手続きが行われる
ことになる,J
ロ)手続き 通知は議長宛に行われる｡従業員代表側では,議長単独で,
または会議を開いて態度を決定する｡実際にはたいてい会議が開かれている｡
検討の結果,従業員代表が普通解雇に対し疑義を抱いた場合には,従業員代
表は理由を添えて遅くとも1週間以内にそれを使用者に書面で通知しなけれ
ばならない (102条 2項)｡特別解雇の場合には,回答は3日以内に通知され
る必要がある｡判例によれば,大量解雇の場合には,この期間を双方の合意
に基づき延長することができる｡期間延長の要請を使用者が断ることは権利
濫用になると解されている｡使用者の延長要請拒否は信頼に満ちた協力の原
則に違反し,従業員代表としては解雇事案の当否を詳しく検討することが難
しくなる｡
もしこの期限内に従業員代表が態度を表明しない場合には,解雇に対 し同
意したものとして扱われる(102条2項)｡有効な意見聴取の妨げにはならな
い｡ただし,使用者がこの期間経過前に解雇通告すると,別の判断要素が加
わる｡例えば,使用者が予定している普通解雇を4月3日に従業員代表議長
に通知し,議長が使用者と合意して従業員代表会議を招集しないなかで,使
用者が4月8日に労働者に解雇通告するという事例では,有効な聴取とはさ
れないoLかし,議長が自分の判断で会議を招集せず,4月7日に使用者に
対して,従業員代表としては解雇に異議のない旨を回答している場合には,
有効な聴取手続とされるo会議を聞くか否かは･従業員代表の内部問題であ 太
る｡
ハ)関係労働者からの意見聴取 従業員代表は,必要であると判断すれば,
態度を表明する前に関係労働者から事情を聴取することができる(102粂2項
4文)｡なお,この手続きの利用頻度につき,マックスブランク研究所の調査
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(1977年)によれば,解雇通告された労働者の45%が従業員代表から事情聴取
されたと回答している｡
こ)聴取手続 ミスの法的効果 解雇にあたり従業員代表から意見聴取が行
われない,または規定通 りには行われなかった場合,手続違反の理由により
解雇は無効となる(102条 1項)｡事後に違反を繕っても治癒されない｡解雇に
異議のある労働者は通告から3週間以内に労働裁判所に提訴することが求め
られているが(解雇制限法4条),この手続違反による無効は,この3週間の
経過後でも同じである｡BAGの判決によれば,意見聴取が行われなかった場
合には,当該労働者は明らかに無効な解雇であることを理由に引き続いて雇
用することを求めることができ,また,解雇制限法9条および10条に基づ く
労働裁判所における労働関係をめぐる手続 き(21)は適用されない｡この点で
は,特別扱いされる｡
使用者はこの手続きにあたり自己のリスクを負うことになる｡すなわち,
従業員代表に十分な情報が提供されていないとされれば,意見聴取手続には
欠陥があり解雇は無効とされる｡疑わしい場合には,使用者は意見聴取手続
が正しく履行されたことを証明しなければならない｡
マックスブランク研究所の調査によれば,解雇にあたり従業員代表に通知
されていないのは,調査企業の6%である(221｡
2 従業員代表の異議申立権
普通解雇の場合,解雇が一定の事由に該当すれば従業員代表は異議申立で
きる(102条3項).その意味で,条文の見出しになっている ｢共同決定｣は正
確ではない｡この異議申立は解雇を無効にするものではないが,後述する継
二続雇用の義務を使用者に生じさせるo
圭 異議申立事由は･つぎの5つに限定されている｡
吊 使用者が解雇される労働者の選考にあたり,社会的観点を考慮 しない,
または十分には考慮 しなかった場合,
｢社会的観点｣とは,解雇によって被る不利益の大きい者をより厚 く保護
するという人選の観点であり,年齢,勤続年数,扶養義務の程度および重度
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障害の有無を重要指標とし,さらに労働災害または健康に有害な業務に起因
する疾病,近親者の介護の必要,配偶者の収入程度,片親で子育てをしてい
ること,および労働市場における再就職可能性などの事情を考慮して被解雇
者の人選を行うことが必要である(23)〔24)0
なお,本号を理由とする異議申立では,従業員代表は当該解雇が法定事由
に該当する理由を述べる必要はあるが,別のよりふさわしい解雇候補者の名
前を挙げることまでは求められない｡
(1i) 解雇が95条に基づく選考指針に違反する場合,
使用者と従業員代表が合意して作成した選考指針には,解雇の項目では整
理解雇の社会的観点を中心に定められている｡ほかに労働者本人に帰貢する
場合の判断基準を定めることもある｡
(il)解雇される労働者が,同一の事業所または当該企業の別事業所の他の職
場で,引き続いて雇用することが可能な場合,
ここでは,従来の職場で引き続いて雇用されることは想定されていない｡
(lV)期待可能な再訓練措置または継続訓練措置の後に,引き続いて労働者を
雇用することが可能である場合,
これは3号を補充する意味があり,また,97条2項 (事業所内の職業訓練
にあたっての共同決定)と関連する｡すなわち,技術革新や合理化措置を行
う場合には,新しい技術等に対応できない労働者がしばしば出る｡合理化に
あたっては,長期的な計画により ｢過剰雇用｣を避けることの可否,それに
よる企業の費用節約効果の程度が考慮される｡それは基本的に,定期協議,
要員計画および職業訓練計画で対応される｡しかし,それによってもなお対
応しきれない場合,本件解雇は使用者により大きな負担を求める可能性があ 二
る｡したがって,ここで問題となるのは,特別な事業所内の理由または労働 王ノヽ
者本人に起因する理由により,訓練が期待できない場合である｡例えば,一
定期間内に明らかに成果を期待できない場合,労働者が訓練に同意しない場
令,または訓練終了時に空席の職場を予定できない場合である｡
｢期待可能な｣措置であるか否かは,個別事案ごとに判断される｡そこで
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は使用者側の利害と労働者側のそれが比較考量される｡その具体的な考慮内
容は,論者によりやや異なる｡ある論者によれば,使用者側では,労働契約
における職務記述,特に,採用にあたり再訓練が必要であることがすでに想
定されていたか否かが重視され,労働者の従来の職務年数と彼の年齢も重要
であるとする｡さらに,再訓練の費用,労働者の能力に照らし十分な訓練成
果の見通し,再訓練または継続訓練に必要な事業所内の設備の有無などが考
慮されるt25).別の論者によれば,使用者側の技術的経済的可能性と労働者側
の資格向上の必要性が比較され,労働者の従来の勤続期間と今後の勤続期間,
訓練成果の見通しが考慮されるというo経済的費用負担だけが取 り出される
ことはない｡そのような訓練を必要とするに到った責任が使用者に大きいほ
ど,技術革新,事業変更または作業環境変化による影響に対 し資格を向上さ
せる必要性は高 くなる｡さらに,勤続年数の長さも重要な役割を果たす(26)0
なお,判例によれば,通常,労働者により高いレベルの職務のために継続訓
練させることを使用者には期待できないとされる(27-0
4号に基づ く異議申立権と97条2項 (職業訓練措置)に基づく共同決定権
の間には朝互作用がある｡後者の共同決定権によって,従業員代表は,使用
者の措置によって生じた労働者の資格不足にあたり,当該労働者が訓練およ
び継続訓練され,従来の職場または従来の職務内で雇用を確保される目的で,
事業所内の訓練措置を予防的に実施することができる｡この予防的な共同決
定は,4号に基づ く阻止的な異議申立権に比べて解雇される危険がなく,か
つ,従業員代表は使用者に対し,再訓練または継続訓練を受けるべきだった
と事後に主張しても実効性がないという利点がある｡
使用者が97条 2項に基づく共同決定権を軽視して解雇を行っても,解雇は
無効となるわけではない｡なぜならば.共同決定権を考慮することは解雇の
要件ではないからである｡それでも,従業員代表には,使用者に対して共同
決定手続の確完まで解雇を除外する旨の不作為請求権がある｡97条2項の共
同決定権は集団的性格を持たないので,1人ひとりの労働者につき該当する
ならば主張できる｡
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(V) 契約条件を変更すれば労働者を引き続いて雇用することが可能であり,
かつ,労働者がそれを了解している場合｡
契約条件変更とは,担当職務,労務提供場所,賃金および労働時間など,
労働契約で定められている労働条件の変更をさす｡本引 二基づ く主張では,
珍しく従業員代表側が主導権をとることになる｡従業員代表がこれを主張す
る場合には,本人にその旨の同意を事前に得ておくことが前提となる｡その
ような変更がすでに使用者側から本人に提示されている必要はない｡使用者
側が解雇を検討 している過程で,もし使用者と労働者が契約条件変更に合意
すれば,この条文における従業員代表を通じた契約条件変更には該当しなく
なる｡使用者の提案よりさらに有利な内容の変更が可能であると従業員代表
が考えて,変更幅をめぐって争う際に,本号が利用されることもある｡
なお,以上の102条3項の異議申立では.従業員代表が権利行使する際に情
報面でかなりの不利があると指摘されている｡すなわち,どの職場にどの程
皮,労働者を継続雇用する職務の余地があるかにつき,従業員代表は必ずし
も十分な情報をもっていない｡そのために,BAG判決の中には,従業員代表
側が,関係する労働者の職業的資格,従来の担当職務や勤務地などに関する
概要を述べることで足りると判断する例がある｡さらに,本条3項に基づき
従業員代表が解雇に異議申立したにもかかわらず,使用者が解雇を行う場合
には,使用者は解雇通告にあたり労働者に従業員代表の態度表明の写しを交
付しなければならない (102条4項)｡
3項の異議申立の行使状況をみると,普通解雇事案の 1割足らずで従業員
代表は異議申立している(281｡過半数の解雇事案では従業員代表は解雇に同意
しているoさらに,従業員代表が異議申立した事案のうち,3分の1で労働 二
者は解雇訴訟を起こしてるo異議申立がさほど多くないことにつき,1週間 志
以内に書面で該当理由を添えて回答することが従業員代表にとってさほど容
易でないことが指摘されている｡
3 継続雇用
従業員代表が普通解雇に対 し異議を申し立て,かつ,労働者が解雇制限法
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に基づいて地位確認の訴えを起こした場合には,労働者の求めがあれば,使
用者はこの労働者を解約告知 (解雇通告)期間経過後も法律紛争が確定的に
終結するまで労働条件を変更することなく引き続いて雇用 しなければならな
い (102条5項)｡いわゆる,継続雇用であるし2㌔ 使用者が継続雇用に応じな
い場合には,労働者は裁判で仮処分を求めることが必要となる｡継続雇用が
利用されている頻度は,マックスブランク研究所の調査によれば,解雇され
た労働者のうち0.04%であると推定されている｡
継続雇用により労働者は解雇紛争中,生計のため他の勤務先を探す必要も
なく就労しながら訴訟することができるので,労働者にとって有利である｡
これがなく,他の勤務をしながら裁判で争うことは,その期間中の苦労が大
きいとともに,勝訴しても元の職場に復帰することが容易ではない(30､｡
なお,使用者の申立に基づき,裁判所は以下の場合に,使用者は仮処分に
より継続雇用義務から免れることができる｡すなわち,労働者の訴えに捗訴
の十分な見通しがない等の場合,労働者を継続雇用することが使用者に過重
な経済的負担をもたらす場合,または,従業員代表の異議が明らかに根拠を
欠いている場合である｡
4 従業員代表委員らの解雇保護
解雇の取扱いのなかで,従業員代表委員等に対しては,使用者によって解
雇される懸念なくその職務を遂行できるように特別な配慮が行われている
(103条)っすなわち,従業員代表や選挙管理委員会等の各委員ならびに立候
補者の特別解雇には,従業員代表の同意を必要とする｡なお,従業員代表が
その同意を拒む場合に,使用者は一定要件のもとに労働裁判所で,従業員代
二 表の同意に代替する決定を得ることができる｡なお･これは普通解雇には及
阜 ばないっ
従業員代表らに対 しては,配置転換により委員職を失わせるような場合に
も特別に配慮されている｡
5 事業所の平穏を乱す労働者の排除
労働者が,違法な行為により,または公正処遇など75条 1項に挙げられて
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いる諸原則に重大に違反して,とりわけ人種差別的または外国人排斥的行為
により事業所の平穏をくり返し著しく乱す場合には,従業員代表は使用者に
対しその者の解雇または配置転換を求めることができる (104条)｡従業員代
表は,必要とあればそれを労働裁判所の助力を得て実施することができる｡
この取扱いが労働者の職業選択の自由を制限するおそれがあることに鑑み,
｢事業所の平穏を乱す｣か否かの判断は慎重に行われる必要がある｡
このなかで,人種差別的または外国人排斥的行為の排除は,01年法改正に
より定められたものである｡ ドイツで外国人排斥の動きが活発化してきたこ
とを受けて,従業員代表の一般的任務に,外国人労働者を事業所に融和させ
ること,事業所における外国人排外主義克服のための措置を提案することが
追加された(70条 1項4号,80条 1項7号)｡それに基づき,従業員総会の議
題の一つに外国人労働者の統合が追加されることになり(43条2項3文,45条
1文),任意の事業所協定の規整事項の一つにこのための措置が追加された
(88条 4号)Oそのうえで,人事上の個別措置として,このような懸念がある
ときには,従業員代表はその者の採用 ･配置換えを拒否 し,場合によっては
使用者に解雇を要求することができることになった(99条2項 6号,104条)0
この規定の意義として,従来から出自,人種,宗教,性などを理由とする
差別的取扱は禁じられてきたが(75条),これに人種差別主義および外国人排
外主義が補充 ･追加されたことを意味する｡これらの定めはEU指針(2000
午)に基づく具体化でもある｡これを事業所組織法に定める必要があるか杏
か.すなわち職場においてこれが首尾よく運用されていないことが人々の排
外主義を拡大 しているといえるか否か,見解の対立がある｡01年法改正は,
職場においてそのような傾向があるときには,それが社会にも継続的にマイ
ナス影響を及ぼすのではないかという考えに基づいている｡
この点に関する最近の動きとして,嫌がらせ(Mobbing)がこれに該当し,
それは職場に多数あると報告されている｡例えば,職場における社会的関係
に村する侵害 (例えば,他の同僚から隔離される,情報や会議から遠ざけら
れる｡)や職業 ･生活状況に対する侵害である｡それは同僚間で行われること
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もあれば,上司から行われることもある｡全国で150万人以上の被害者がある
と伝えられる'3lJ｡
五 職場,作業工程および作業環境の編成
直接に ｢人事的事項｣に関することではないが,つぎのような特色ある参
加がある｡便宜上,ここに記述する｡
これは労働の人間化にかかわることである｡ ドイツでは1960年代に技術革
新が進展するなかで,新技術に伴う新 しい労災 ･職業病の発生,単調労働と
ストレスの増大,能率給への依存に伴う問題などが発生 し,従来の人事管理
の見直 しが求められていた｡そこで,政府部内に研究チームが設置され(1974
年),それをめぐる現状と解決策につき検討が開始された｡そこでは,安全の
向上,職業病予防,労働負担の軽減,職場における個人の発展,職業生活と
家庭生活の両立など,その後の課題につながる事項が目的とされ,労使を巻
き込む形で展開された｡このような労働の人間化を事業所 レベルで進める法
的基礎として以下の条文が活用される 3`2'0
87条に基づく社会的事項に関する共同決定権が存在しても,就労保護に関
する規定が関係 しない,または,証明可能な健康侵害がないならば,それは
対象事項とはならない,例えは,労働者の身体的または精神的負荷が高すぎ
る,もしくは低すぎる,また,職場の机のサイズなどが労働者の身体サイズ
に適しているか否かが問題となるような場合,それらの事項は87条に基づ く
共同決定の対象とはならないO同様に,例えば同僚との間で十分なコミュニ
ケーションを確保する点で快適さを高めるように職場を編成する試みには,
_ 共同決定は及ばない｡このような場合に,ここで述べる参加が意義を有する｡
右 これは,87条 1項7号が従業員代表が共同決定に関与する事項として安全
衛生に限っているのに対 し,本条はこれを広義の就労保護に拡大 しようとす
る｡その際に,事業所内労使に協議させるというlM台的方法で就労保護をは
かり,人間的な職場環境の整備を促進 しようとする｡
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1 通知をうけ協議する権利
使用者は従業員代表に,つぎの計画につき,適時に必要な資料を添えて通
知しなければならない(90条 1項)｡すなわち,工場,事務所およびその他の
事業所施設の建物の新設,改築および拡張,技術的設備,作業方法および作
業工程または職場に関する計画であるOこの範囲はかなり広い｡
使用者は,予定されている措置およびそれが労働者に及ぼす影響,とりわ
け仕事の種類およびそれにより労働者に求められる職務要件(Anforderung)
に及ぼす影響を,従業員代表の提案や懸念が計画にあたって考慮できるよう
に,従業員代表と適時に協議しなければならない(90条2項)｡使用者と従業
員代表はその際に,労働の人間化に関する確立した労働科学上の認識を考慮
するものとされる.〕
2 修正的共同決定権
イ)要 件 労働者が,労働の人間化に関する確立した労働科学上の認識
に明らかに反するような職場,作業:i.程または作業環境の変更によって特別
な負荷を課される場合には,従業員代表はその負荷を除去,緩和または補償
するための適切な措置を求めることができる(91条)｡合意が成立しない場合
には,仲裁手続に移行する｡
本条は前記の90条を補充する意義を有する｡90条に基づき情報を入手し協
議した結果,特別な負荷が生 じるか否かを早期に判断する必要がある｡これ
は87条と異なり,負荷が労働者に共通しているという集団的性格を必要とせ
ず,特定の労働者に前述の措置により特別な負荷が生じれば足 りる｡それゆ
えに,一律的な規制にはなじまない｡この規定は,苦情処理手続 (84条およ
び85条)と連動 してより-付効に利用されうる｡
これは,かなりの限定を伴った条文であり,活用できる条件は限られる｡ IoE
まず,何らかの変更が必要であり,現状でそのような支障があったとしても
現状変更のないかぎり対象とはならない｡つぎに,｢認識に明らかに反する｣
ことが必要であり,｢明らかに｣では,それの基準が専門家のほぼ共通した見
解なのか,それとも平均人の感覚に照らしてかという判断基準をめぐる対立
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もある｡｢確立した｣という要件は,その認定は容易ではない｡いつの時点で
そういえるか,また,ある見解が通説であるといえるか否かの認定が問題と
なる｡それでも法律紛争に比べれば,この分野における技術的な認定の万が
容易である｡
つぎに,｢労働の人間化に関する｣という要件がある｡その範囲をめぐり,
一方で,健康保護ないし安全衛生に狭 く限る見解があり,他方で,身体的お
よび精神的な健康をさすと広 く解する見解もある｡この点では,労働科学の
中心をなす人間工学では,主に職場の身体的条件につき議論されてきたとい
う経緯がある｡ しかし,これを健康保護に限定 して解するならば,87条 1項
7号でそれはすでに共同決定の対象とされていることに鑑み,91条がわざわ
ざこれを定めた意義がなくなる｡したがって,その中間と解されている｡こ
のように,該当するためにはいくつもの要件があるが,職場でさまざまな変
化が生 じるなか,これに該当する事例はでてくる｡
ロ)法的効果 この条文の提案理由によれば,該当する場合には,その方
策をめぐり,除去などの技術的な可能性と使用者の経済的負担能力の双方が
考慮される｡使用者に過度の経済的負担を負わせるような措置は許されない｡
その意味では,労働の人間化が使用者の経済的負担能力にはっきりと優先さ
れるわけではない｡
将来,法改正により,労働の人間化をさらに進め,それの障害の除去をめ
ざすような規定になれば,使用者に経済的負担を増やしてでも,実施を求め
ることもあろうoそれは社会的市場経済の内容理解を一部変更することにな
る｡
なお,それの除去や積和にあたり,金銭的補償 (例,重労働手当,汚染手
完 当)によって解決することは想定されていない｡
ハ)あるケース :VDT職場 本条項がさまざまな限定を伴っていること
により,活用が限られることを示すケースとして,VDT作業に関する前述
のBAG決定(3)がある｡これは使用者がその導入を予定 している時点で,徳
業員代表がこの条文を根拠に事前に就労予定労働者を眼科医に診察させ,場
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合によっては VDT作業時間を制限することを要求 した事業である｡決定は,
まず,この条文 を根拠 には事前に労働の人間化に関 してはなんら要求 されず,
本条は個別の具体的な職場 に関わって具体的な違反状態の修正 を求めうるに
す ぎない旨述べる｡この点 に,｢修正的共同決定｣といわれる,事後的な性格
がある｡
BAGは,つ ぎに,労働の人間化に関 して VDT労働 には時間的な上限の制
約はないという見解 をとる｡明確な最低基準 に反する場 合のみ,それの修正
を求めることがで きるにとどまり,作業時間を一般的に制約することはでき
ない｡この決定は,職場整備に関する修正的共同決定には大 きな限界がある
ことを示す事例 として頻繁に紹介 されている｡
(1) 中島正雄 ｢西ドイツにおける人事問題の共同決定｣季労128号157頁以下(1983年)参照｡
(2) 藤原稔弘 ｢人事計画と経営組織法上の共同決定｣八千代国際大学 ･国際研究論集1巻
314号111頁以下,2巻 1号32頁以下.2巻2号52頁以下(1988年),二神恭一 『西ドイツ
の労使関係と共同決定』(1982年,日本労働協会)179頁以下.佐々木骨一一｢人事計画と経
営参加｣神戸学院大学 ･経済学論集8巻3号113頁以下(1976年)参照(〕
(3)BAGv.31.1.1989APNr.33zu§80BetrVG.
(4)筆者が調査した17事業所のうち,7事業所では共同決定している｡藤内 ｢ドイツにお
ける労働時間実態調査結果｣同法43巻4号57頁(1994年)a
(5) 実情につき,藤内 ｢ドイツにおける人事考課剛度の連用実態｣日本労務学会年報 (第
24回大会,1995年)2頁,藤内 ｢ドイツにおける人事考課制度調査結果｣同法44巻2号
107頁(1994年).久本 ･什内 ･前掲第2章注uB)40頁,緒方桂子 ｢ドイツにおける成績加給
制度と法的規整の構造｣季労190･191号133芋を(1999年)o
(6)Daubler,a.a0.,S.599
(7)藤内 ｢ドイツにおける従業員代表の最近の実情｣同法54巻 3号138頁(2005年)参照D
(8)藤原稔弘｢ドイツにおける協約上の賃金･給与-決定をめぐる紛争の法的処理｣労旬1391
号63頁以下(1996年)参照｡.
(91金属産業等における賃金協約の規定例につき.毛塚 ･前掲第2章注(12)207頁,徳永編 ･
前掲第2章注(181337頁,藤内 ･前掲第1章注(9)257頁,312頁参照O
(10)大橋範雄 ｢ドイツにおける派遣法の弾力化と均等待遇原則｣労旬1594号4頁以下(2005
年)参照｡ドイツの派遣法全般に関しては,大橋範雄 『派遣法の弾力化と派遣労働者の保
護』(1999年,法律文化社)参照｡
(ll) ドイツにおける法律問題に関しては,毛塚勝利 ｢西ドイツにおける配転の法理｣労旬
898号49頁以下(1976年),土田道夫 ｢西ドイツにおける配置転換の法理 ･2｣社会労働研
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究33巻 1号120妄号以下(1987年).上u]遺人 『労務指揮権の現代的展開』(1999年.信山
社)186頁以下参照Oフォルクス ･ワーゲン杜の取扱いにつき,徳永編 ･前掲第2章注(18)
159頁以 卜参照,
(12)BAGv.224.1997APNr,14zu§99BetrVG1972.
(13)小俣 ･前掲第2章注C23)60頁,藤内 ･前掲第2章Ti'.(1)上 ･142真 ｡
(14)Daubler,a.a.0.,S613
(15) ヨアヒム ･ヴェイヤント〔緒方杜f一訳〕｢ドイツ法における有期雇用形態｣日独労働法
協会会報5号93頁~(2004年)し,パー トタイム,労働 ･有期労働契約法の翻訳は,斎藤純+ ｢ド
イツにおけるパー トタイムづ3･働 ･有期労働契約法の制定｣外国の立法209号47頁以下
(2001年),その施行状況につき,宮前忠夫 ｢ドイツ新パー トタイム労働法別の2年間｣
大原社会問題研究所雑誌535弓･21頁以~F(2003年)参照し､
(16)FrankfurterRundschauv.2703.2006
(17)藤原稔弘 .｢経営協議会の古見聴取権 と個別的解約告知制限｣一橋論叢99巻 3号･413頁
(1988年),藤原稔弘 ｢解約告知に対する経営協議会の関与の実情 とその問題点｣横井芳
弘編 『硯代労使関係と法の変容』(1988牛,頚草書房)49頁以 卜.小原一浩 ｢西 ドイツに
於ける人員解雇に際 しての経営協議会の役割｣商学研究科紀要10号61頁以下(1980年).
藤内 ｢ドイツの解雇に村する従業員代表の関f]-｣剛去45巻2号37貝(1996年)参照,
(18)村中孝史 ｢西 ドイツにおける解雇制限規制の現代的展開｣季J方135号147頁,136号181
日(1985年),JIL資料シリーズNo,129『諸外国における解雇のルールと紛争解決の実態』
33頁 〔野川忍〕(2003う日.鴨田哲郎 rドイツにおける解雇訴訟の実務｣季刊労働者の権
利260号57頁(2001年)0
なお, ドイツでは解雇をめぐる紛争で組合が解雇に反対 して取 り組むことは,大量解
雇事案を除いてほとんどなく,労働者は解雇に異議があれば個別に裁判で争うのか通常
である｡多くの市民は民間の法律保護保険 (権利保護保険)に加入 しており,また,組
合員であれば組合の法務書記と祁談 して法務害記に代理 してもらって裁判を行うoE1本
労働弁護団 『ドイツ労働裁判所調#.報it.1』(1997年)35日,43頁~,前掲 ･本注JIL資料シ
リーズ No129,62頁O
(19) 野川忍 ｢ドイツ変更角鋼勺ilJAI文相｣の構造｣学会誌88iナ161貞以下 (1996年),根本到 ｢ド
イツにおける変更解約告知制度の構造｣季労185F7128頁,187弓-81頁以 卜(1998年)秦
･Ll:;.i.
CZO) 労働政策研究 ･研修機構 『労働政策研究報'J,.一書19号 .労働条件決/光の法的メカニズム』
14頁(2005年)〔ロルフ ･ヴァンク執筆,橋本陽 f一訳〕し,
(21)労働関係が存続 しても.労働関係の継続をづJ.働者に期待 しがたい場合には使用者の求
めにより補償金支払いによって労働関係の解消が認められる｡根本到 ｢ドイツ解雇制限
法における解消判決 ･補償金処坤制度｣季刊労働者の権利249号100貝以 下(2003年),高
橋賢司 ｢ドイツ法における解雇の補償｣季l-1J労働者の権利258号81頁以 卜(2005年)(,
C2功 藤内 ･前掲本章注(17)46頁｡
C2頚 BAGv.29,31984APNr31zulO2BetrVG1972.
C24) なお,この人選基準は,同様に解雇制限法 1条3項に明記されていて,この間,法律
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改正が行われている1以前は,経営上の理日日こよる解雇では被解雇者の人選にあたり｢社
会的観点を考慮する｣ことが定められていて,事業所組織法102条の定めと同じであっ
た｡しかし,1996年改正により.社会的選考は年齢,勤続年数および扶養義務の程蟹を
考慮することと明記され (宮島尚史 ｢ドイツにおける規制緩和労働立法攻勢｣労旬1404
号6日し1997年日,その後,葺度障害の有無が加えられたO2001年改正により,再び,社
会的観点を考慮すべ Lという元の窪めに戻り,事業所組織法の定めと同じになったD 社
会的選考の具体的な内容につき,今野順夫 ｢被解雇者の選択｣荒木還暦祝賀 『現代の生
存権』(1986年,法律文化社)335頁以下,藤内 ｢ドイツの整理解雇における人選基準｣
同法45巻3号･27頁以下(1996年),藤原稔弘 ｢ドイツ解雇制限法における社会的選択の法
理｣季労179号121日丁以 Fr1996年),藤原稔弘 ｢ドイツにおける緑営上の坪由による解雇
と被解雇者選定基準｣労旬]39911400号76頁以下L1997年),上Lfl真理 ｢ドイツにおける
整理解雇と雇用保障｣行政社会論集11巻3号27fミ以下(1999年)参照｡
担5)LbwISCh/KalSer.a.a0.,§102Rn.38
BG)Daublerusw.a.a0.,§102Rn.208,
C27)LAGKolnv.31.5.1989,DB1989,S.2234.
幽 藤｢人い 前掲本章注(17)49頁,71頁 ｡
tag) 村中孝史 ｢西ドイツにおける継続雇用請求権について｣民商法雑誌94巷3°753貢,4号
40頁(1986年),藤原稔弘 ｢丙 ドイツ解約告知制限法｣･.の継続雇用義務｣八千代国際大学 ･
国際研究論集3巻 1号17寅,2号53貞(1990年)参照｡
伽) この点に関する労働者側の困難さは.H本でも労働者が解雇訴訟で勝訴し職場複帰し
た後に,自己都合で退職している事例が少なくないことに示されているo片岡与引まか編
『労傾紛争と法』(1995年,有斐閣)177頁 〔前田達男〕参照｡
(3D FrankfurterRundschauv0804.2006.
(32) 嶺学 『労働の人間化と労使関係』(1983年,r]本労働協会)176頁以1,法政大学大原社
社会問題研究所編 『労働の人間化』(1986年,総合労働研究所)56貝以下 〔高橋友雄〕,J
(33) 198312.6NJW 1984,S,1476 三柴 ･前掲第2章注(15)254頁｡
第4章 経済的事項における参加し11
従業員代表は経済的事項に関しても関与するoLかし･この領域では,事 二
l.
業主決定の自由という原則があり,使用者の人事政策に対する関与と同様に, 芸
それと抵触しない範囲における関与に限られる｡この分野で法律が多くの場
合に,｢使用者｣ではなく｢事業主｣の用語を用いているのは,そのような理
解と結びついているoLたがって,関与の方法は,事業所の縮小などの変更
に伴い労働者に具体的な不利益が生じる場合に,その不利益を補償または緩
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和すること,および経済委員会という常設機関を通じて使用者に経済的事項
に関し通知を義務づけることが中心である｡そして,経済的事項における参
加は,一定規模以上の企業に限られている｡
常時20人を超える選挙権を有する労働者を擁する企業では,事業主は,辛
業変更(Betriebsanderung,事業所変更の訳もある｡)の計画がある場合には,
その計画を従業員代表に適時かつ包括的に通知し,計画されている事業変更
につき従業員代表と協議しなければならない｡すなわち,計画実施以前に従
業員代表が関与できるだけの時間的余裕を持って通知しなければならない｡
適用単位は従来は事業所単位であったが,2001年法改正により企業単位と
なった｡その背景には,事業変更が行われる原因である経営困難は事業所単
位ではなく企業単位で判断されるという認識がある｡なお,この規模に達し
なくても労働者5人以上の事業所には従業員代表が設置されるので,従業員
代表と使用者が任意に下記の措置を合意し実施することは妨げられない｡小
とを考慮したものである｡
事業変更とは,後述する事例にみられるように,結果として従業員全員ま
たはその大部分に重大な不利益をもたらす可能性のある企業の措置を指す｡
ここで ｢事業変更｣とは一般条項的概念であり,後述の5つの事案に含まれ
なくても,重大な不利益を引き起こす可能性があれば該当する｡
これに該当する措置がとられるときの企業経営状態は,後退期と上昇期の
三 両方がありうるoそれにより企業がとりうる補償や緩和措置の選択肢は異
芸 なってくるo
なお,つぎの事例では,それが労働者に不利益を引き起こすか否かに関わ
りなく該当する (111条)｡
(1) 事業所全体または重要な事業所部門の縮小および閉鎖｡
これが中心的な重要性をもつ ｡この事案では,法人格を変更して現在の事
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業主が経営を続けることや営業譲渡などをさすが,なかには偽装閉鎖を含む
事案もある｡その場合には,関係する民法の規定 (613条a)が適用される｡
また,縮小が徐々に進む場合には,いつの時点で ｢縮小｣に該当するのか,
不明確であるという問題もある｡機械設備の停止または売却により生産能力
が低下し,それとともに剰員になった労働者が解雇されるというケースでは,
該当することが明確であるが｡
BAGr2)は,事業所施設 ･設備の変更を伴わない純粋な人員削減の場合もこ
れに該当すると解している｡その場合には,一定規模の大量解雇(Entlassung,
ここでいう ｢解雇｣には,使用者から提案された労働関係の終了を含む｡解
雇制限法17条1項)にあたり使用者は雇用庁に届け出ることを義務づけられ
ている(3､が,その規模が参考とされている｡さらに,600人以上の事業所では
総数の5%以上が解雇されることが必要とされている｡このような取扱いは,
111条が社会的な保護目的を有することに鑑み,学説上も支持されている｡
使用者は雇用庁-の届け出に先立ち,従業員代表に対して,解雇の理由,
人数および種類,通常雇用されている労働者の人数および職種,解雇予定時
期,解雇される予定の労働者の選考指標,場合によっては支払うことになる
補償金の算定の指標を,わかりやすく適時に情報提供しなければならない｡
使用者は解雇予定者数を減らす可能性,労働者に対する不利益を緩和する可
能性を従業員代表と協議しなければならない (解雇制限法17条2項)'4l｡そし
て従業員代表の意見を聴取し,その意見を書面で添付して提出しなければな
らない (同法17条3項)0
｢重要な事業所部分｣の解釈では,例えば清掃業務が外注化される場合に,
それに該当するか否か.争いになる｡判断基準は,それが当該事業所全体に
とって重要であるか否かである｡
(i) 事業所全体または重要な事業所部門の移転｡
移転に該当するか否かが争われた事例では,従来の場所から4.3km離れた
地点に移動し,そこが交通の便がよりよい場合でも該当するとされ,反対に,
道路の反対側への移動は該当しないと判断されている｡
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(11) 他の事業所との統合または事業所の分割｡
統合とは,複数事業所が労働技術上一体になるように融合することである｡
事業所が別の所有者に引き渡されるならば.労働者の労働関係は自動的に
譲受人に引き継がれる (民法613条a)｡原則として,111条が適用される余地
はない｡ただし,なかには事業譲渡が,同時に111条の事業変更に該当する場
合があり,その場合には111条が適用されるO
事業所の一部が売却され,それとともに労働者に不利益が生じる場合には,
3号ではなく,一般条項としての事業変更に該当することがある0
3号の事業分割に該当する場合には,同時に,組織変更法(Umwand-
lungsgesetz1994年制定)(5)の適用も受ける,J
〔1V)事業所組織,事業目的または事業所施設の根本的な変更｡
簿記方式を電算機処理に切り替え,データを労働者から直接に入力される
ような変更は,この4号に該当すると判示されている｡また,電算機を大幅
に利用した財務報告システムの導入も該当する｡そこでは,従来,簿記担当
者は特別な書式に記帳していたのが,今後は,データは画像を経由して計算
機に入力される｡
BAGはこのような坤解を前提に,画像機器設定がいつの時点で補償計画
の義務を負う事業変更を意味するかに関する原則を定めた｡4号の意味にお
ける ｢事業所施設｣という概念は.広く解釈されているoそれは生産施設 ･
設備のみならず,労働技術上の生産過程および労務提供過程に役立つような
施設 ･設備全般が該当する｡デスクワークが新しい機器に切り替えられたと
しても,事業変更に該当する可能性がある｡
切り替えは必ずしも事業所全体をカバーする必要はない｡全体的にみて,
ラl享 事業所の操業全体にとって相当に重要であるような施設が関われば足りる｡
それに該当するか否かが疑わしい場合には,関係する労働者数が解雇制限法
17条の基準に達し,かつ,労働者総数の5%に達しているか否かが考慮され
て判断される｡
｢根本的な｣変更に該当するか否かは,技術的変更の程度による｡それで
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も疑わしい場合には,労働者に生じる不利益に基づいて判断される｡画像作
業の導入にあたっては,これは相当なものであるかもしれない｡
(V) 根本的に新しい作業方法および生産方法の導入/Ll
｢根本的｣であるか否かの判断は,4号における基準が参考にされている｡
NC工作機-の切り替えは該当する｡人員削減の場合と同様に,そこで新し
い技術の導入が短期間内に行われるか,それとも2-3カ月内かは,さほど重要
ではない.労働者の要保護性に鑑みて.企業規模の大まかな計画が根底にあ
る場合には,年をまたがる変更も該当する｡このようなことを文章で確定的
に記述するのは容易ではないが,実際の経過に基づき推論して判断される｡
リーン生産方式-の移行も該当するOこの脈絡で重要なことは, Ll.下階層
差が小さくなり,グループ労働が導入され,またアウトソーシングが行われ
ることである｡
二 利益調整
イ)成立と効力 事業変更の計画にあたり,事業主は従業員代表と協議し
なければならない (111条)｡協議にあたり,労働者が企業の将来に懸念をもっ
ているために,または事業変更されても労働者の労働密度の上昇は生じない
として,従業員代表が事業変更に同意することがある｡変更に同意すれば,
その実施に関する合意は成立しやすい｡計画されている事業変更に関し,辛
業主と従業員代表の間で合意が成立した場合には,それは利益調整として書
面で記録され,事業主および従業員代表から署名される (112条 1項)0
利益調整の取扱事項は,事業変更計画という事業主の経済的決定そのもの
の当否,その実施方法である∩例えば･閉鎖計画につき,その規模 ･程度を 三
縮小する,事業目的を変更して生産活動を継続する,措置変更につき実施時 Lt
期を遅らせるなどであるLl労働者の不利益を除去したり軽減することが議論
され合意される.整理解雇が必要であると判断されれば,その人選基準を定
めることになる｡この際に,解雇予定者の氏名を挙げることが許される｡こ
の人選基準や解雇予定者の列挙が事後に解雇訴訟で争われた場合には,それ
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が一応妥当であることが推定され,司法審査は重大な違反がないか否かを判
断するだけである｡したがって,労働者にとってここで名前を挙げられるこ
とは,その後に解雇訴訟を提起するうえで不利な立場に置かれることになる｡
合意は任意であり,従業員代表が事業変更を認める場合にのみ,かつ,事業
主が許容する範囲内でのみ成立する｡
利益調整という合意は,事業所協完ではなく事業所組織法上の特別な集団
協定であり,規範的効力はないoBAG判決によれば,利益調整は一旦合意し
ても,その履行は任意に委ねられ,事業主が履行しない場合に従業員代表が
裁判で履行を求めることはできないと解されている｡利益調整の唯一の法的
効果は,後述の不利益調整にとどまる｡
ロ)合意の試み 計画されている事業変更に関する利益調整の合意が成立
しない場合には,事業主または従業員代表は州雇用庁長官に仲介を要請する
ことができるOこの要請が行われず,また,仲介の試みが功を奏しない場合
には,事業主または従業員代表は仲裁委員会を召集することができる｡仲裁
委員会議長の求めがあれば,州雇用庁長官は協議に参加する (112条2項)｡
事業主と従業員代表は,仲裁委員会に,利益調整に関する意見の相違を解決
するための提案を行うことになる (112条3項)｡ただし,仲裁委員会は利益
調整につき拘束的裁定を下す権限はなく,調停するにとどまるO合意が成立
しない場合,従業員代表が仲裁委員会設置まで手続きを進めるか否かは自由
であるが,事業主側にとってそれは義務であり,それを怠れば,従業員代表
との利益調整を試みなかったこと(113条3項)と同一扱いされている (BAG
2001年11月20日判決)｡すなわち,事業主は仲裁委員会に至るまでの手続きを
≡ 経なければ努力義務違反となる｡それでは お合意が成立しない場合には,
二 事業主は,従業員代表の意見や自分のそれまでの提案に拘束されることなく
自由に決定を行いうる｡
なお,事業主が,111条に基づいて計画された事業変更を,それに関し従業
員代表と利益調整を試みることなく実施し,かつ,その措置の結果,労働者
が解雇されるか,または他の経済的不利益を被る場合には,同様に不利益調
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整が行われる (113条3項)0
このように利益調整の合意をめざす試みは当事者の任意の努力に委わられ
ており,実効性には限りがある｡そこで,裁判所のなかには,自主的交渉を
促進すべく,利益調整をめぐる話し合いが行われている間は仮処分の方法で
の経営上の理由による解雇を認めないことがある｡また,民事訴訟法940条に
基づく仮処分手続により,従業員代表の交渉請求権を認めている判決も一部
にはある｡
ハ)不利益調整 事業主がやむをえない理由もなしに,計画されている事
業変更に関する利益調整を試みない場合,またはその合意を履行しない場合,
その結果として解雇されることになる労働者は,使用者に補償金支払いを求
めて,労働裁判所に提訴することができる (113粂1項)｡これを不利益調整
というO労働者がほかの経済的不利益を被る場合も同様である｡ここでは合
意不履行と解雇などの不利益の間に因果関係があることが必要である｡不利
益調整の目的は,事業主の合意努力不足および合意の不遵守に対する制裁,
そして労働者の不利益への補償である｡
不利益調整の内容は,解雇では補償金支払いである｡その際に解雇制限法
10条が準用され,補償金は月額賃金12カ月分を上限とする｡ただし,労働者
が50歳以上で,かつ,15年以上勤続している場合には15カ月分まで,55歳に
達し,かつ.勤続20年以上であれば,18カ月分まで支給される (解雇制限法
10条2項)｡ここで補償金支払いの月数につき,裁判所は,労働者の年齢,勤
続年数,再就職の可能性を特に考慮して決定する(BAG1989年 6月13日判
決)｡この際に,企業の経済的状態は何ら考慮されない｡解雇以外の不利益発
坐 (例えば,配転)では,原則として12カ月間分までの不利益分の補償にな
る (113条2項)｡
なおここで,利益調整を履行しないことに ｢やむをえない理由｣がある場
合には,事業主は不利益調整を行う義務は生じない｡それは労働者に不利益
を甘受させることを意味するので,限定的に解釈されている｡それは,まず,
事業変更計画の事後に生じた,または認識された事由に限られる(BAG1974
113
355 ドイツにおける従業員代表の参加権
年9月17日判決)｡そして実質的には,利益調整に違反しなければ企業存立が
危ういような事態を指し,重要な銀行クレジットの損失,大口取引先からの
不意打ち的な損失,メイン銀行の経営破綻,深刻な原材料またはエネルギー
不足などが該当する｡
三 補償計画｢6'
事業主と従業員代表の間で,計画されている事業変更に関して協議し,そ
の結果,労働者に生じる経済的な不利益を補償または緩和することに関する
合意 (補償計画)が成立すれば書面に記録され,事業主および従業員代表か
ら署名される (112条 1項)r,
これは,計画されている事業変更の結果,労働者に生じる不利益を調整ま
たは緩和するものであるLlそれは,それ自体としては是非を問われない事業
変更の企業決定から発生する社会的および人事的な影響にのみ関わる｡手続
きは利益調整と同じであるが,大きく異なることは,事業主と従業員代表は
補償計画の内容に関して合意できない場合には,補償計画の内容を仲裁委員
会が自ら決定することであるrJその意味で,従業員代表は共同決定権を有す
る｡
利益調整と異なり,補償計画は個々の労働者に使用者に対する請求権を与
える,Jすなわち,補償計画は事業所協定としての効力を有する (112条 1項3
文)｡それゆえに,一旦成立した補償計画から使用者が事後に逸脱することは
許されない｡
補償計画の内容は,事業変更が結果的に深刻で補償できない損失を労働者
二の生活に及ぼすか･それとも企業の経常危機が労働者に不利益を及ぼすこと完なく克服できるかに大きく左右される｡給付を算定する出発点は,事業変更
により関係労働者に生じる不利益である｡補償計画の目的は,完全な補償(調
整)である｡ただし,企業の経済的状態が不利益の緩和を許容する範囲内に
おいてである.以下では,最も頻繁に発生する不利益を検討する｡
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1 雇用喪失にあたっての社会給付
解雇などにより職場を喪失する場合,補償金が支給される｡それは日本の
退職金に相当する｡その金額は,特定することが困難である｡引く手あまた
の専門職労働者は転職を歓迎するであろうし,逆に中高年や成績の低い労働
者はもしかしたら新しい職場を見つけることができないかもしれない｡実務
では,年齢および勤続年数を目安とした一括払いがよく用いられる (図表5
参照)｡ただし,後述の仲裁委員会による場合を除く｡労働者が,賃金額の違
いや社会的条件を考慮しない,金額が固定した解決方法を選ばない限りは,
たいていは月額賃金を基礎に算定される｡補償金支給と同様に,早期引退も
重要な役割を果たす｡それにより,仕事に大きな困難を抱えた中高年者の事
案が解決される｡それは60歳以上の労働者に適用されることが通常である｡
早期引退により公的年金支給額が減ることがあるが,それは失業手当および
払いとともに,各種の不利益毎に金額を明示して調整することもある｡この
場合には.社会給付の喪失が重要になる｡
国表5 補償計画における補借金額のケース
(単位 .月給の月数)
企業 : 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
30/5 0.8 - - - 0.2 2.0 0.8 - 0.5 2.5
35/10 1,2 0.7 - - 0.4 4.1 1.6 1.0 0.9 5.0
40/10 1.3 1.1 1.0 1.5 1.4 4.1 i.6 1.0 1.0 5.0
45/10 1.3 1.8 1.0 1.5 1.4 4.1 1.6 1.0 1.1 5.0
45/15 2.0 2.4 1.25 2.25 2.0 6.25 2.4 2.0 1.1 7.5
50/10 1.7 2.8 1.5 2.25 2.0 4.1 - 1.0 1.2 5.0
50/20 3.3 3.8 2.25 3.75 4,8 8.3 - 3.0 1.2 10.0
55/10 2.0 3.5 3.0 3.0 3.5 4.1 - 1.0 1.3 5.0
55/20 4.0 52 4.0 4.5 6.0 8.3 - 3.0 1.3 10,0
55/25 5.3 6.6 5.0 6.0 7.0 10.4 - 3.5 1.3 12.5
注:左側の数字は年齢/勤続年数を示すLl例,30/5-30歳+勤続年数5年｡
出典 :資料1と同じ｡S.166.
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その他に,職場の喪失および労働関係の展開のなかで獲得された利益の喪
失に対する補償,および事業変更実施後に対する配慮という,補償計画の目
的から正当化される,多数の別の給付も考慮される｡雇用の場を失うことに
より社会的なつながりの大部分も失うという非財産的利益が,調整されるべ
き不利益に該当するか否かにつき,判例の-一部は該当するというが,通説は
否定している｡
内容上の上限につき,解雇制限法とは関係ないが,それでも企業の経済的
負担能力(Vertretbarkeit)によって限界づけられる｡この基準によってどの
ように具体化されるかは,原則として事業主と従業員代表が判断する｡補償
計画の負担によって,後に残る職場が危険にさらされるような事態になって
はならない｡その結果,同じような整理解雇事案であっても,重大な経営困
難時には補償金額が極めて低額になることがあり,支払能力によるアンバラ
ンスが話題になることがある｡また,補償金の支払いによって事業主に負担
をかけることは,必要以上の人数を解雇することに歯止めをかける働きをす
る｡
2 仲裁委員会による補償計画策定
仲裁委員会が補償計画を策定する場合には,計画の余地はやや限定されて
くる｡すなわち,仲裁委員会は決定にあたり,関係労働者の社会的な利害を
考慮するとともに,企業にとっての決完の経済的妥当性,つまり企業の負担
能力も配慮しなければならない｡したがって,事業所当事者による補償計画
の場合と同様に,同じく解雇されても,そのときの企業の経営困難度により
補償金の額は異なってくる｡この点で,社会的事項に関する仲裁裁定で,｢事
二 業所｣の利益を考慮するのと異なるOその際に仲裁委員会は公正な裁量の範
至 園内で【7),とりわけつぎの諸原則を指針としなければならない (112条5項)o
吊 それは,経済的不利益の補償または緩和にあたっては,特に収入減少,
付加給付の廃止,企業年金-の期待の喪失.引越費用もしくは通勤費用の増
大に対しては,通常個別事例の実情を勘案して給付を予定するものとする｡
ここで仲裁委員会は,｢特に｣という言葉が示すように,これらの要素を中
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心に考慮すべきであることを意味し,その他の要素や事情を排除するわけで
はない｡例えば,職場の喪失も含まれる｡1号は.仲裁委員会による補償計
画策走では,一括した給付は禁止されることを意味する｡しかし,これは厳
格には解されておらず,できるだけ具体的に各事情 ･要素を考慮すべきであ
り,一括した給付は避けるべきであるとの趣旨である(BAG1994年9月14日
判決)｡実際,計画策定の時点ではそれぞれの労働者にいかなる不利益がどの
程度生じるかを正確に予測するには限度がある｡それゆえに,一旦,代表的
な事柄を示し最低限必要な金額を支給することを決定し,その後に判明した
事柄につき追加して支払うという決定も許されるO
仲裁委員会が事業変更の結果解雇される労働者全員につき,その者の年齢,
家族構成員数,重度障害の有無などの違いを考慮することなく一律の金額で
補償金を支払うことは,原則として仲裁委員会の裁量を逸脱していると解さ
れている(BAG1994年9月14E]判決)｡
(l) それは,当該労働者の労働市場における見通しを考慮しなければならな
いOそれは,同一事業所,当該企業の別の事業所またはコンツェルンに属す
る企業で期待可能な労働関係で引き続いて雇用されることが可能でありなが
ら,それを拒否する労働者を,給付から除外するものとする｡他の場所で引
き続いて雇用されることが可能であったとしても,それだけでは期待可能性
がないとはいえない｡
この要素を考慮することは,仲裁委員会にとって容易ではない｡自前では
雇用に関する情報を持ち合わせていないので,連邦雇用庁の担当者を通じて,
必要な情報を取り寄せることになる｡その際には,関係労働者の年齢,職業,
学歴,職業資格･障害の有無などの多くの一般的な指標に基づいて･市場に 二
おける再就職可能性の程度を知るoそこでは,優れて労働者の個人的事情を 至′ヽ
除いた一般的条件に基づいた予想にならざるを得ないO
雇用機会の提案に応じない労働者は支給を停止されることになる｡その場
合には,拘束力をもつ,同格の職務が提案されることが前提である｡事業所
移転にあたっては,それに伴う労働者の新しい通勤時間が労働者に期待可能
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であるか否かが問題となる｡移転により通勤時間が延長になる場合は,その
不利益は補償計画のなかで金銭により補償される｡
どの程度の労働条件変更が ｢期待可能であるか｣は,仲裁委員会の裁量的
判断に任される｡通常,同レベルの労働条件であれば期待可能であるとされ
る｡仲裁委員会は期待可能性の判断基準または観点を一般条項のように指標
で定める,または対応する職務を補償計画のなかで具体的に定めることがで
きる｡
(li)a それは,とりわけ社会法典第3編に予定されている,失業を避けるた
めの援助の可能性を考慮するものとする｡
これは01年法改正で追加された点である｡長引く大量失業という背景のも
とで,補助金 (社会法典第3編)を受けつつ,労働官庁が持つ雇用情報を活
かして,仲裁委員会はできる限り失業を回避することを考慮することになっ
た ｡
これは,使用者はその決定にあたり労働者の雇用に責任をもって働きかけ
る義務 (社会法典第3編),および01年改止によって従業員代表に付加され
た,労働者の雇用を安定させ促進させるために提案する役割(92条a)と密接
な関連がある｡
これを受けて仲裁委員会は,補償金が労働者の再就職を促進し,事業所内
外で継続訓練を行い,または自営業を開始する準備のために役立つように配
慮することを求められる｡この要請が加わることにより,補償金は雇用保障
の手段としての性格を帯びることになる｡
(ili) それは,補償計画に基づく給付の総額の算定にあたり,企業の存続また
二 は事業変更実施の後に残る職場が危険にさらされることのないように配慮し
至 なければならないo
これは,補償計画に対し絶対的な上限を定めているわけではない｡これは
5項1文が,補償計画策走にあたり,企業の経済的妥当性を求めていること
と同一ではない｡この3号は,経済的妥当性の外部的な限界を意味する03
号の限界を遵守するにあたり,経済的妥当性は特別な考慮を求められる｡
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以上,仲裁委員会による補償計画策走を要約すれば,予定されている給付
は,通常,個別事案の所与の条件を考慮しなければならず,関係労働者の労
働市場における見通しが考慮されねばならない｡補償計画の負担規模は,企
業の存続または存続する職場が危険にさらされるものであってはならない｡
最後に,期待可能な職場に移ることを拒否した労働者は給付対象者から除か
れる｡ここで関係労働者と企業の両者の利益を考慮することは,抽象的にで
はなく具体的な事例に別して判断されるC具体的には,一方で,債務,債務
超過,損失,清算困難度,他方で,人件費節約度,基本財産などが考慮され
る｡事業変更によってどの程度の節約効果があるかも考慮される｡一般に,
労働者側にとって過酷である分だけ,企業側もより大きな負担を求められる｡
113条の不利益調整は,利益調整や補償計画に協力しない使用者に対する制裁
としての性格をもつ ｡それは利益調整よりも事業主には高づきがちである｡
その比較考量にあたり単位となるのは,企業であり事業所ではない｡企業
がコンツェルンの一員である場合でも同様であり,コンツェルン･レベルに
おける負担能力を考慮することは許されない｡
なお,補償計画は労働者の個人的権利を侵害することはできない｡例えば,
補償金支給を,労働者が解雇をめぐって提訴しないことを条件とすることは
許されないCそれは仲裁裁定による場合でも同様である｡
3 仲裁委員会による補償計画の特例
事業変更が労働者の解雇のみである場合には,補償計画は,つぎの人数が
経営上の理由により解雇される予定である場合にのみ.仲裁委員会により策
定される(112条 a)Ll
(i)常時60人未満の労働者を擁する事業所では,常時雇用されている労働者 __
の20%｡ただし,6人以上であること｡
(l)常時60人以上250人未満の労働者を擁する事業所では,常時雇用されてい
る労働者の20%,または37人以上｡
(11) 常時250人以上500人未満の労働者を擁する事業所では15%,または60人
以上｡
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(iv)常時500人以上の労働者を擁する事業所では,常時雇用する労働者の10
%｡ただし,60人以上であること｡
事業変更を理由に使用者から提案されて労働者が希望退職により退職する
ことは,解雇として扱われるO
また,仲裁委員会による策定は,設立後4年以内の企業の事業所には適用
されない｡
この特例は,コール政権下で規制緩和政策の一環として定められたもので
ある｡これは頻繁に利用されており,特例が利用できる程度に限った解雇の
みが行われることがよくあるという｡
4 補償計画における考慮要素
補償計画では,解雇が最も典型的な不利益として議論されてきた｡その結
果,4号や5号によって労働者に労働密度が高まるなどの形態で不利益が坐
じる場合の補償や緩和措置に関しての取扱いや議論は乏しい｡実際には,こ
れらのタイプの事業変更に伴い,従来と同じ賃金額で同じまたは類似の職務
に従事する場合でも,密度や負担が高まることはよくある｡例えば,VDTを
使用する作業に変更されることは,同じ1日8時間勤務でも負担度は高まる｡
通常,このような場合は,労働協約の重労働手当や成績手当で措置されるO
深夜労働に手当が支給される趣旨も同じである｡しかし,補償計画策定では,
協約優位原則の適用は除外されているので (112条 1項),協約にこのような
手当の定めがあっても補償計画には適用されない｡それでも,現に4号また
は5号の事業変更により労働者に経済的な不利益が生じれば,補償計画に
よって何らかの補償または緩和措置は検討されうる｡例えば,負担の高まり
二 に対しては休憩時間 制 労働時間1時間のうち15分の休憩)を増やすこと
垂 や負担の大きな作業の時間幅を制限することは可能である｡
事業所当事者は補償計画策完にあたり,企業の経済的負担能力や経済的不
利益の緩和などの一般的指標とともに,正義と公正の原則も考慮しなければ
ならない｡BAGの解釈によれば,58歳に達している高齢労働者は年金を早期
支給されうるので,補償金を減額することは許される｡年金をすでに支給さ
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れている者に対しては,補償金支給対象者から除外うることも許されるとい
うDなお,事業所当事者は,平等原則に拘束されるoLたがって,パートタ
イム労働者を不利に取 り扱うことは許されない｡
従業員代表が補償計画にあたり企業の負担能力を適切に評価し,企業側に
最大限の負担を求めるためには,企業の経営状態に関する正確な情報を入手
し,それを分析することが重要になる｡分析にあたり,従業員代表が企業内
外の専門家の援助を求めることができることは有利な条件である(80条2項,
3項)｡
5 雇用確保の重要性
失業率が高く再就職が困難な状況のときには,補償計画に基づく補償金支
給では問題解決に限界がある｡そこで金属産業では,1980年代後半から ｢雇
用計画｣協定が締結されるようになる｡労働者の関心事は,適切な雇用機会
を得ることであるoそのために,協定に基づいて,労働者に対しては資格向
上のための再訓練受講を求め,使用者には経営多角化により新しい製品の開
発,新しい市場を開拓することが求められる｡それと補償計画が併存する｡
このうち,新しい製品の開発には見るべき成果を上げることはできなかった
が,資格向上のための訓練計画は,労働協約にも定められ今日まで引き継が
れている｡
さらに,補償計画の一種として基本補償計画が締結されている｡これは,
一万で88条に基づく任意の事業所協定であり,他方で,112条に基づく共同決
定権を排除してはいない｡その基本枠組みに従い,具体的に発生する事業変
更が対処されている｢.その都度,具体的な事業変更の状況に応じて補償計画
が策定される｡
事例をみると,使用者が労働者側に一定期間内に一定数の職場確保を約乗 車
しているケースは,従業員代表側が事業所の一部停止や賃金引き下げに同意
している場合が多い｡
6 実 例榔
補償計画を分析した研究によれば,事業変更により解雇された労働者の58
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%が補償金として1万マルク (約70万円)以上を得,労働者の26%が2万マ
ルク (約140万円)以上を支給されているO 補償金の平均額は13.360マルク
(93万円余り)であり,それは調査時の平均的な月給の4.6カ月分に当たる｡
その金額は企業規模と密接な関連をもち,規模が大きくなるほど金額は高い
傾向があり,とくにコンツェルン傘下の企業では多く支払われているという
(図表6参照)｡
また.補償計画に関する事業所協定の実例をみると,解雇事案では,補償
金支給のほかに,解雇される年のクリスマス手当の支給,解雇される年にも
完全な年次有給休暇と休暇手当を付与する,一定年数に限って財産形成給付
や住宅手当を引き続いて支給する,企業年金をL乗せして支給する,職探し
のために有給で労働義務を免除するなどの定めがみられる｡また,転勤にあ
図表6 補償計画における1人当たり平均輔償金額 (調査結果)
1人当たり補償金 (平均,DM-マルク)
L 0-0- ｢1 ｢面 ｢企業規模 DM 以下 10,000～ 10,Po1 20,0012 000 DM以上 全 体(企莱数)
200人 未満 5 10 10 5 30
200-499人 10 10 13 8
500-999^ 1 9 15
百 分 率 (%)
注 `1マルクは約0.5ユーロであるO
出典 '深山明 『ドイツ経営補償計画論』156頁｡
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たっては企業は労働者の借家探し,引っ越しを手伝うことになっている｡
四 経済委員会
52年法では,それは労使同数で構成される混成機関であった｡72年法改止
以後,労働者のみの構成になった｡
イ)設置と運営 ′削寺100人を超える労働者を擁するすべての企業に経済
委員会が設置される (106条1項)｡これを下回る規模の企業でも,使用者と
従業員代表が合意すれば,経済委員会を設置することができる｡
経済委員会は,経済的事項を事業主と協議するとともに,経済的情報を従
業員代表に通知するという2つの任務を負う｡
経済委員会は3人以上,7人以内で構成され,委員は全員当該企業に所属
していなければならず,少なくともうち1人は従業員代表委員でなければな
らない｡企業規模に応 じた人数に関する基準はなく,委員数は従業員代表が
単独で決定する｡委員はその任務を遂行するのに必要な専門的および人物的
通性を備えるものとされる｡委員には管理的職員を当てることもできる｡中
央従業員代表が設置されている場合には,それが委員を任命するが (107条),
一部の事業所にのみ従業員代表が設置されている場合には,それらの従業員
代表が連絡を取り合って,複数事業所で経済委員会を設置することになる｡
設置要件を充足しながら従業員代表が経済委員会委員を任命 しないことは
義務違反であり(23条1項),その場合には労働裁判所から従業員代表の解散
を命じられる可能性がある｡
経済委員会の会議には,事業主またはその代理が出席しなければならない
(108条)oただし･事業主側が欠席している場合でも･委員会を有効に開催 二
することができるo経済委員会はすべての会議に関して･従業員代表に遅滞 吾
なく開催を通知しなければならない｡
このように経済委員会は従業員代表から任命され,経済的情報を従業員代
表に通知するので,それは従業員代表の専門的な補助機関という性格を有す
る｡従業員代表のもとには各種専門委員会が置かれているが,そのなかでは
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法定された重要な機関である｡
委員は,従業員代表委員と同様に.勤務時間中に賃金を保障されて委員と
しての職務を遂行するOまた,委員として守秘義務を負う(79条2項)｡委員
はいつでも従業員代表によって解任されうる｡
ロ)情幸馴叉集と協議 事業主は,企業の企業秘密および営業秘密が損なわ
れない範囲内で,経済委員会に必要な資料を添えて.下記の企業の経済的事
項に関して適時かつ包括的に通知しなければならない｡また,事業主はそれ
に伴い生じる要員計画への影響を説明しなければならない (106条)｡そのう
えで,協議が行われる｡また,経済委員会側から経済的事項につき協議を求
めることもできる｡労働者に対しては四半期ごとの従業員総会で使用者から
経営状況が説明されるが(42条),経済委員会に対しては毎月報告され,協議
が行われる(108条1項)O
使用者から提供される年次未決算などの情報は,従業員代表が事後に態度
表明などの判断材料とされるために,その意味を経済委員会が理解できるよ
うに説明される必要がある｡経済委員会委員は,提供された情報につき,閲
覧し説明を受けることが基本であるが.メモをとることまでは許される｡
年度末決算に関する説明は,従業員代表同席のうえで経済委員会に対して
行われる(108条5項)｡さらに,従業員代表または経済委員会は,経済委員会
の活動に組合代表が同席することを許可することができる｡
使用者は企業秘密を漏らす必要はないので,提供される情報は自ずと限ら
れる｡それは不十分ではあれ,提供されることは従業員代表の活動にとって
有益である｡
ハ)対象事項 ここにいう経済的事項とは,企業の経済的および財政的状
莞 態,生産および販売状況,生産計画,合理化計画･新しい作業方式の導入･
事業所縮小や統廃合,事業所移転など多岐にわたり,さらに一般条項として,
企業の労働者の利害に重大に関連する可能性のあるその他の出来事および計
画(10号)も含まれる (106条3項)｡したがって,従業員代表は,守秘義務に
該当する場合を除き,経済委員会を通じて自社の経営状況全般を知っており,
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それが労使協議の前提条件となる｡
10号の対象範囲につき,見解の対立がある｡判例は,営業の一部譲渡に関
する契約書やまとまった株式保有者につき該当しないとしているが,学説上,
批判がある｡なぜならば,企業所有者の変更や大株主の変更が企業方針の変
更をもたらし,ひいては労働者の利害に関わる可能性があるからである｡
ここに挙げられている経済的事項は例示である｡それに該当するか否かの
判断では,経済的事項に基づき労働者に不利益が生じるか否かはさほど重要
ではない｡
ニ)仲裁委員会の設置 企業の経済的事項に関する情報が,経済委員会の
求めにもかかわらず伝えられない,適時に伝えられない,または不十分にし
か伝えられず,かつ,これに関し事業主と従業員代表の間で合意が成立しな
い場合には,仲裁委員会が決定する(109条)｡すなわち,経済委員会が提供を
求めている事項が106条3項にいう経済的事項に該当するか否か等を判断し
決定する｡仲裁委員会は,その決定のために必要であれば.専門家に意見を
聴取することができる｡
ホ)労働者-の通知 常時1,000人を超える常用労働者を擁する企業では,
事業主は少なくとも四半期に1回,経済委員会または従業員代表と事前に調
整し,労働者に企業の経済的状態および展開を文書で通知しなければならな
い(110条)0
労働者1,000人未満で常時20人を超える常用労働者を擁する企業では,労働
者への通知は書面ではなく口頭で行うことができる｡その企業で経済委員会
が設けられていない場合には,通知は従業員代表と事前に調整して行われる｡
へ)実 情し9) 1952年法下に関してであるが･経済委員会の道営の様子が 二
紹介されているoそれによれば･経済委員会が設置されているのは･設置対 宍
象事業所の半数以下にとどまる｡会議で使用者側が提供する情報量は,使用
者が経済委員会をどのように位置づけているかにより異なっている｡使用者
が多くの情報を提供している場合には,労働者側は従業員代表活動に有益な
情報を得られていると受け止めている｡
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経済委員会の活動にとって,法が予定した役割を果たすうえで,労働者側
委員が提供された経済的情報の意味を理解するだけの能力と関心を有してい
ることが重要である｡実際には,企業ないし事業所全体の仕組みや経済動向
を十分に理解できない委員が存在し,それが実りある活動の妨げになってい
ると報告されているOたしかに,各種専門委員会のなかでも経済委員会は専
門性が高く求められる委員会のひとつであろう｡
(1)中島正雄 ｢合理化 ･技術革新と共同決定｣労旬1115弓一35頁以 ド,1116号61頁以下 (1985
年)参照｡
(21BAGv.10.12.1996APNr.32zu§113 BetrVG1972.
(3)解雇制限法17条 1項し〕その規模は,労働者21-59人の事業所では6人以上,60-499人の
事業所ではその10%または25人以上,500人以上の事業所では30人以 卜が,30日のうちに
解雇される場合である｡
(4)今野順夫 ｢大量解雇の規制｣法学50巻 6号188頁(1987年)0
(5) フランツ･ヨゼフ ･テユヴェル〔春田吉備彦訳〕｢組織変更とリストラクチャリングを
めぐる労働法上の謂問題｣日独労働法協会会報5号 1頁以下(2004年)｡
L6)詳しくは,深1日明 『ドイツ経営補償計画論』し1995年,森山書店),久本憲夫 ｢雇用調
整をめぐる西 ドイツ労使関係の研究｣職業訓練大学校指導料報告シリーズNo.9(1989
年),藤原稔弘 ｢ドイツ経営組織法における祉会計ufu'制度｣八千代国際大学 ･国際研究論
集 4巻 4号53頁以1,5巻 4号83頁以下,6巻 4弓-122頁以 卜(1992年)参照｡
(7) 仲裁委員会の裁量の範囲が争われた決定の紹介として,野川忍 ｢仲裁委員会による強
制的社会計画策完の場合の裁量の範囲｣労旬1385号11質(1996年)がある｡,
(8)深山 ･前掲本章注(6)151f1,.藤内 ･前掲節2串掛 目~F･292頁以下｡
(9)二神恭一 『西 ドイツ企業論』(1971年,東洋経済新報社)181以下参照o
む す び に
本稿で取り扱った論点のうち,特徴的な点につき確認をし,また,日本の
空 間題関心に照らしていくつかの論点につき整辞し,結びとしたい｡
1.日本との違い
従業員代表の参加につき,日本における取扱いとの違いは大きい｡
イ)社会的事項 まず,就業規則作成手続である｡日本では使用者が労働
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者過半数代表の意見を聴取したのちに単独で作成することができるのに対
し,日本の就業規則が定める事項のすべてはドイツでは従業員代表との共同
決定の対象であるLl)｡職場における労働条件の決定にあたり,組合がない場
合の違いは決定的に大きい｡懲戒処分の運用基準策定や個別の処分実施でも
従業員代表の同意が必要である｡
つぎに,時間外労働実施の手続きも異なる｡時間外労働を実施するにはそ
の都度,従業員代表の同意が必要である｡
さらに,年休の取得状況を考えると,ドイツで年休の一般的原則および休
暇計画の策定に関与していることも重要であるO もっとも, ドイツで取得率
が100%に近いことの背景には,年休は自由年休ではなく計画年休であるとい
う事情も重要である｡
ほかに,本稿では詳しく述べなかったが,労働者は自分の成績につき使用
者に説明を求めることができるが(82条2項),それは人事考課制度を公正に
運用するうえで重要なことである｡その結果,採用差別は困難である｡また,
成績評価原則は共同決定事項であり,人事考課の基準や手続きは従業員代表
と合意される｡それにより悪意的な連用はかなり制限されるであろう｡
ロ)人事的事項 人事上の個別的措置でも取扱いの違いは大きい｡日本で
は,図表7のように,採用,配転および解雇にあたり労働組合の同意がiZ､要
とされているのは,1割前後の比率にとどまる｡ ドイツでは採用や配転では
従業員代表が同意拒否権を有している｡
また,解雇では使用者はその理由を従業員代表に告げる義務を負い,従業
員代表には解雇に対する態度表明の機会が与えられている｡解雇された労働
者が解雇を不服として提訴して争う場合に,解雇が有効であるとの確定判決 二
まで使用者は訴訟中の労働者を引き続いて雇用しなければならないという取 空/ヽ
扱いは,労働者が不服のある解雇を裁判で争ううえで有利な取扱いである｡
整理解雇にあたっての被解雇者の人選基準で,解雇に伴う不利益の小さな
労働者を優先的に解雇するという社会的観点の考慮は,歴史的な背景や賃金
体系上の違いがあるが,日本とは別の公正さの考え方を示している｡もっと
12/.
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図表7 人書に関する事項についての労働組合の関与状況 (平成13年)
(単位 %)
計 匿 ,LDIF ,% 両 面 蓋酎 蓋紺 歪睦
(イ)解雇①一般組合員平成13年計 100.0 84.6 13.9 34.3 10.1 14.9 5.5 6.0 14.
平成8年計②組合役員13 100.0 80.8 11,4 36.8 9.4 12.5 4.9 5.9 15.6,5 6.1 70 89 43 2 60 2
平成8年計 100.0 82.5 13.4 40.2 8.6 11_4 2.9 5.9 13.
(ロ)懲戒処分①一般組合員平成13年計 100.0 82.7 11.6 30.5 11.4 13.8 9.0 6.3 16.
平成8年計CgL:,組合役員13 100.0 79.3 10.0 34.5 10.0 13.1 5.4 6.3 15.844 35 ,2 9,8 , 7,6 2 4
平成8年計 100.0 81.3 11.7 38.1 9.0 12,3 3.7 6.4 14.
(/哨己置転換①一般組合員平成13年計 100.0 73.8 8.7 17.5 6.6 22.2 13.7 5,1 24.
平成8年計②組合役員13 100.0 73.8 6,8 19.4 6,0 25.0 11.6 5.0 21.99 14.0 248 .3 33 72 43 18
平成8年計 100.0 78.1 12,3 28.0 6.6 22,3 5.0 4.0 16.
(ニ)出向往卜一般組合員平成13年計 100.0 70.7 10.2 20.9 5.6 21.0 8.4 4.7 25.
平成8年計②組合役員13 100.0 68.0 8.9 20.6 5.7 21.1 7.7 4.1 21.748 151 63 49 193 51 2 0
平成8年計 100.0 70.7 13.5 25.9 5.3 18.0 4.2 3.7 17.
榊採用計画Llj正社員平成13年計 100.0 62.1 4.4 10.1 5.1 24.0 13.0 5.5 36.
平成8年計②正社員以外13 100.0 60.5 3.8 9.4 4.9 24.1 12.2 6.1 35.49,3 6 6,6 27 1 0 41 8,3 49
出典 :厚生労働省 ｢平成13年労働協約等実態調査｣｡
ち,日本にも,なかには ｢53歳以上の幹部職員｣という被解雇者人選基準を
合理性がないと判断する判例もある(2)0
従業員代表委員の特別解雇には従業員代表の同意を必要とする取扱いは,
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従業員代表制度の設計を考えるときに参考となるものである｡
人事的事項で,使用者のある措置に対して従業員代表が意見を表明したり
対抗措置を講じる場合に,それを行う期限が明記されていることがある｡例
えば,使用者による解雇理由の通知に対し,従業員代表が疑義を表明するの
は1週間以内に限られる (102条 2項)｡このような対抗措置をなしうる期間
を限定する定めは,労働法の他の領域にもある｡例えば,労働者が解雇に対
しその効力を争って提訴できるのは3週間以内であり(解雇制限法4条),使
用者が労働者を即時解雇できるのは,使用者がその理由となる事実を知って
から2週間以内に限られる (民法626条2項)｡このような取扱いは,当事者
間の法的安定のために有効であり,日本における立法でも参考になる｡
ハ)経済的事項 ドイツ法の特色は,一方で,事業規模の縮小などにつき
使用者側の自由な決定を認めつつ,他方で,それに伴う労働者-の不利益を
緩和ないし補償することに力を注いでいることである｡整理解雇の実施も,
日本のように司法審査では経営困難であることの要件は求められないが,そ
の代わりに被解雇者の人選や補償金支給などの補償計画策定で強く規制され
ている｡経営困難という要件を必要としないという取扱いの背景の一つには,
共同決定法により労働者数2,000人以上の企業では監査役会の半数(労働者数
500人以上2,000人未満の企業では,1952年事業所組織法に基づき3分の1)
を労働者側代表が占め,企業決定に影響力を及ぼしているという事情がある｡
したがって,従業員代表による参加は.補償計画策定-の参加が中心とな
るO この点,｢雇相調整｣という観点から後述する｡
また,経済委員会を通じて企業の経営的情報が提供されることも重要であ
る｡
川
四
2.成果主義賃金制度の相違点
日本で成果主義賃金が普及し,それに伴い軽々の問題が発生している｡こ
の点につき,従業員代表の参加とかかわって, ドイツにおける制度とその運
用をみておく｡ドイツでこれを規制するのは労働協約と事業所組織法である｡
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イ)成績給制度 賃金制度は原則として労働協約で企業横断的に定められ
る｡使用者団体に加入しているかぎり,個別企業で独自に定めることはない｡
ただし,フォルクス･ワーゲン社のように,使用者団体に加入せず,労働組
合と企業別協約で規制している場合もある｡
ドイツの賃金体系で基本賃金は通′乱 職務給であり,賃金額は担当職務の
協約における格付けにより,場合によっては経験年数が加算されて賃金等級
が決まり自動的に定まる｡ただし,いくつかの産業分野では,協約が定める
賃金の一部に,基本賃金とともに成績給がおかれることがある｡それは金属
産業や化学産業の協約にみられる(3-｡金属産業の例では,協約締結地域によ
り数値に違いはあるが,貸金のうち平均15%が成績給に当てられる｡それは
個人ごとに差がつくことが予定されていて,個々人でいえば,成績給が個人
評価に基づき0%から30%の範閣内でつけられるO
ロ)成績評価方法 成績給制度がある場合,使用者は労働者個々人の成績
を評価して成績給の金額を決めることになる｡協約が成績給制度を定める場
合には,協約が個人成績を評価する方法を定める｡金属産業の協約は成績評
価方法として3つのタイプ (成績評価,指標評価および目標達成蜜評価)を
定める｡各企業で事業所当事者が話し合って,自社でいずれのタイプを採用
するかを決定する｡評価基準および手続きは各タイプごとに労働協約に定め
られている｡ただし,協約開放条項である旨が定められており,協約が定め
る基準や手続きとは別に事業所当事者は企業 ･事業所内の取扱いを自主的に
定めることができる｡
労働者個々人の成績評価に関する諸原則は従業員代表と使用者の共同決定
二 事項である (事業所組織法94条2剰 O協約はそれを前提とした定めになる｡
些 ハ)臼標管理剛度 E]本の成果主義賃金制度で代表的な目標管理 (目標取
り決め)制度はドイツでもある (口標達成度評価)｡金属産業の協約は労働者
の成績を評価する方法の一つとしてそれを完める｡協約(4)はそれにつき,つ
ぎのように定める｡すなわち,
･成績結果の確定は,設定された目標に対する達成度の比較によって行われ
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る｡
･目標取り決めの基礎は,当該目標期間に対する,成績指標から導き出され
る,具体的な作業状況にかかわる目標である｡目標取り決めは使用者と個
別従業員の間で合意される｡
･事業所当事者は従業員と上司の間で合意が成立しない場合に備えて,成績
結果を確定する別の方法,または事業所内の合意手続を協定することがで
きる｡両者が協定をしない場合には,協約別記に基づく成績評価の範囲内
で成績結果が確定されるく｡
･成績指標の選択は,成績結果確定のための各種方法を用いる範囲内で行わ
れる｡それは作業課題 (職掌)にリンクしており,取り扱いやすく,かつ,
跡づけることができるものでなければならない｡成績結果を特徴付け,か
つ,影響を及ぼすような指標のみを適用できる｡そこで考えられている成
績指標として,成績結果確定の成績指標の選択は,つぎの指標群に基づい
て行われるDすなわち,
a.作業過程との関連 (例えば,1個の仕上げに必要な時間,設備稼働率,
製造過程所要時間,注文完成に要した時間.プロジェクト所要時間,量)0
b.顧客との関係 (例えば,顧客の苦情,顧客満足度,顧客との接触,補正
作業の減少)c
c.生産品との関連 (問題解決,発想の発展,仕上げ完成度,人間工学)0
d.本人との関連 (協力,コミュニケーション,指導的行動,能力開発,醍
置換え頻度,作業方法,リーダーシップ,多能工性,資源 ･資金の有効利
用.作業における注意度,職場の活潔さ,資格向上研修への参加)0
e.資金との関連 (操業間隔,共通経費,在庫,支払いの遅れ,資源の節
約),の5項目である｡
このように,事業所当事者間で評価方法が定められない場合に備えて,協
約自体がひな形を定めている｡
また,労使が個別に目標を合意するとき,労働者の担当職務範囲が採用時
などにすでに合意されており.個人の業務ノルマが過度に引き上げられるこ
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とは通常ない｡この点は.日本の人事慣行と異なる｡
ニ)成績評価結果の取扱い 成績評価は使用者が行い,その結果と理由は
本人に説明される｡通常,労働者は説明を受けた旨の署名をする｡金属産業
の協約は,｢成績結果の確定は,目標達成度懇談で行われる｡その際に目標取
り決めと目標達成度の比較では理由が示されるものとする｡｣と定める｡この
点で運用の透明性は確保されている｡もっともドイツでは,このような協約
規完がなくても,成績評価につき労働者の請求があれば,使用者は説明する
義務を負う (事業所組織法82条2項)｡その場合,労働者の求めがあれば,従
業員代表委員が労働者に随伴することができる｡
労働者は成績評価結果を説明されても,当然のことながら.常にそれに納
得するわけではない｡その評価に不服があれば,労働者は苦情処理手続に申
し出ることになる (事業所組織法84条)｡苦情処理手続の詳細は事業所協完で
定められる｡労働者の苦情申立が正当であるとされた場合には,使用者はそ
のための措置を講じることを義務づけられている(,ある事業所協定例√5'をみ
ると,苦情処理委員会の決定は使用者を拘束するとされている｡
成績評価結果とその賃金への反映は,労働者全員につき,従業員代表にも
知らされる｡従業員代表はそれに基づいて,成績給が協約が定める通りに行
われているか否かを点検する｡金属産業であれば,平均して賃金の15%が成
績給に当てられていることを確認する｡この点で,労働者個々人の成績給情
報につき,従業員代表委員は守秘義務を負うことになるL,
ホ)このような運用を支える条件 ここに紹介した成績給の制度および運
用は金属産業の事例であり,成績給がある場合でも,その制度設計は産業に
こ より企業により異なろう｡ただし,日本の成果主義賃金剛度の運用といくつ
四 かの点で異なるのも事実である｡相違の背景は,つぎのようなことであるO
第1に,産業別協約が成績給制度の制度設計を定めている｡ドイツでは法
律解釈 (透明性の原則)により成績評価により変動する賃金部分 (成績給)
の比率の限度は賃金全体の30%までであるとされている16)o金属産業の場合
には,成績給は賃金の15%の比率とされ,日本企業でしばしばみられるよう
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に,個別企業レベルで成績給の導入によって労働者の平均賃金を引き下げる
ことはできない｡もし企業の経営困難により協約賃金を支払うことができな
い場合には,協約の特例適用 (苦境条項)を協約当事者に申請して認めても
らうか,または使用者団体から脱退して協約適用を免れることになる｡もっ
とも,使用者団体から脱退しても,労働組合が企業別協約の締結を求めて団
体交渉を要求してくることはある｡
第2に,事業所組織法がさまざまな点で枠組みルールを設定している｡成
績評価原則の決定は従業員代表との共同決定事項であること,労働者本人か
らの成績結果の説明要求に使用者は応じる義務があること,苦情処理手続な
どである｡また,従業員代表が労働者のサポート役を果たすことも事業所組
織法で明記されている｡それは,労働者の成績結果説明に従業員代表委員の
同伴を求めることができること,苦情があれば本人が苦情処理手続を申請す
るのとは別に,従業員代表に苦情を訴えることができること (85粂)などで
ある｡
へ)そのほか 協約適用外職員は協約賃金を上回る貸金を支払われること
を前提に,賃金額を使用者と個別に交渉するので,協約規定の適用はない｡
彼らは中間管理職として,上級管理職と並んで,実質的に成果主義賃金の適
用を受ける｡ただし,協約外職点にも事業所組織法は適用されるので,事業
所組織法の定める手続き(例,人事上の個別措置や時間外労働実施の手続き)
は適用される｡
成果主義賃金は,日本では裁量労働制とセットになって適用されることが
多いo ドイツでは日本の裁量労働制に相当する労働時間制度はなく,一部の
企業で企業内取扱として,フレックス ･タイム制の一つである信頗労働時間 二
制度があるにとどまるC日本でも･裁量労働制適用の場合とそうでない場合 琶
とで,成果主義賃金制度の運用にも違いがあろう｡
ドイツの労働者の過半数では,基本給は職務給だけで構成される｡その場
合には,労働者の成績評価は行われない｡この点では,日本のほとんどの企
業で正規従業員全員を対象に人事考課が実施されているのと事情を異にす
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るoE]本の賞与に相当するクl)スマス手当は,一律支給 (例,賃金1カ月分)
である｡日常的には成績評価されることのない労働者がその仕事ぶりや成績
を評価されるのは,_日立ポストに空きがでて,それに応募した際の人事選考
の場合である｡したがって, ドイツでは通常,日本のように大多数の労働者
が査定されるという形で労働者間競争にさらされることはない｡その背景は,
協約が企業横断的に競争ルールを定めていることにある｡事業所組織法によ
る規制もそれを支えているO
さらに,労使が目標取り決めや成績評価を個別交渉するにあたり,日本で
外部労働市場が発達しておらず自発的に転職することが労働者に不利になり
がちであるという労働市場の構造が労働者の不利に働 くことは否めない(710
3.過労死防止-の従業員代表の参加
日本における過労死の状況をみるとき, ドイツで従業員代表の参加がどの
ようにして働きすぎを防止しているかを示しておくことは意味があろう｡働
きすぎ防止は,まず枠組み条件として,労働時間法による規制があり,さら
に労働協約による規制がある｡それを踏まえたうえで従業員代表の参加があ
り,決して従業員代表の参加だけによって達成できるものではない(,
まず,労働時間法による規制として,1口8時間,過48時間原則が定めら
れている(9条)｡ただし.労働協約の定めにより1年間で60日を限度に1日
の労働時間を10時間まで延長することが可能である(7条 1項)｡要するに,
時間外労働を含めても1口10時間が上限であるOこれは厳格である｡そして,
1日の労働時間が終了した後に最低11時間の連続した休息時間が与えられな
ければならない(5条 1項)｡また,年休は24日が付与され(連邦休暇法3条),
さらに協約は追加し,平均して約30日の年休を定める｡
つぎに,産業分野により異なるが,労働協約は週所定労働時間を,平均
37-39時間とする (図表8参照)｡時間外労働につき法定基準を前提に,1口
の所定労働時間を超える時間につき従業員代表の同意を得て週10時間まで延
長することができる (例,金属産業協約)｡協約は時間外労働に対する割増手
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図表8 協約上の週当り所定労働時間
(2003年,単位-時間)
鉄鋼業
金属産業
木材加工業
製紙業
印刷業
金属手1業
繊維産業
■迎
エわレギー供給業
小売業
化学産業
ドイツ鉄道
保険業
製菓食品業
ドイツ･テレコム社
ドイツ郵政
卸売業
公務
建設業
銀行業
建 物メンテナンス手工業
鉱山業
出典 ■国表3と同じ｡S.86.
当として,25-50%の割増率を定める｡金属産業では,週当た り最初の10時間
までは25%,そjtを上Lt]1る分については50%である｡
それを受けて事業所レベルで従業員代表による規制がある｡まず,時間外
労働に対する規制として,時間外労働の実施には従業員代表の同意がその都
度必要である (87条 1項3弓-)｡し/=がって,使用者は長期的な要員計画をた
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てることを強いられる｡使用者が頻繁に時間外労働を求めることは従業員代
表の同意拒否を招きかねない｡実際には,時間外労働はさほど多くない｡
つぎに,労働密度に対する規制として,2つの形態で標準作業時間測定に
規制が及んでいるOまず,前述のREFA制度のもとで全国的レベルの標準作
業時間測定に使用者団体代表とともに労働組合代表が参加している｡それに
より現業労働者やホワイトカラーでも専門性の高い労働者の場合には,標準
作業時間が割り出され,事業所レベルの要員計画の算定基礎になる｡つぎに
能率給労働者については,賃金算定原則の一つとして事業所当事者により標
準作業時間測定が行なわれる｡労働協約がその枠組みを定めることがある｡
現場で生産製品や生産方式が変更され.従来の労働価値や標準作業時間では
通用しなくなるときには賃金算定方法が見直され,そのときには事業所当事
者が共同決定する｡
さらに,労働密度に対する規制では要員計画作成-の参加も重要である｡
事業所の要員計画作成に従業員代表は協議するにとどまる｡それでも,実際
にはしばしば共同決定されている｡主導するのは使用者であるが,それに一
定の歯止めをかけているのは,従業員代表が時間外労働実施につき共同決定
権を有しているからである｡使用者の作成した要員計画が要員を少な目に見
積もり,労働者に頻繁に時間外労働が必要になるときには,従業員代表は時
間外労働の要請を断ることが通常である｡この点では,従業員代表の7割を
組合員が占め,失業者に雇用機会を与えるために組合は時間外労働の抑別を
呼びかけているという事実が背景にある｡
このようにして,法律規制,協約による規制,加えて従業員代表の参加に
より働きすぎが防止されているOただし,ドイツでも一部にサービス残業が
あるのも事実である(8)｡協約適用外職員では,異なる状況もあろうO
なお,ドイツでこのような労働密度の規制が可能である背景として,ドイ
ツではジョブ (職務)概念が定着しており,各職務の守備範囲が協約規整な
どを通じて明確であること,労働者の担当職務の範囲が採用時に基本的に合
意されていることなどの雇用慣行の違いがあろう｡
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また,日本で長時間働いている労働者は,しばしば半ば強制的に,半ば自
発的に時間外労働 ･休日出勤している状況があり,その背景には労働者の昇
進 ･昇格をめぐる競争があることが指摘される(9)｡その点で, ドイツでは前
述の成果主義賃金制度に関する記述と重なるが,成績評価が行われても,そ
の基準および手続きが事業所当事者により共同決定され透明であり,節度あ
る競争に抑えられていることが重要である｡
4.非正規雇用との関係
ドイツでも日本と同様に非正規雇用の比率が高まりつつあるO パートタイ
ム労働者は労働者全体の約2割 (女性労働者全体の4割弱),有期労働契約労
働者は1割弱,派遣労働者は約 1%に達する｡しかし,その意味するところ
に違いがある｡パートタイム労働者および有期労働契約労働者との関係では,
パートタイム労働 ･有期労働契約法が規制し,派遣労働者に対しては労働者
派遣法の規制が適用されるD大枠はEU指令によって拘束されている｡正規
労働者との平等取扱に焦点を当てつつ,従業員代表による規制との関わりを
整理しておく｡
まず,パートタイム労働との関係では,職務給の賃金体系のもとでは同一
価値労働同一賃金原則が適用されるので,単位時間当たりの賃金は基本的に
フルタイム労働者と同じである｡それゆえに,パートタイムで働 く人のなか
で,｢今後もフルタイムではなくパートタイムとして働き続けたい｣という声
をよく聞く｡パート･有期雇用法7条 1項は,募集にあたりその耽務がパー
トタイムで可能であるかぎりパ -ートタイムで募集することを義務付けてい
る｡すなわち,法律はフルタイム勤務よりもパー トタイム勤務という雇用形
態の採用 ･普及を標準型として促進している｡また,勤続6カ月を超えるパー
トタイム労働者は契約で合意されている労働時間の延長を使用者に要求でき
る (8条 1項)｡反対に,フルタイム労働者は労働時間の短縮を要求できる
(9条)｡使用者は経営 卜の理由がないかぎり,それを受け入れなければなら
ない｡同時に,パー トタイム労働者に対する不利益取扱を禁止している｡な
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お,週当たり所定労働時間が極端に短いミニジョブ (合計月収400ユーロ以
下｡2002年の第2次ハルツ法による(仙｡労働者全体の約 5%)には労働者向
けの公的年金および健廉保険の適用がないという点で不利さは残るOただし,
その僅少時間勤務者もパー ト･有期雇用法の ｢パー トタイム労働者｣に該当
するので,社会保険適用のある労働時間の長さに移行することは比較的容易
である｡
つぎに,有期雇用も同法で規制されている,それにより,一方で期限付 き
雇用が許される客観的理由がある8つの事例が法律で定められるとともに,
他方で客観的理由がなくても2年までは期限を定めて雇用することが許され
ている｡そして事業所組織法は,労働者の採用にあたり,すでに事業所内で
雇用されている期限付き雇用労働者の不利になるような採用提案に従業員代
表が同意拒否できることを定める (99条2項3号)｡それにより,すでに当事
業所で採用されている期限付き雇用労働者に有利な立場を与えている｡
さらに,派遣労働の利用では,本稿で述べたように,労働者派遣法が,派
遣先企業の比較 しうる労働者に適田されている賃金等重要な労働条件が派遣
労働者に提供されていない場合には,官庁は当該派遣事業者に原則として事
業許可を与えない (派遣法3条 1項3号)という取扱いにより,原則として
派遣先労働者との平等取扱を義務付けている｡また,E]本にある登録型派遣
は認められていない｡その結果,派遣労働者を活用することの経済的メリッ
トはさほど大きくないO
このように,関係法律により日本ほどには非正規雇用を利用する経済的メ
l)ットに乏しく,また利用方法が制限されている.この,卓二は日本との大きな
違いである｡このような枠組みを前提として,労働者の採用には従業員代表
の同意を得ることを義務付け,また,新規採用にあたり当該事業所ですでに
採用されている期限付 き雇用労働者に有利な地位を与えている｡このように,
有期労働契約を条件付きで認めたうえで,彼らの不利になるような新規採用
を従業員代表が同意拒否できるとし,また,派遣労働を拡大 したうえで,派
遣先労働者との原則的平等取扱を求めるという取扱いは労働者保護と規制緩
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和の調整の一つのあり方であるLll)｡なお,従業員代表選挙にあたっては,罪
正規労働者の利益代表を選出するための特別な手立て (選出単位,選出方法
など)はない｡それは,雇用形態の違いによる不利益性が特別な取扱いを必
要とするほどではないという立法者の認識によるのであろう｡ただし,派遣
委員選挙の選挙権を有する(事業所組織法7条)という特別な扱いがある｡
5.雇用調整との関係(12-
先に人事的および経済的事項における日独の違いを指摘したことと重なる
点はあるが,雇用調整の特色とそれに対する従業員代表の関与の特色を整理
しておくC.
イ) ドイツの雇用調整方法の特色 雇用調整の方法は,まず,時間外労働
削減,採用停止,操業短縮などのソフトな方法が優先的にとられること,解
雇は大企業では少ないが中小企業では多いことなど,日本と共通する点が多
い｡他方で,日本の大企業では整理解雇を回避し,余剰人員調整コストを外
部に負担させがちであること,ドイツには原則として出向がないこと(13), ド
イツでは整理解雇にあたり,他事業所への配置転換や再訓練によって引き続
いて労働者を雇用することが可能である場合には使用者の解雇提案に対し従
業員代表が同意を拒否することができること,日本では時間外労働の規模が
大きく,雇用調整にあたりその縮小により雇用量を調整でき操業短縮を利用
する必要性が小さいこと,日本では時間外労働はその程度が小さくなっても
なお景気変動と関わりなく恒常的に存在すること,整理解雇における被解雇
者の人選基準などで違いがある｡図表9は,雇周調整に関する一つの調査結
果である｡ここでは時間外労働を優先させ,解雇はできるだけ回避されてい
る様子が窺える｡
ドイツでも,雇用調整方法の一つとして希望退職ないし退職勧奨 (合意解
約)が行われる｡その特色をみると,ドイツでも人員削減の方法として合意
解約が重要な方法であること,その手続きで従業員代表が重要な役割を果た
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図表9 雇用調碁の方法 (1975年調査)
残業削減のみ 全企業の 8%
残業削減+採用停止 17%
残業削減十採用停止十操業短縮 8%
残業削減十採用停止十操業短縮+解雇 15%
残業削減+採用停止+解雇 8%
出典 :アルトマン･野村 『西ドイツの技術革新と社会変動』
177頁｡
していること,労働者が退職勧奨に応じて退職するときには補償金 (退職金)
が支給されていることなどを指摘できる｡日本における合意解約手続と比較
すれば,共通点として,使用者としては若い労働者を企業に残したいと考え
ていることを指摘できる｡それに対し,相違点として, ドイツでは退職勧奨
の方が希望退職よりもよく実施される様子であること,事業所組織法が存在
するもとで使用者が退職勧奨により人員削減する場合,削減が一定規模以上
であれば補償計画策完を義務づけられ退職者に対して金銭による補償が行わ
れること,退職勧奨実施にあたり使用者はほとんどの事例で従業員代表の同
意を得て実施していること(14㌧退職勧奨手続として,一部の産業では労働協
約で合意解約の手続きを規整し,使用者がそれを労働者に提案した後に労働
者に熟考する期間を与えたり,一旦労働者が合意解約に同意しても一定期間
内であれば事後に取り消すことができる定めをおいている事例があることな
どを指摘できる｡
なお,雇用調整の方法として,総じて従業員代表は労働者に対するしわ寄
三 せが小さい方法を追求し･使用割別はコストの安上がりな方法を追求しがち
三 である｡
ロ)従業員代表の関与 従業員代表には法律により経営情報が定期的に揺
供され,とくに事業変更に関しては事業主に情報提供とともに協議すること
が義務づけらjtている｡その結果,従業員代表側は雇用調整の必要性につき
独力で判断することができ,協議することになる｡使用者側は従業員代表の
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同意を得て雇用調整を円滑に行うべく,法定基準を上回って従業員代表と協
議しがちである｡
その結果,日本と比べると.労働者側の雇用調整への関与は概して強いも
のである｡具体的には,配置転換や解雇の人選基準は人事選考指針の一部と
して共同決定事項であること.個別の配置転換にあたっては従業員代表の同
意が必要であること,事業所縮小などの事業変更にあたり補償計画策走が義
務付けられ,事業変更により不利益を被る労働者に対しては補償金支払およ
びそれほかの方法により補償が行われることなどである｡その背景には,前
述のように,配転,解雇および補償計画策走で従業員代表に強い参加権が法
律により付与されていること,整理解雇の被解雇者人選基準では労働者の年
齢,勤続年数,扶養義務の程度などの社会的観点を考慮することが法律によ
り義務付けられているなどの事情がある｡
(1)すなわち,ほとんどの事項は87条 1項に基づいて共同決定事項であるOそのうち,3
号 (退職に関する事項)のうち,整理解雇などの解雇にあたっての人選基準は,95条 1
項に基づき共同決定事項であるO
なお,これらの事項につき,協約に定めがない場合のみ,従業員代表の共同決定対象
事項となる｡
(2〕 ヴアリグ日本支社事件 ･東京地判平成13･12･19労判817号5頁｡
(3)緒方 ･前掲第3草注(5)133頁｡
(4)詳しくは,藤内 ･前掲第1章注(9)300頁以下｡
(5)藤内 ･前掲第2章注(1)上 ･187員~｡
(61 高橋 ･前掲第1章注(5)168頁｡
(7､･高橋 ･前掲第1章注(5)194頁｡
(引 社会機会調査研究所の調査(1995年)によれば, ドイツ労働者の9割近くが時間外労働
を行っているが,そのうち現業労働者の7%,事務系職員の32%が時間外労働に対する
補償を受けていないと回答している｡それに該当するのは,職員でも硯業労働者でも高
い役職者であるo藤内 ｢ドイツの労働時間 1995年｣同法47巻3号85頁(1998年)参照O
現地で筆者が聞く話でも,サービス残業は昇進志向の強い役付き職員に多いという｡ま ≡
た,合同サービス産業労組議長の説明によれば, ドイツ全体で2000年に19億時間以上の
サービス残業があると報告されているCこれを約3000万人の雇鞘者数で割ると,労働者
1人あたり年間約60時間のサービス残業ということになる｡Vgl.FrankfurterRundschau
v12.03.2001
(9)鈴木良始 『Ej本的生産システムと企業社会』(1994年,北海道大学1g]書刊行会)第5章
14}
327 ドイツにおける従業員代表の参加権
参照｡
(10) 名古道功 ｢ドイツ労働市場改革立法の動向｣金沢法学48巻1号86質 (2005,7-)｡以前
は.僅少時間勤務者と呼ばれていた｡それは,過15時間未満で.かつ月収325ユーロ以 F
という条件であった(､
(ll) 名占 ･前掲本章注(10)138貝参照｡
(12) 徳永編 ･前掲第2苧注(lR)69頁 〔徳7k蚕良l,ノベルト･アルトマン･野村正賓編 『西 ド
イツの技術革新と社会変動』(1987年,第1書林)175頁以下〔アンゲリカ･エルンスト〕,
久本 lBr'J掲第4章注(6),藤内 ｢ドイツにおける人員削減手続き｣岡法45巻 4号58頁(1996
年).藤内 ｢ドイツにおける合意解約の実情｣開法51巻1号118頁(2002牢)0
(13)久本 ･前掲第4章注(6)37貝では,化学産業に子会社-の出向がある旨紹介されている｡
ドイツのコンツェルン企業で,日本の舶h】に類似した企業を超えた人事異動があること
は知られているが,日本の出向とはやや舛なるようであり,このように記しておく｡rTl
内管 ｢ドイツのコンツェルンにおける企業間人事界動の法理に関する基礎的考察｣学会
誌88号40頁(1996年)a
(14) アル トマン.野村編 ･前掲本章注(ll)180頁 〔エ)Lンスト〕し
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